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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

大学基本理念は現在「人間環境大学は、人間環境学を理念とし、人間環境に関する該

博な知識と深い理解力を備え、すぐれた見識をもって人類と国家社会に貢献できる有為

な人材を育成することを目的とする」と学則第 1 条に定められている。この「人間環境

学」の理念及びその依拠する建学精神は我が国の大学改革の嚆矢となった理念を継承し、

「21 世紀の人類社会に豊かな展望を開きうるような、人間環境の新しいあり方を探求す

るため、これまで人間環境を形成してきた歴史・文化環境、現代社会の根底を構成する

精神環境、そして人類社会の未来を決する環境問題への方策という 3 つのアスペクトか

ら、人間環境の総合的な教育研究を目指す」と大学設置計画に定められている。かかる

不可分的「人間環境」全体の綜合的考究という建学精神に拠り人間環境学部が設置され

た。開学から 21 年を経て、社会の流れも大きく変化し、人間環境学のとらえ方にも変化

が生じ」、「人」と「人をとりまく環境」のうち、人を取り巻く環境に対する視点がより

強かったが、それが「人」を中心とした視点がより強くなってきた。その背景の変化の

大きな要因は、本邦における少子高齢化の急激的な進行、また、外的にはグローバル化

を見逃すことはできない。少子高齢化、ことに高齢者が増加したことは、病気になる人

の増加や疾病構造の変化をもたらした。このことは、社会全体の問題として、医療従事

者（看護師、介護士、社会福祉士など）の不足をもたらした。このような社会環境の変

化は、当然のこととして人間環境学を実践してきた本学の向かうべき方向にも大きく影

響している。医療従事者の相対的減少という社会環境への対応は、現在の人間環境学部

では補うことのできない部分である。その補えない部分を埋める一つが看護学部の設置

である（「看護学部設置の趣旨等を記載した書類」）。看護学を包摂する方向への理念の発

展を確認し、「人間環境学」の理念のもとで教育研究を行う看護学部及び看護学研究科、

さらには松山看護学部を開設するに至っている。このように、建学理念の人間環境学に

本学の使命・目的・特徴・個性とその発展の可能性が示されている。 

 

Ⅱ．沿革と現況 

1．本学の沿革 

人間環境大学の設置者は学校法人河原学園である。河原学園は平成 26（2014）年、人

間環境大学を設置する学校法人岡崎学園と合併し、人間環境大学の設置者となった。旧

学校法人岡崎学園は明治 39 年に発足し平成 4（1992）年に国際短期大学を設置。平成 12

（2000）年 4 月 1 日にこれを発展的に解消し、新たに人間環境大学を開設した。当初人

間環境学部人間環境学科を設置し、3 年後の平成 15（2003）年 4 月 1 日に大学院人間環

境学研究科修士課程を設置。法人合併後の平成 27（2015）年 4 月には看護学部看護学科

および大学院看護学研究科博士前期課程および博士後期課程を大府キャンパスに設置し

た。平成 29（2017）年 4 月には、松山看護学部看護学科が設置され、人間環境学科が心

理学科と環境科学科へと改組された。 
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2．本学の現況 

・大学名 

人間環境大学 

 

・所在地 

〒444-3505 愛知県岡崎市本宿町上三本松 6-2 

 〒474-0035 愛知県大府市江端町 3 丁目 220 番地 

〒790-0005 愛媛県松山市花園町 3-6 

 

・学部構成 

学部 人間環境学部 人間環境学科（平成 28 年度入学生まで） 
          心理学科 
          環境科学科 

     看護学部 看護学科 
     松山看護学部 看護学科 
 大学院 人間環境学研究科 人間環境専攻（修士課程） 
     看護学研究科 看護学専攻（博士前期課程／博士後期課程） 
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・学生数、教員数、職員数 

 

表Ⅱ-1 学生数（令和 3 年 5 月 1 日現在） 

学  

部 

学  

科 

入 

学 

定 

員 

収 容 

定 員 

在籍

学生 

総数 

在 籍 学 生 数 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

人間

環境

学部 

人間

環境

学科 

 

- 

 

- 

 

- 
- - - 7 

心理

学科 
120 480 486 129 131 158 120 

環境

科学

科 

80 320 340 84 90 123 62 

人間環境学

部計 
200 800 838 213 221 281 189 

看護

学部 

看護

学科 
95 380 413 110 102 95 106 

看護学部計 95 380 413 110 102 95 106 

松山

看護

学部 

看護

学科 
80 320 297 89   79 67 62 

松山看護 

学部計 
80 320 297 89   79 67 62 

合  計 375 1500 1548 412 402 443 357 

研究科 専攻 

入学定員 収容定員 在籍数 

修士 

課程 

博士 

課程 

修士 

課程 

博士 

課程 

修士 

課程 

博士 

課程 

人間環境学

研究科 

人間環境

専攻 8 - 16  - 9  - 

人間環境学研究科計 8 - 16  - 9  - 

看護学研究

科 

看護学専

攻 20 8 40 24 17 

 

22 

看護学研究科計  20 8 40 24 17 22 

合  計   28 8 56 24 26 22 
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表Ⅱ-2 教員数（令和 3 年 5 月 1 日現在） 

 

学部 

 学部   学科 
 専任教員 兼担 

教員 

兼任 

教員 教授 准教授 講師 助教 助手 計 

人間環境

学部 

心理学科 6 5 5 2 0 18 3 

19 

環境科学

科 8 3 2 4 

 

0 17 0 

人間環境学部計  14 8 7 6 0 35 3 19 

看護学部 看護学科 8 9 11 9 5 42 9 23 

看護学部計  8 9 11 9 5 42 9 23 

松山看護

学部 
看護学科 

11 3 5 3 

 

3 25 0 35 

松山看護学部計 11 3 5 3 3 25 0 35 

合    計 33 20 23 18 8 102 12 77 

大学院 

学部 学科 
 専 任 教 員 数 兼担 

教員 

兼任 

教員 教授 准教授 講師 助教 助手 計 

人間環境学

研究科 

人間環境

専攻 7 6 5 0 

 

0 18 0  5 

看護学研究

科 

看護学専

攻 

 

12 8 1 0 

 

0 

 

21 2 

 

14 

合    計   19 14 6 0 0 39 2  19  

 

表Ⅱ-3 職員数（令和 3 年 年 5 月 1 日現在） 

  専任職員 その他職員 

岡崎キャンパ

ス 26 46 

大府キャンパ

ス 13 9 

松山キャンパ

ス 10 8 

合  計 49  63  
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

1－1 使命・目的及び教育目的の設定 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

1-1-② 簡潔な文章化 

1-1-③ 個性・特色の明示 

1-1-④ 変化への対応 

 

（1）1－1 の自己判定 

基準項目 1－1 を満たしている。 

 

（2）1－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

 本学の使命・目的は人間と環境とを相互に深く関係したものとして考え、文理融合

の教育研究を行うことである。また、基本理念及び目的に関しては、以下のように具

体的に明文化している。即ち、学則及び大学院学則第一条に示すとおり、「建学の精

神に則り、人間環境に関する該博な知識と深い理解力を備え、すぐれた見識をもって

人類と国家社会に貢献できる有為な人材を育成することを目的とする。」としている。 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

 上記の使命・目的及び教育目的は、次のようにより簡潔に説明的に示されている。

即ち、本学では、「人」と「人を取りまく」環境の二つを教学の視点としており、建

学時には、その二つの視点のうち、主として人文系である「人を取りまく環境」に関

する人間環境学部・人間環境学研究科を設置した。人を取りまく環境としての自然･

社会環境、歴史・文化環境、そして心身環境を学修するための専攻である。 

 しかし、建学から 21 年を経た現在、わが国はグローバル化の渦中にあり、加えて

少子高齢化時代を突き進んでいる。疾病構造の変化・医療費の高騰化、労働市場や経

済変動、さらに度重なる地震や風水害など社会全体、即ち時代は大きく変化してきて

いる。二大視点の一つである「人」、それ自体を学ぶという建学の精神は、この時代

の変化に沿う教育理念をもつ、主として理系である看護学部・看護学研究科、松山看

護学部を設置することによって本来の目的を遂げることになった。 

 

1-1-③ 個性・特色の明示 

 人間環境学という建学の精神に則り、「人」と「人を取りまく」環境を学ぶという

二大教学視点を掲げた教育は、他学にほとんど類を見ない個性であり、特色である。

「人間環境学」という言葉は、それ自体、つかみ所がないようにも思えるが、先に述

べたように、本学の教育理念は実践に活かされ学生や周囲に受容されている。平成 27

（2015）年度から、看護学部・看護学研究科が、平成 29（2017）年度から、松山看護

学部が新たに加わり、更に「人間環境学」の具体的像が、一般からも可視化できるよ
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うになった。 

 

1-1-④ 変化への対応 

【人間環境学部・人間環境学研究科】 

平成 27（2015）年 4 月より学長室に組織された大学改革委員会が招集した、学科改

組プロジェクトメンバーが中心になり、平成 29（2017）年度入学者から適用するた

め、人間環境学部のカリキュラム改革を行い、新たなカリキュラムの策定を進めた。 

この改革では、人間環境学部人間環境学科の三専攻を二つの学科（環境科学科、心

理学科）に分割することとなった。これまでの自然・社会環境専攻が環境科学科に、

心身環境専攻が心理学科にそれぞれ移行し、旧来の歴史・文化環境専攻は両学科の共

通基礎科目を担当することとなった。 

 

平成 28（2016）年度まで 

 

人間環境学科 

自然・社会環境専攻 

心身環境専攻 

歴史・文化環境専攻 

  

平成 29（2017）年度から 

環境科学科 

心理学科 

 

そこで、二つの学科の設置の趣旨であるが、両者はともに、既存の学科の専攻・コ

ースで行ってきた学問領域を拡充・進化させるもので、学科の目指す人材養成を成し

遂げることを期するものである。 

環境科学科の設置の趣旨については以下のようである。 

「これまで既存の人間環境学科自然・社会環境専攻では、自然環境の分野について

は、環境分析化学や植物生態学を中心とし、経済社会の分野については、環境経済や

環境経営、資源循環といった領域でかなり専門性の高い教育研究を行ってきた。しか

しながら、自然環境と経済社会の両分野の教育研究が必ずしも複合的かつ有機的に行

われていたわけではなく、これらの授業科目が選択科目として位置づけられ、体系的

に履修させるシステムになっていなかった。また、自然環境分野においては、近年ま

すます複雑化・深刻化しつつある環境問題に対応した解決策を見出すためには、より

広範で重層的な領域の授業科目を体系的に配置し教育研究する必要性が生じてきてお

り、これは経済社会分野においても同様である。 

こうした点を鑑み、新設の環境科学科では、自然環境分野の領域を広げ、かつ深化

させた授業科目を体系的に履修させ、同時に経済社会分野も履修させることで、持続

可能な社会の実現に必要となる知識を涵養し、多面的な環境問題の解決策を思考でき

る人材の養成を企図している。環境科学科では、生態系とそれを取り巻く自然環境と
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の間での物質とエネルギーのやり取りの仕組みを理解させるため、生態系科目と物質

循環科目を配置し、とりわけ生態系科目は生態系基本科目の他に生態系（動物）科目

と生態系（植物）科目を配置することで、総合的に生態系を学ぶことができる教育体

制を確保している。また、経済社会分野についても、これまでは環境コースと経営コ

ースに分化され、その一部は同時に履修できなかった点を改め、さらに、持続可能な

社会の構築に寄与することのできる人材の養成に必要となる領域として社会環境領域

を置いている。」 

  心理学科の設置の趣旨は以下のようである。 

「既存の人間環境学科においても、心理コースの教育研究は専門的に行われ、その

教育効果は臨床心理士養成大学院への進学実績にも現れており、専門性の高さは十分

なものであったといえる。しかしながら、国家資格となる「公認心理師」の育成も含

め、新たな社会問題に対応するために、さらに広範で重層的な領域の授業科目を体系

的に配置し有機的な教育研究体制を構築する必要が生じてきている。すなわち、人間

が生活する歴史・文化的背景、社会の経済的枠組みや自然科学的視点を理解した上で、

「人間環境学」の見地からさまざまな場面における人間の相互理解と援助の実践的な

力を身につけ、個人及び社会全体の精神・心理的な健康への提案と実践を提供できる

人材を育成することがますます必要とされてきている。 

こうした点を鑑み、新設の心理学科では、専門科目としての精神環境科目として、

「心理学基礎科目」、「心理学発展科目」、「実習・演習科目」があり、主要分野である

「心理学発展科目」の傘下に 5 領域を配置する。その内訳は「基礎心理学関連」、「発

達・教育心理学関連」、「社会・産業心理学関連」、「臨床心理学関連」、「隣接関連」で

ある。このように心理学基礎科目および心理学発展科目分野の各領域を広げかつ深化

させた授業科目を体系的に履修させ、多面的な社会的問題に対して心理学的見地から

思考できる人材の養成を企図している。すなわち、心理学科では、現代の個人・社会

が直面している精神・心理の課題に対応できる人材の育成のため、基礎的な人間の心

理の普遍性を学ぶとともに、発達的視点や社会との関係性を鑑み、時間的・空間的ア

プローチを含め、多層的に心理学を学ぶことを重視した教育体制を確保している。さ

らに、「隣接関連」領域として、人間の心身の基礎を学ぶための医学系基礎科目を新設

し、授業科目の拡充を図っている。」 

さらに令和 4（2022）年 4 月には「心理学部」と「環境科学部」が設置され、これ

までの心理学科が心理学部へ、環境科学科が環境科学部へと改組する。 

【看護学部・看護学研究科】 

１）学部と大学院（博士前期課程・博士後期課程）の同時設置の必要性 

看護学部と看護学研究科の同時開設も大きな個性、特色である。わが国では世界に

類を見ない高齢社会となり、しかも 75 歳以上の人口の急増が予測されている。疾病

や障害を持ちながら長く生存できる人々の増加、独居者や高齢者世帯の増加、少子化

の進行、生産年齢人口の減少、加えてグローバル化の加速的進展がある。これらの社

会条件および労働・経済条件の変化は、人々の健康そのものへの影響と生活様式の急

速な変化による心身の健康への影響などによって、健康ニーズは増大するのみならず、

複雑化・多様化している。 



人間環境大学 

8 

そこで、これらのニーズの変化に早期に適切なサービスをしていくためには、慢性

的に不足している看護職者を学士課程で育成する。ニーズの複雑・多様化、グローバ

ル化に対応しうる高度な看護実践リーダー・管理者・研究者・教育者を大学院教育課

程で育成する。急速に変化するさまざまな社会的ニーズに対応させて看護教育レベル

の異なる人材を早期に社会に輩出する必要がある。 

社会的ニーズに応えられる学部卒業者と大学院修了者の社会貢献の内容を以下に

示す。 

（１）学士課程では、「対象となる人々の健康に生きることを支援する看護および、

より健康な地域社会の発展を支援する看護」を理念として、人間への深い理解を有し

質の高い看護実践ができる看護職者の育成を目指す。まず、人間の尊厳に基づいた豊

かな人間性を培い、人々のライフサイクルに応じた多様な健康ニーズに対応できる広

い視野と、科学的・専門的な知識と技術に基づく判断力と探求心をもって質の高い看

護実践ができる自律した看護職者等（看護師、保健師、養護教諭 1 種）を育成する。

即ち、人々がその人らしく健康に生きる・育つ、を支援し、あわせて地域社会におい

て疾病予防・疾病の悪化予防・リハビリテーション看護・終末期看護などを提供する

ことで、地域社会への貢献を目指す。 

（２）博士前期課程では、看護現場や教育現場の問題解決・改善・改革を目指し現場

志向型研究の実践を通して社会貢献と看護の発展に寄与できる以下に述べる人材育

成を目指す。すべての人間の健康課題に焦点を当て、人々の看護の困難度が高い個

人・家族・集団・地域に対して研究的手法を用いて専門的な判断と技術により直接的

サービスを行う。また、患者や家族の満足度を高める教育的、リーダー的看護職者と

して、より組織的・効果的にサービスを提供する他機関・他職種および市民と協働し、

サービスの調整統合を図る。総合的かつ専門性の高いサービス提供ができるリーダ

ー・管理者・教育者の育成を行い、社会貢献を目指す。 

（３）博士後期課程では、国民の健康ニーズが増大し、かつ複雑化多様化することに

対して、革新的なケアプログラムの開発やケアシステムの開発などを行う。さらに、

国内外の先駆的な研究のシステマティックレビューや学際的な共同研究、および異文

化看護等のグローバルな研究によって専門的で高度な実践と研究の循環的相互発展

を促進させる研究者や看護教育者を育成する。自立した研究者として卓越した研究能

力によって看護現場の変革を推進するとともに、看護を実践科学として発展させ、社

会に貢献することを目指す。 

学生によっては博士前期課程と後期課程の 5 年間の連続した教育課程において自

己の分野・領域の学識と研究を深め、成長段階に応じた教育展開を効果効率的に推進

できる。すなわちめざす教育目的と学修段階ごとに学生の習熟度の評価を繰り返し、

教員は学生の成長発達を集団及び個人に対して適切に支援しやすい条件がある。 

本学の大学院看護学研究科の専門分野領域は前期課程・後期課程ともに 5 年間同一分

野、領域で、一貫して同じ教育体制と同一指導教員体制で継続的な学修を可能にし、

学生は早期に長期の展望を描きながら学修できる環境がある。これによって学生は効

果的に学修を積み上げることができる。 

【松山看護学部】 
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松山看護学部は、愛媛県及び四国地域における保健医療分野の社会的要請に応えるた

めに、平成 29 年 4 月設置された。人間環境大学の岡崎キャンパス、大府キャンパス(と

もに愛知県)に続き、3 番目の校地として愛媛県松山市に松山キャンパスを開設した。 

１ 設置の趣旨 

わが国は世界に例をみない少子高齢社会となっており、国民の健康と医療を支える保

健医療福祉分野の専門職の養成が年々重要性を増してきている。特に医療技術の高度化、

医療環境の多様化・複雑化は医師と共に保健医療を支える中心的な存在としての看護師

に対して、その量と質における役割期待が大きく求められている。また高齢化の急激な

進展に伴い、総合的な保健・医療・福祉等の社会保障の再構築が現在進められており、

地域における医療及び介護システムの総合的な確保のために、利用者中心の医療提供体

制による地域包括ケアシステムの構築が求められている。 

 地域包括支援センターの主たる専門職は看護師や保健師であり、かつて看護職は病院

における看護の役割発揮が主であったが、これからの高齢社会においては、病院のみな

らず在宅ケア・訪問看護ステーション、老人保健施設、介護福祉施設等を含み多岐にわ

たり、より看護職の安定的な確保が求められている。愛媛県もまた、人口減少、高齢化

の進展、疾病構造の変化、医療技術の高度化・専門化等の著しい環境の変化があり、看

護職の増加と共に、高い実践力や高度な知識・技術を持った看護職の養成は喫緊の課題

となっている。 

 看護師養成を大学教育で行うことの重要性は、社会的要請に応じるものである。医療

の高度化、複雑化、多様化、及び健康・医療に対する国民の価値観の多様化は、保健医

療分野に携わる看護職に対して、多様かつ複雑なニーズに対応でき、かつ人間性豊かで

高い倫理観を持ち、高度な知識・技術・実践力が適用できる人材を求めている。しかし

新人看護師が臨床実践能力の不足から臨床現場に適応できない問題もあり、大学教育の

改善とカリキュラム強化が求められている。本学部では、臨床実践能力や判断力の強化

を、大学学部教育において提供する。 

２ 学部教育 

 松山看護学部の教育は、標準的な看護教育カリキュラムの内容を充実させ、看護師国

家試験受験資格、保健師国家試験受験資格取得のための教育カリキュラム・実習科目を

新たに設定している。それに上積みする形で「小児看護」「がん看護」「認知症看護」「在

宅・終末期看護」の 4 つの選択強化プログラムを提供し、医療の高度化・複雑化や人々

の健康ニーズに対応できる高度な看護職の育成を目指している。これらの強化プログラ

ムを通して、学生たちが意欲と自信をもって看護職として就職できるよう教育課程を提

供する。大学において高度な実践力、倫理観を身につけた学生は、病院等医療機関や在

宅ケアにおいてその能力を発揮できると考えている。また愛媛県は山間部・島しょ部等

の交通が不便な過疎地域が多く存在するため、地域の保健医療機関、行政等との連携を

密接に行い、保健師・看護師課程教育を展開する。 

 

（3）1－1 の改善・向上方策（将来計画） 

建学の精神や目的に変更はないが、学生やその保護者、また世間に対して、より分か

りやすく、また、時代に即応した柔軟な対応の必要性を常に考慮している。 
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 ホームページの充実を目指す中で、利用者（生徒・学生・保護者などを含む）が学

部・研究科の教育目的等がわかりやすく、探しやすくする工夫を行うことが必要であ

ると考えている。 

本学は看護学部と松山看護学部を併設した現在、以前より個性が明確になってきて

おり、大学の将来計画とともに、これをさらに発展させ、将来の変化への対応と関連

して次に述べる将来構想委員会を中心に策定して行く。 

 

1－2 使命・目的及び教育目的の反映 

1-2-① 役員、教職員の理解と支持 

1-2-② 学内外への周知 

1-2-③ 中長期的な計画への反映 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

（1）1－2 の自己判定 

基準項目 1－2 を満たしている。 

 

（2）1－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

1-2-① 役員、教職員の理解と支持 

  理事会、教授会を通して使命・目的及び教育目的について理解と支持は得られてい

る。 

 

1-2-② 学内外への周知 

 理事会議事録、教授会議事録、大学 HP、学生後援会会報等を通して学内外へ周知し

ている。 

 

1-2-③ 中長期的な計画への反映 

 河原学園と法人合併する経過の中で、中期的な計画を立て遂行してきた。その過程

で、平成 27 年度に看護学部が、平成 29 年度には、松山看護学部が開設され、人間環

境学科が心理学科と環境科学科へと再編された。それらを含み、更に検討を重ねてい

る。 

 

1-2-④ 三つのポリシーへの反映 

 ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーとも

に、使命と目的である「建学の精神に則り、人間環境に関する該博な知識と深い理解

力を備え、すぐれた見識をもって人類と国家社会に貢献できる有為な人材を育成する

ことを目的とする。」を反映したものになっている。 

 

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性 

 使命・目的及び教育目的に沿うように、教員組織を構成している。また、教員の担

当する科目等はそれら目的と整合するように配置され、カリキュラムが目的に沿って
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進行するように組まれている。更に、3 学部 2 研究科の将来や調整のために学長室の

中に大学改革委員会が組織されている。また、法人全体の中での大学の位置づけ等と

その将来構想策定のために、理事長を委員長とする将来構想委員会が設置され、会議

が進行している。 

 

（3）1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

平成 29 年度からは 3 学部、2 研究科体制となり、本学の使命は、理事会議事録、教授

会議事録、大学 HP、学生後援会会報等を通して今後も学内外へ周知を行うことが必要で

ある。また、看護学部、看護学研究科、松山看護学部が開設され、授業をはじめとした

種々のことが遂行されて、初めて明確になってきている事項があり、これらを含めた、

短中期的改革とその遂行を行う必要がある。これらは、各学部・研究科が行うべきこと

と、総括的に行うことの両面からの視点が必要であり、大学内では学長室を中心として、

法人では将来構想委員会を中心として作業を進めている。 

 

［基準 1 の自己評価］ 

基準を満たしていると評価できる。一方で、今後の改善、向上策（将来計画）で述べた

点については、着実に実行に移して行く予定である。 
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基準 2．学生 

2－1 学生の受入れ 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）2－1 の自己判定 

基準項目 2－1 を満たしている。 

 

（2）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 

 本学では、基準 1.にて述べた教育の使命・目的等に基づきアドミッション・ポリ

シーを作成し、大学 Web サイトや学生募集要項に明記するなどして志願者全員に周知

している。アドミッション・ポリシーは次のとおりである。 

 人間環境学部 

  [心理学科] 

  心理学科では、人間と環境の関係に関する高度な知識を修得しつつ、創造性と主体

性を持ち、心理学の実社会で活かすことによって社会貢献する意欲を持つ者を求める。 

  [環境科学科] 

  環境科学科では、文系・理系を問わず、自然環境と、その保全に配慮した社会に関

心があり、環境保全に関する知識と技能を、持続可能な社会の実現に役立てる意欲を

持つ者を求める。 

看護学部及び松山看護学部 

 質の高い看護実践ができる自立した看護職者の育成を目指し、次にあげる知識、技

能や能力、目的意識、意欲を備えた人を求める。 

１．人に対して興味関心と思いやりがある 

２．人と関わるためのコミュニケーション能力の基礎的内容（聴く・話す・読む・書

く）を身につけている 

３．多面的な視点から思考し、判断に基づいて自己の考えを表現できる 

４．人々の健康を支援する看護に熱意を持ち、継続して主体的に学習に取り組むこと

ができる 

５．社会貢献への意欲がある 

６．高等学校の教育課程を幅広く修得し、国語、英語、理科（生物または化学）、数

学の基礎的能力を身につけている 

〈このような学生を選抜するために、多様な入試方法において、入試方式に応じた 

選抜方法と調査書により総合的に判断する。〉（看護学部） 

〈上記 6 つの要件を満たすために、規則正しく健康的な生活習慣を身につけ、正課外

もしくは学外のボランティア活動や地域諸活動への積極的な関心と社会貢献への意

欲を持つものを求める。〉（松山看護学部） 

[大学院人間環境学研究科] 

人間環境学研究科では、人間環境に関する専門的な知識と技能を修得しつつ、総合
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的かつ創造的に学問を探求することができ、研究諸課題の発見とその解決に向けて主

体的に取り組むことのできる人を求める。 

［大学院看護学研究科］ 

看護学研究科では、教育目的を理解して、本研究科への入学を希望する次のような学

生を求めている。 

＜博士前期課程＞ 

1．幅広い視野で看護実践上の課題を明確にして、問題解決に必要な方法を開発した

いと考えていること 

2．看護学に高い関心と興味を持ち、看護実践の質向上に必要な研究的素地と看護実

践力を有していること 

3．学際的な視点を持ち、看護学の体系化に主体的に寄与できる情熱を有しているこ

と 

4．看護実践及び教育実践を通して、地域社会に貢献する意志があること 

＜博士後期課程＞  

1．看護現場や看護教育現場の改善・改革のために研究に取り組む意欲と行動力があ

る 

2．看護の発展に向けて学際的・国際的な視点を持って研究に取り組める研究能力が

ある 

3．看護学を実践科学として発展させるために自立した研究者として継続的に自己啓

発を図り、社会貢献への意志と使命感がある 

4．看護現場と看護教育現場の実情を十分に理解し、高度なリーダーシップ、教育的

機能を果たす社会貢献の意志と使命感がある 

 

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 

入学者の受入れについては、アドミッション・ポリシーに沿った学生の確保を行う

ために、多様な入試区分を設けている。一例として人間環境学部心理学科、環境科学

科の「AO 入試」と「専門高校、総合学科推薦入試」では、それぞれ試験科目の「テ

ーマ作文」、「小論文」で各学科の特色を反映した出題を行い、本学のアドミッション・

ポリシーを十分に理解した学生の受入れを行っている。 

 そして入試業務では、学則ならびに「入学者選抜規程」、「個別の入学資格審査に関

する規程」に従い、入試広報企画委員会、入試委員会と入試・広報部が中心となり厳

正な実施のための取り組みを行っている。さらに、平成 29（2017）年度より入試広

報企画委員会にアドミッションオフィスを置き、入学者選抜における多角的・総合的

評価を行っている。 

入試問題については、アドミッションオフィスにより、科目ごとに担当者秘匿のも

と本学教員の中から試験問題作成者および採点者委員を選考し、学長が委嘱している。

問題作成委員は、問題内容と解答のチェックを行い、ミス防止に努めている。入試実

施中は、各科目の問題作成者が本部に待機し、採点業務においては、複数でチェック

を行い、公正に正確に実施できる体制を整えている。採点時や判定時には、受験者の

個人情報を伏せ受験番号で管理している。 
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入試実施にあたっては、実施本部を設け、入試日程により教職員の役割を定め、入

試実施要領に基づいて入試実施説明会を事前に開催して周知徹底し、厳正にかつ遺漏

のないように行っている。地方会場で実施する場合は、担当責任者を定め、各試験場

との連絡を密にしながら公正で円滑な実施に努めている。 

入学者の選抜は、合否判定資料に基づいて、合否判定案作成会議を経て教授会構成

員により合否判定を審議し、最終的に学長が決定している。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

過去 5 年間の人間環境学部（平成 29（2017）年度からは人間環境学科が心理学科

と環境科学科へと再編）の入学定員に対する入学者の比率は 0.97（平成 28 年度(2016)

年度 0.52、平成 29(2017)年度 0.79、平成 30(2018)年度 0.93、令和元(2019)年度 1.48、

令和 2（2020）年度 1.13）であり、平成 29(2017)年度に人間環境学科が心理学科と

環境科学科へと再編されて以降は、大幅に改善している。一方、過去 5 年間の看護学

部看護学科の入学定員に対する入学者の比率は 1.12（平成 28(2016)年度 1.16、平成

29（2017）年度 1.16、平成 30（2018）年度 1.11、平成 31 年（2019）年度 1.04、令

和 2 年（2020）1.12、令和 3 年（2021）年度 1.16）であり、入学定員を充足してい

る。松山看護学部の入学定員に対する入学者の比率は平成 29（2017）年度 0.73、平

成 30（2018）年度は 0.80、平成 31（2019）年度は 0.90 であり入学定員を充足して

いなかったが、令和 2(2020)年度は 1.08 となり、入学定員を充足している。 

大学院人間環境学研究科の入学定員に対する入学者の比率は、平成 28(2016)年度

が 1.00、平成 29(2017)年度が 0.75、平成 30(2018)年度が 0.75、令和元(2019)年度

が 0.75、令和 2（2020）年度が 0.25 であり、ここ数年定員を満たせない状態が続い

ている。大学院看護学研究科前期課程の入学定員に対する入学者の比率は、平成

27(2015)年度 0.45、平成 28(2016)年度 0.25、平成 29(2017)年度 0.40、平成 30（2018）

年度 0.25、平成 31（2019）年度 0.15、令和 2（2020）年度 0.35、令和 3 年（2021）

年度 0.35 であり入学定員を下回っているが、大学院看護学研究科後期課程において

は、平成 27(2015)年度 1.88、平成 28 年度(2016)年度 0.88、平成 29(2017)年度 1.13、

平成 30（2018）年度 0.75、平成 31（2019）年度 0.25、令和 2 年度 0.13、令和 3（2021）

年度は 0.50 であった。 

収容定員に対する在籍学生数比率は、人間環境学部では、平成 28(2016)年度は 0.52、

平成 29(2017)年度は上記のように学科再編により入学者が改善したこともあり 0.58

に上昇し、平成 30(2018)年度は 0.66、令和元(2019)年度は 0.91、令和 2（2020）年

度は 1.05 とさらに上昇した。また、大学院人間環境学研究科では同比率が、平成

28(2016)年度は 1.00、平成 29(2017)年度は 0.81、平成 30(2018)年度は 0.75、令和

元(2019)年度は 0.68、令和 2（2020）年度は 0.5 であった。なお平成 27(2015)年入

試から看護学部受験生に対し人間環境学部への併願を行いやすくするなど、多くの学

生を受入れるべく努力を行ってきた。 

看護学部看護学科では、平成 30（2018）年度が完成年度となり、令和 3 年度の収

容定員に対する在籍学生数比率は 1.08 となった。 

松山看護学部は、令和 2(2020)年度に完成年度を迎え、入学者数が収容定員を初め
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て上回った。令和 3(2021)年度も同様に収容定員を上回り、収容定員に対する在籍者

数比率は、1.11 となり、上昇を見せている。 

大学院看護学研究科博士前期課程の収容定員に対する在籍学生数比率は 0.33、大

学院看護学研究科博士後期課程の収容定員に対する在籍学生数比率は 0.96 である。

大学院看護学研究科博士前期課程の収容定員は満たしていないが、大学院看護学研究

科博士後期課程の収容定員は、概ね満たしている。 

 一方、人間環境学部の過去 4 年間の退学者数は合計 122 名となっている。過去 4 年

の退学者の推移を見ると、平成 29(2017)年度が 37 名、平成 30(2018)年度が 22 名、

令和元(2019)年度が 33 名、令和 2（2020）年度が 30 名となっている。 

 看護学部の過去 3 年間の退学者数は合計 18 名となっている。退学者は、過去 3 年

の退学者の推移を見ると、平成 30 年度は 7 名、平成 31 年度は 6 名、令和 2 年度は 5

名となっている。人間環境学部への転部を行ったのは、平成 28 年度は 3 名、平成 29

年度は 3 名、平成 30 年度及び平成 31 年度は 0 名、令和 2 年度は 5 名であった。 

松山看護学部の過去 3 年間の退学者数は 21 名となっている。過去 3 年間の推移を

見ると、平成 30（2018）年度は 2 名、平成 31（2019）年度は 8 名、令和 2 年度は 11

名であった。 

 

（3）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

1）人間環境学部のカリキュラムの改編 

 平成 27（2015）年 4 月より学長室に大学改革委員会が組織された。そこで人間環境

学部人間環境学科の現在のコース制を見直し、社会などの変化、学生の志向の変化な

どに応じた新たなカリキュラムとして、学科改組に向けた検討を行った。その結果、

比較的入学者数を確保してきた心理コース、及び環境コースを中心としたカリキュラ

ム改編とし、人間環境学科を心理学科、及び環境科学科の二学科体制に変更し、学び

の内容を明確化した。さらに令和 4（2022）年 4 月に「心理学部」「環境科学部」を設

置する。 

2）新学部の開設による人間環境学部への効果の期待 

  平成 27（2015）年度に看護学部ならびに大学院看護学研究科を開設し、学部におい

ては 105 名（定員 95 名）の新入生を確保することができた。これを契機として、人間

環境学部と看護学部との協働の機会を多く設け、大学全体のイメージアップを促進す

ることで人間環境学部の認知度の向上をも図っていく。また同じ「人をみる」分野と

して、看護学部に比較的近接している人間環境学部心理学科についての情報を、本学

看護学部受験者層に対し資料請求等の機会において浸透させるとともに、人間環境学

部との併願をより行いやすくするよう入試の仕組みづくりを行っていく。平成 27 年度

入試（平成 26 年度に実施）から併願が導入されたが、併願で受験し実際に入学した学

生の数は平成 27 年度入試（平成 26 年度に実施）では看護学部から人間環境学部が 7

名、平成 28 年度入試（平成 27 年度に実施）では看護学部から人間環境学部が 6 名、

平成 29 年度入試（平成 28 年度に実施）では看護学部から人間環境学部が 14 名、看護

学部から松山看護学部が 5 名、平成 30 年度入試（平成 29 年度に実施）では看護学部

から人間環境学部が 11 名、看護学部から松山看護学部が 13 名、令和元年度入試（平
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成 30 年度の実施）では看護学部から人間環境学部が 6 名、看護学部から松山看護学部

が 5 名、であった。令和 2 年度入試（令和元年度の実施）では看護学部から人間環境

学部が 1 名、看護学部から松山看護学部が 12 名、人間環境学部から松山看護学部が 4

名、であった。令和 3 年度入試（令和 2 年度の実施）では看護学部から人間環境学部

が 13 名、人間環境学部環境科学科から人間環境学部心理学科が 2 名、看護学部から松

山看護学部が 8 名であった。また、3 学部間の転部・転科についての教学の体制や規

程を整備した結果、平成 27 年度に人間環境学部から看護学部へ 1 名の転部が、平成

28 年度に看護学部から人間環境学部への転部が 3 名、人間環境学部人間環境学科から

人間環境学部環境科学科への転科が１名あった。平成 29 年度は看護学部から人間環境

学部への転部が 3 名、平成 30 年度は人間環境学部から松山看護学部に 1 名あった。令

和元（2019）年度は、転部希望者がいなかった。令和 2 年度は看護学部から人間環境

学部への転部が 1 名あった。 

大学院看護学部研究科に関しては、博士前期課程で、収容定員を下回る在籍学生数

が続いている。博士後期課程は、初年度のみ定員を上回ったが、以後は、入学者はほ

ぼ定数となっている。そのため、大学院博士前期課程を中心に、不足に対して早期に

研究科が対象となる学内での入試説明会、個別相談会開催または参加、パンフレット

等の制作、効果的な広告掲載等を実施している。それ以外の希望者には個別の対応を

受け付けている。 

3）助産学の設置による看護学部・大学院看護学研究科への効果の期待 

文部科学省の設置認可（令和 2 年 1 月 31 日付）を受けて、令和 2 年度より大学院看護学

研究科博士前期課程に助産学実践コース（助産師養成課程）を開設した。大学院で助産

師を養成することにより、博士前期課程の学生の確保が見込まれる。また、看護学部の

学生募集においても、助産師希望の学生には効果があると思われる。 

4）新カリキュラム改正導入 

 松山看護学部として、2019 年の保健師助産師看護師学校養成所指定規則一部改正によ

り、2022 年度より適用される新カリキュラムに取組んでいる。これは、現在の社会情勢

を踏襲し学生教育を改善するものであり、より質の高い看護教育を目指して進めている。 

 

2－2 学修支援 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実 

（1）2－2 の自己判定 

基準項目 2－2 を満たしている。 

 

（2）2－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

【人間環境学部】 

 本学部における教職員協働による学生への学修及び授業支援に関する方針・計画・

実施体制については、以下の 1）から 8）に述べるとおり、必要な措置がすべて講じ

られ、適切に整備、運営されている。 
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1）教学委員会 

 本学の学修及び授業に関する事項は、教員と職員で構成している教学委員会で主に

立案し、協働して運営している。教学委員会は、教学委員長のほかに、学科長、教養・

国際教育センターのセンター長及び教務課長から構成され、学年暦、カリキュラム編

成、シラバス作成をはじめ、オリエンテーション、履修指導、期末試験実施計画等を

行っている。また、会議の議題提案などは教学委員長と教務課長が協同で行っている。 

2）メンター制度 

 1・2 年次生全員に学修支援及び生活指導を目的にメンターを割り当てている。1 年

次生のメンターは基礎ゼミナール担当教員が兼ね、毎週、基礎ゼミナールを通じて学

生を観察しつつ、随時学生の学修・生活の相談、指導を行っている。2 年次生は配属

されている学科教員がメンターを分担し、3・4 年次生は演習担当教員が兼ねて、学生

の学修指導を行っている。教務課は学生からの相談などがあった場合に対応し、必要

に応じてメンターに取り次ぐ。 

3）オリエンテーション 

 毎年、前期始めに、学年別のオリエンテーションを行っている。「履修の手引き」「コ

マシラバス」を使って学年暦やカリキュラム、履修登録方法等の説明を行い、科目担

当者からの履修上の諸注意事項、教務課長、学生支援課長等からの各種手続き等の説

明を行って、円滑に学修活動ができるよう支援している。会場の整備、資料配布等は

教務課職員が行っている。 

4）履修指導 

 毎年、前期の履修登録期間及び後期の成績票交付の時に、1 年次生はメンター(基礎

ゼミナール担当教員)、2 年次生はメンター教員、3・4 年次生は演習担当教員が学生

一人一人と面談しながら履修指導を行っている。前期成績票は上記担当教員から直接

学生に交付している。教務課が履修相談の窓口となる場合も多く、相談内容によって

は学生に「カリキュラム相談シート」に記載させ、教学委員長に上申する。 

5）新入生ウェルカムキャンプ 

 毎年、新入生を対象に、入学式直後、大学の学修システムや学科説明、教員紹介、

履修相談及び新入生の交流・親睦、帰属意識の醸成を図る目的で 1 泊 2 日のウェルカ

ムキャンプを行っている。全教員が参加し、会場・バス等は職員が手配している。 

6）入学前学修支援 

 AO や公募制等の年内入試で合格した学生を対象に、語彙・読解・作文などの国語力

を高めるため、1 月～3 月までに 3 回の通信教育を行っている。生徒の答案はすべて

添削し、励ましの言葉を添えるなどきめ細かい指導を行っている。添削作業は専任教

員が行い、問題・解答の通信管理は入試・広報課職員が担当している。 

7）図書館ガイダンス 

 新入生全員に対して1時間程度のガイダンスが基礎ゼミナールを単位として実施さ

れている。内容は、図書館の施設や設備の案内、各種サービス、検索指導などである。

また、上級学生に対してはレポートや卒業論文執筆を目的とした図書館活用のための

ガイダンスが行われている。 

8）オフィスアワーの実施 
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 各教員のオフィスアワーは「履修の手引き」で公表するとともに，各研究室入口に

掲示し、学生が利用しやすいようにされている。教務課では毎年度のオフィスアワー

の時間帯を教員へ問い合わせ、学生に周知している。 

9）退学、停学、留年等の実態 

 退学、停学、留年等の実態の把握について，学科でポータルサイトによる出欠管理

を行い、出席不良者に対し担当教員を中心に組織的に対応している。また、教学委員

会、学生委員会、教務課、学生支援課がサポートしている。退学や休学に関しては演

習担当教員やメンターが面談を行い、その原因や理由を記した所見を記載している。

さらに、学長と学部長名による「人間環境学部における休退学防止に向けての方策」

が平成 28（2016）年度第 12 回教授会で示された。 

10）成績不良者の個別指導 

 本学部は各年次終了時の修得単位数、GPA によって成績不良を判定している。成績

不良者の割り出しは教務課で行い、その認定は教学委員会で行っている。成績不良の

年次別基準は次のとおりである。      

1 年次 20 単位未満又は GPA2.2 未満 

2 年次 40 単位未満又は GPA2.2 未満 

3 年次 80 単位未満又は GPA2.2 未満 

4 年次 126 単位未満（卒業不可） 

 成績不良者には、保護者へ通知するとともに、本人を呼び出し、メンターによる個

別指導を行っている。 

11）学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組み 

 授業アンケート（学期途中）、シラバスアンケート（学期終了時）を実施し、各

学科会議で分析し、それをもとに学部会議で協議している。アンケート結果はまとめ

て本学 HP で公表している。また，学生からの意見について、各担当教員からのコメ

ントを記載し、これについても本学 HP で公表している。また、令和元年より、年 4

回のアンケートの後の学部会議において、アンケート評価学生委員（各学科 1 名）に

意見を求めている。 

【看護学部】 

 本学部における教職員協働による学生への学修及び授業支援に関する方針・計画・

実施体制については、以下の1）から13）に述べるとおり、必要な措置がすべて講じ

られ、適切に整備、運営されているといえる。 

1）教学・臨地実習委員会 

 本学部の学修及び授業に関する事項は、教員と職員で構成している教学・臨地実習

委員会で主に立案し、協働して運営している。教学・臨地実習委員会は、教学・臨地

実習委員長のほかに、各専門看護分野の代表者及び教務課職員で構成され、学年暦、

カリキュラム編成、コマシラバス作成に係るとりまとめをはじめ、オリエンテーショ

ン、履修指導、定期試験実施計画等を行っている。また、会議の議題提案などは教学・

臨地実習委員長が行っている。 

2）オリエンテーション 

 毎年、各学期当初に、教学・臨地実習委員会が中心となって学年別のオリエンテー
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ションを行っている。教学・臨地実習委員会から「履修の手引き」を使って学年暦や

カリキュラム、履修登録方法等の説明を行い、各委員会から学生生活の支援に関する

情報提供を行っている。また、教務課職員より各種手続き等の説明を行って、円滑に

学修活動ができるよう支援している。さらに、保健師・養護教諭コース及び選択強化

プログラムについての紹介と、必修科目や卒業所要単位などの説明を行っている。会

場の整備、資料配布、出欠者の確認等は教学・臨地実習委員会と教務課職員が行って

いる。 

3）アドバイザー教員制度、履修指導 

 学生全員に学修支援及び生活指導を目的にアドバイザーを割り当てている。平成27

年度には2～3人の教員が原則として学年の学生8～9名を受け持ち、相談に応じていた

が、動きにくい、責任が分散するとの意見を受けて、平成28年より教員1名に対し原

則として各学年の学生3名を受け持つ体制に変更した。各学年には学年代表アドバイ

ザーを設け、各アドバイザーのサポート体制をとることにした。一部の1年次生アド

バイザーは基礎ゼミナール担当教員が兼ね、毎週、基礎ゼミナールを通じて、随時学

生の学修・生活の相談、指導を行っている。さらにアドバイザー教員が各学期当初に

学生一人一人と面談しながら履修指導、学修支援及び学生生活全般に関する相談に対

応している。教務課及び学生支援課は学生からの相談等があった場合に対応し、必要

に応じて担当アドバイザーに取り次いでいる。 

 学習指導においては、科目担当者と教学・臨地実習委員会とアドバイザー教員が学

生の出席状況や学習状況の情報共有を行い、連携して学習指導を行っている。具体的

には、15回の講義の場合、3回欠席した時点で科目担当者が、教学・臨地実習委員会

およびアドバイザー教員に報告するようになっており、その情報をアドバイザー教員

と共有し、アドバイザー教員が学生へ適宜指導を行う態勢を整えている。令和元年12

月から「アドバイザー学生カルテ」を導入し、学生生活の継続的な支援を充実させて

いる。 

4）セルフトレーニング 

 看護技術の向上を図るため、セルフトレーニングができるように実習室を常時開放

し、定期的に教員が技術指導に当たっている。 

5）国家試験対策委員会  

 国家試験対策委員会とアドバイザーの協力体制による国家試験合格に向けた学習

支援を行っている。2 年生に対しては 9 月、2 月に科目別実力テストを実施し、さら

に、3 年生に対しては、3 月に模擬試験として下級生用専門基礎力確認テストを実施

している。復習課題で自己学習を勧め、さらに成績不振者については面談及び解説セ

ミナーを実施している。学生は随時委員やアドバイザーに相談することができる体制

が整っている。 

 さらに、1期生が国家試験を受験した平成30年度は、全教員で国家試験検討会を実

施し、国家試験出題基準の分析や本学の国家試験対策の検討を行い、教員が領域ごと

に計2～15回程度の強化講義を実施し、さらに1年間に9回の模擬試験を行った。それ

らの結果について分析を行い、成績ごとの国家試験学習対策を実施した。特に成績不

振者に対しては外部講師による講座を開講し、自己学習を行う環境整備として、非常
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勤講師が常駐する学習室の確保を行った。その結果、1期生94名全員が看護師国家試

験を合格した（100％）。また、保健師国家試験合格者は83％（18名中15名）となった。

2期生は、96名が看護師国家試験に合格、保健師国家試験は95％（新卒者18名中18名、

既卒者3名中2名）となった。3期生は98名、既卒者2名が看護師国家試験を受験、3期

生98名、既卒者2名が合格（100％）、保健師国家試験は3期生10名が受験、10名が合格

（100％）した。 

6）地域貢献室 

 平成27年に本学は大府キャンパスがある大府市と包括協定を結び、「市民の健康保

持、地域社会の発展、市民生活の向上に寄与するための連携・協力する」ことになっ

ている。地域貢献室では、専任スタッフが常駐し、地域の関連機関と協力して、住民

の健康保持、地域社会の発展に寄与する事業を行っている。学生の地域社会への参画

を促すために、大府市民との交流活動の紹介等を行っている。また、地域でのボラン

ティア活動の支援を行っている。 

7）図書館ガイダンス 

 新入生全員に対して基礎ゼミナールのうち2コマを使用してのガイダンスが実施さ

れている。内容は、図書館の施設や設備の案内、各種サービス、検索指導などである。

また、学部生・大学院生に対して、5種類のデータベース講習会が年間計8回行われて

いる。 

8）オフィスアワーの実施 

 各教員のオフィスアワーは「履修の手引き」で公表するとともに、各研究室入口及

び学生掲示板に掲示し、学生が利用しやすいように工夫されている。学生支援課では

毎年度のオフィスアワーの時間帯を教員へ問い合わせ、学生に周知している。 

9）職員・TA等による学修及び授業等の支援体制 

 平成29年度からは、臨地実習が開始され、非常勤職員を雇用して学生の臨地実習時

の学修支援を行っている。また、平成28（2016）年度からは、「生活援助方法演習」「診

療援助方法演習」において、非常勤補助教員を雇用し学習支援を行っている。 

10）退学、停学、留年等の実態 

 出席不振者に対しては科目担当教員・アドバイザー教員を中心に対応している。ま

た、教学・臨地実習委員会、学生支援課職員がサポートしている。退学や休学に関し

てはアドバイザー教員や必要に応じて学部長が面談を行い、その原因や理由を記した

所見を教授会で報告している。 

11）成績不振者の個別指導 

 本学部は各年次終了時のGPAと不合格科目によって成績不振を判定している。成績

不振者の割り出しは教務課職員で行い、その認定は教学・臨地実習委員会で行ってい

る。成績不振者の基準は「GPA2.0未満または不合格科目があるもの」としている。 

 成績不振者には、保護者へ通知するとともに、アドバイザー教員による個別指導を

行っている。また教学・臨地実習委員会で履修支援ワーキンググループを設置し、成

績不振者への学修支援を行っている。 

12）入学前学修支援 

 平成30年度より、公募制推薦入試等の年内入試で合格した学生を対象に、看護を学
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ぶために必要な基本的知識を高めるため、12月～3月までに業者による看護・医療系

総合テキストを用いて添削教育を行っている。また、その評価のために、入学時に確

認テストを学生全員に行い、テスト結果に基づきアドバイザー教員が学習支援を行っ

ている。 

 次に、学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組みについて

は、13）に述べるとおり、適切に整備されており、その結果は学修及び授業支援の体

制改善に反映されている。 

13）学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組み 

 授業アンケート（学期途中）、シラバスアンケート（学期終了時）を実施している。

また、その結果と学生からの意見について、各担当教員からのコメントを本学HPで公

表している。 

【松山看護学部】 

松山看護学部における教職員協働による学生への学修及び授業支援に関する方針・計

画・実施体制については、以下の1）から9）に述べるとおり、必要な措置がすべて講じ

られ、適切に整備、運営されているといえる。 

1） 教学委員会 

松山看護学部の学修及び授業に関する事項は、教員と職員で構成している教学委員会

で主に立案し、協働して運営している。教学委員会は、教学委員長のほかに、各専門領

域の代表者及び教務担当職員で構成され、学年暦、カリキュラム編成、シラバス作成を

はじめ、オリエンテーション、履修指導、初年次教育、PROGテスト、試験実施計画等を

行っている。また、会議の議題提案などは教学委員長と学務課教務係職員が協同で行っ

ている。 

2） オリエンテーション 

毎年、各学期当初に、教学委員会が中心となって学年別のオリエンテーションを企画・

実施している。教学委員会から「カリキュラム・履修の手引き」「シラバス」を使って学

年暦やカリキュラム、履修登録方法等の説明を行い、学生委員会から学生生活の支援に

関する情報提供を行っている。また、教務課職員より各種手続き等の説明を行い、円滑

に学修活動ができるよう支援している。保健師コース・選択強化プログラムについての

紹介と、必須科目や卒業時に必要な単位数などの説明を行っている。また、新入生に対

しては、図書館の施設や設備の案内、各種サービス等について説明している。教務課職

員より各種手続き等の説明を行い、円滑に学修活動ができるよう支援している。 

3） メンター制度、履修指導 

 松山看護学部に入学した学生が、人間環境大学の諸規程を遵守して、本学部での学び

と生活に適応できるよう、学生が遭遇する多様な問題に適切な助言と指導を行うことを

目的にメンター教員を配置している。メンター教員は、主と副の教員がペアになり、新

入生15～20名を1年次と2年次の2年間担当している。3年次以降は、研究ゼミ生1～5名を

各教員がメンターとして担当している。メンター教員は、学生の履修方法に関する相談

に応じ、かつ必要に応じて個々の学生と面談を行っている。成績表やポートフォリオを

活用しながら、新学期開始時、前期試験終了時、後期試験終了時には担当する全ての学

生と個別面談を実施している。学生に生じた問題解決が必要な場合は、学部長及び学科
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長はじめ各種委員会委員長と問題を共有し連携して速やかに対処している。 

学修指導においては、科目担当者・教学委員会・メンター教員が学生の出席状況や学

修状況の情報共有を行い、連携して学修指導を行っている。具体的には、15回の講義の

場合、3回欠席した時点でメンター、教学委員会に報告し、メンター教員が学生へ適宜指

導を行っている。 

4） 看護技術の修得支援 

看護技術の向上を図るためのトレーニングができるように、適宜実習室を開放し、計

画的に教員が技術指導を行い、看護実践能力の修得支援を行っている。 

5） 国家試験対策委員会 

国家試験対策委員会とメンター・ゼミ教員の協力体制による国家試験合格に向けた学

習支援を行っている。１年次から国家試験を視野に入れた学習支援を行っている。１年

生には、「人体の構造と機能」の模擬試験を、２、３年生には、「人体の構造と機能」と

「疾病の成り立ちと回復の促進」「基礎看護学」の模擬試験を実施し、学習の到達度を確

認している。長期休暇中の学習支援として、夏休みには必修レベルの問題を課題として

提示し、春休みには模擬試験の復習を課題とすることによって、長期休暇中に学生が主

体的に学習できるような機会を設けている。長期休暇終了後には、これら課題の確認テ

ストを実施し、学習成果をチェックしている。また、２年次後期には、外部講師による

看護師国家試験対策ガイダンスを行い、国家試験に向けて早期からどのような準備を行

えばよいか、日々の学習方法についてガイダンスを開催している。３年次前期には、看

護師国家試験過去問題集を配布付するとともに、コロナ禍での学生の国家試験対策とし

てオンデマンド配信による過去問を活用した国試対策についてのガイダンスを開催した。

さらに、保健師コースを選択している学生を対象に、２年次の春休みから３年次後期に

かけて、保健師国家試験出題基準に基づく特別講義を実施している。定期試験や実習前

など定期的に書籍の訪問販売を行い、学生が書籍に興味を持つことができている。1期生

（4年生）については、第110回看護師国家試験受験にむけてグランドデザインを決定し、

国家試験対策委員を中心に、毎月1回の業者模擬試験を実施し（合計10回）、学習成績の

経時的変化の確認や成績不振学生の選定、学生の学習レベルに応じたグループ分けによ

るお盆強化講義を実施し、必修科目の強化を行った。さらに、領域別の教員による国試

対策特別講義の実施（1領域1～4コマ）、ゼミ教員は模試後の復習についての管理ととも

に、精神的支援のための面談を実施した。とくに、解剖生理学の基礎学力の定着および

模擬試験の弱点強化のために、外部講師による特別講義を追加実施した（5月～令和3年2

月）。また、10月以降からは、成績不振学生（必修80％未満、一般状況設定問題65％未満）

を対象とした有料制特別講義（10月～令和3年1月までの80コマ）に並行する形で、学内

での自己学習支援（平日10～16時）の見守り支援を行ってきた。本学部では、家庭学習

の見守りの重要性を踏まえ、保護者を含めた三者面談を実施し、保護者・教職員が全力

で学生を支援する体制を整えた。その結果、1期生50名中50名が、第110回看護師国家試

験を合格した（合格率100％）。また、第107回保健師国家試験合格者は13名中13名（合格

率100％）となった。 

図書館利用ガイダンス 

新入生全員に対して基礎ゼミナールのうち1コマを使用して、各種サービス、データベ
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ース検索指導等を実施している。 

6） オフィスアワーの実施 

専任教員のオフィスアワーは、シラバスに明記するとともに学生掲示板に掲示し学生

が利用しやすいように工夫している。非常勤講師のオフィスアワーは、講義前後に学生

からの質問に対応できるよう配慮している。学生支援課では毎年度のオフィスアワーの

時間帯を教員へ問い合わせ、学生に周知している。 

7） 退学、停学、留年等の実態 

 遅刻・欠席に関する情報は、学生本人からの電話連絡を受けるシステムとなっており、

全教職員で共有している。出欠管理については、毎月の教学委員会で情報共有し、必要

に応じてメンター教員が指導を行っている。 

 休学については、メンター教員が学生・保護者との面談を行い、その理由を記した所

見を教学委員会と教授会で報告し情報共有をしている。 

8） 成績不振者の個別指導 

各学期終了時のGPAと不合格科目によって成績不振者を判定している。各学期終了時は

GPA（2.0）以下の者とした。また、必修科目のうち、１科目以上不合格の者および各学

期のGPAが1.0未満となった学生は、メンター教員による注意と指導を行うこととしてい

る。 

次に、学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組みについては、

10）に述べるとおり、適切に整備されており、その結果は学修及び授業支援の体制改善

に反映されている。 

10）学生への学修及び授業支援に対する学生の意見等を汲上げる仕組み 

 すべての授業科目で授業評価アンケート（授業終了時）を実施した。アンケート項目

内容を検討し、教員への授業評価だけでなく学生自身の授業姿勢を問う内容も加味した。

集計結果と学生からの意見は、各担当教員に返却し、授業改善に役立てている。学生か

らの授業改善への意見や希望、質問に対しては、科目担当教員（非常勤講師も含む）か

ら記述返却されたコメントすべてを松山看護学部の学生、科目担当教員がポータルサイ

トにて閲覧できるようにした。また、後学期からは授業評価アンケートをWebによる回答

方法に変更したため、当日の結果集計ができるようになり、各科目担当者への報告も迅

速に行え、授業改善への対応が早急にできるようになった。 

 

 

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実 

 【人間環境学部】 

環境科学科では実験助手，心理学科では実習助手を雇用し、学修および授業等の支

援を行っている。さらに、TA については、平成 27（2015）年度から活用しているが、

平成 28（2016）年度には，「心理統計法Ⅰ」においては 2 名、令和元(2019)年度には

「心理学調査法（心理学研究Ⅰ）」で 1 名、令和 2(2020)年度には「心理学調査法（心

理学研究Ⅰ）」で 2 名を TA として活用している。また、「人間環境大学スチューデン

ト・アシスタント規程」が平成 27（2015）年 12 月 21 日から施行された。令和元(2019)

年度には「心理学データ解析」の 3 クラスで各 1 名、「心理学実験法（心理学研究Ⅱ）」
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の 3 クラスで各 1 名、「基礎化学実験Ⅰ」で 1 名、「基礎化学実験Ⅱ」で 1 名、「動物

学基礎実習」で 1 名、「水族館展示実習」で 2 名の学生が採用されている。令和 2(2020)

年度には「心理学データ解析」の 4 クラスで各 1 名、「心理学実験法（心理学研究Ⅱ）」

の 3 クラスで各 1 名、「潮間帯リサーチ入門」で 2 名、「地理情報処理法」で 1 名、「動

物学基礎実習」で 1 名、「基礎化学実験Ⅰ」で 1 名、「基礎化学実験Ⅱ」で 1 名、「環

境化学実験Ⅰ」で 1 名、「環境化学実験Ⅱ」で 1 名の学生が採用されている。 

【看護学部】 

9）職員・TA等による学修及び授業等の支援体制 

 平成29（2017）年度より臨地実習が開始されたため、非常勤の実習補助教員を雇用

し、臨地実習時の学修支援を行っている。さらに、また、平成28（2016）年度からは、

「生活援助方法演習」「診療援助方法演習」において、非常勤補助教員を雇用し学習

支援を行っている。 

【松山看護学部】 

 「生活援助方法演習」や「診療援助方法演習」等学内演習科目では助手・助教による学

修支援を行っている。さらにコロナ禍における領域看護学実習（精神看護学、小児看護

学、高齢者看護学）中止により、学内看護学実習では、実践力豊かな看護部長や看護師

を招聘し、学生教育の効果が上がる学習支援と学内実習の充実に努めた。を行っている。 

 

（3）2－2 の改善・向上方策（将来計画） 

【人間環境学部】 

 アンケートの充実や独自の情報収集による実態の正確な把握、組織的な問題の分析

と報告、改善計画の立案及び対策に関する検証を行う仕組みを確立し、PDCA サイクル

の実施を推進する。教員と職員の協働並びに TA(Teaching Assistant)等の活用による

学修支援及び授業支援のさらなる充実を図るために、以下の方策が挙げられる。 

1）職員・TA 等による学修及び授業等の支援体制の充実 

 これまで、職員として実験・実習助手を雇用し、学修及び授業支援に努めてきたが、

平成 27（2015）年度には、大学院生を TA として、平成 28（2016）年度には学部生を

SA として導入し、学修および授業支援を行っている。TA・SA 導入は新たな取り組み

であり、今後は TA・SA を導入する科目を増やし、授業支援を充実させていく。 

2) 2 年次メンター制の強化 

 1年次生のメンターは基礎ゼミナール、3・4年次生のメンターは演習を通じて毎週、

担当学生と顔を合わせる機会があるが、2 年次生のメンターは前期・後期始めの履修

指導時以外にそのような機会が少なく、担当学生の学修支援が手薄である。そこで、

2 年次生メンターと担当学生が毎週、顔を合わせられるようなシステムづくりを行う。

具体的には、2 年次配当の科目との関連を考えて、学生の割り振りについて学科会議

等での検討を行っていく。 

3）中途退学者の削減対策の強化 

 中途退学の理由として経済的事情の他に、成績不振者や出席不良者が退学に結びつ

く例が多い。そこで、月に一度開かれる学科会議で、成績不振者や出席不良者を洗い

出し、本人及び保護者と密に連絡を取っている。本人及び経済的困窮学生に対しては、
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奨学制度の拡充、2 年次メンター制の強化を行っている。また、常設の学修相談室の

設置の検討も行う。必修科目の単位が取得できない学生も存在するため、科目指導方

法の研修も FD 活動の中で展開する。中途退学の防止としては，メンタルヘルスの強

化も必要であり、各教員と学生相談室との連携強化も行う。 

【看護学部】 

 1）職員・TA 等による学修及び授業等の支援体制 

現在と同様に臨地実習での学生への支援体制として、実習補助教員の確保を目指

す。 

2）国家試験対策 

令和 3 年度には前年度の国家試験対策の総括を行い、さらに強化すべき学習支援

について進めていくこととする。同時に低学年から、成績低迷の原因となる解剖生

理学の学修支援も行っている。 

【松山看護学部】 

1)教員による学修支援 

専任教員の講義・演習には助手も授業に入り、学習支援を行っている。また「基礎看

護学実習Ⅰ」「基礎看護学実習Ⅱ」および各領域実習においては全教員で対応し、臨地実

習時の学修支援を行っている。非常勤講師がよりよい学修支援ができるように教学委員

会メンバーと学務課教務係職員が講義の前後に非常勤講師とのコミュニケーションを密

にとり調整を行っている。 

2)成績不振者への対応 

 今年度よりブリッジ教育として国語、数学、生物、化学を 1 年次に実施し、基礎学力

の向上を目的とした学習支援を行った。支援後の学生アンケートでは、参加して理解が

深まったことや効果があったという評価が高かった。次年度は各科目最終講義時に試験

を実施し、学習支援の効果を検討する。 

3)メンター制度の活用 

 定期試験終了後、GPA の低い学生を教学委員会で選出して担当のメンター教員に報告。

その後のフォローアップを依頼し、連携を図っている。 

 

2－3 キャリア支援 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

（1）2－3 の自己判定 

基準項目 2－3 を満たしている。 

 

（2）2－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-3-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備 

【人間環境学部】 

＜教育課程内における体制＞ 

 人間環境学部における教育課程内でのキャリアガイダンスとしては、以下のものが

あげられる。 

 まず、1 年次（心理学科・環境科学科）における学部共通科目として「キャリアデ
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ザイン」（前期必修）がある。また、環境科学科では 3 年次（平成 31（令和元（2019）

年度）以降、地域の官庁、農業事業体、農産物・特産品販売所、流通業等におけるイ

ンターンシップを行う「インターンシップ」科目が配置されている。心理学科では公

認心理師科目として「心理実習」において、病院やクリニック、福祉施設、学校など

の心理職の実際の現場の仕事を見学する授業科目が配置されている。さらにゼミ等で

専門性を活かしたキャリア形成に向けた教育がおこなわれている。これに加え、これ

まで教育課程外の行事であった就活トレーニング合宿が平成 28（2016）年度より 3

年次全学共通科目「キャリア形成演習」（選択）として単位化されている。以上のこ

とからカリキュラムにそって適正に運用されている。また、授業科目に組み入れられ

てはいないが、就職・進路相談室が主催するインターンシップへの参加も可能である。 

＜教育課程外における体制＞ 

 人間環境学部では、学生のキャリア形成について、学生委員会が企画・立案を行い、

学生部の就職・進路相談室が組織的な支援体制をとっている。 

 就職・進路相談室で実施しているキャリアガイダンスおよび就職関連行事は以下の

とおりである。 

1）1 年次には、「キャリアベーシック講座Ⅰ」、2 年次には「キャリアベーシック講座

Ⅱ」、3 年次には「キャリアベーシック講座Ⅲ」が用意され、1 年次から 3 年次それぞ

れにおいて「キャリアガイダンス」が用意されている。3 年次からは、就職希望者全

員を対象とした「就職ガイダンス（計 8 回）」、「就職集中講座」が行われている。さ

らに希望者には、「就職適性検査（計 3 回）」も行われている。 

2）就職に向けた個人相談を随時、ならびに時期を定め就職希望者全員に対し行って

いる。 

3）就職試験対策講座、マナー講座を実施し、就職に向けた動機づけを高めている。 

4）各種資格取得講座を開催し、ゼミでの指導と連携して、就職に向けた資格の取得

を支援している。 

5）就職面接本番を想定した模擬面接を実施している。 

6）学内での企業説明会を実施している。 

7）大学院進学希望者に向けて、学内選抜制度の説明等も含めた進学ガイダンス（2

年次・3 年次）を行っている。 

8）留学生については、留学生専用の進路説明会、就職ガイダンスを実施している。 

9）年 3 回「キャリア通信」を発行し、学生の親への情報提供をおこなっている。 

10）平成 22（2010）年 3 月に岡崎商工会議所との包括協定を締結し、これに基づき学

内企業説明会、インターンシップなど地元との関係を強化している。 

【看護学部】 

 看護学部では 1 年次の前期に必須の「医療キャリアの基礎」でキャリアガイダンスが

行われている。入学後より、就職、実習に向けての 1 年生（年 1 回）、2 年生（年 1 回）

向けのマナー講座を行っている。3 年生に対しては、年 4 回にわたり就職対策講座を実

施し、愛知県内の病院の関係者が学生に対しての病院説明会を実施している。また、キ

ャリアデザイン支援室長が将来の看護キャリアについての情報提供をはじめ、就職先や

インターンシップなどの情報提供や就職相談、職場紹介などの支援を行っている。 
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【松山看護学部】 

 就職支援として実施しているキャリアガイダンスおよび就職関連行事は以下のとおり

である。 

松山看護学部では 1 年次の前期に必修科目の「医療キャリアの基礎」でキャリアガイ

ダンスが行い、看護専門職者としてのキャリア形成に向けて、看護師、保健師、助産師

等について具体的にイメージを描くことにより、1 年次から自分自身の将来を見据えて

能力形成できるよう具体的な内容を展開している。 

1 年次には、基礎看護学実習に向けて専門職として必要とされている実習前マナー講

座を実施している。2 年次生については、2～3 月に・就活スタートアップ講座を実施し、

学生自身の具体的な就職施設を選択できるよう支援している。3 年次生に対しては、選

考対策講座を実施し、小論文・面接に関する支援を行っている。また、看護協会が主催

する看護職合同説明会を含めた様々な就職ガイダンスの情報提供を行うとともに、3 月

上旬に県内外の病院関係者との学生対象の病院合同説明会をオンラインで実施し、具体

的な就職先の選択のための支援を行った。 

就職支援室には、就職先のパンフレットやインターンシップなどの情報提供や就職相

談、職場紹介を行い、日常的に就職支援の機能を整えている。 

 

（3）2－3 の改善・向上方策（将来計画） 

【人間環境学部】 

就職については、希望者の 100％近くが就職できる状況にあり、就職支援・進学支援

に対しては、組織的な体制が構築されているといえる。しかし、就職ガイダンスなどへ

の学生の参加率が低下する傾向にあるため、入学当初から卒業後の進路を意識したサポ

ート体制を新たに築くことを含めて見直しをする時期に来ている。今後は、問題点を整

理、分析し、改善計画を立案し、対策についてより効果的に検証できる仕組みを確立す

る。 

【看護学部】 

 キャリアデザイン支援室長とアドバイザー教員が協働し、4 年生 4 月から個別面談、

履歴書添削、面接等の指導を行い内定報告や事後対応を行っている。平成 30 年度は卒

業生 94 名のうち 91 名が就職、3 名が進学した。平成 31 年度は、卒業生 98 名のうち

95 名が就職、3 名が進学した。令和 2 年度は卒業生 99 名のうち、看護師 90 名、保健

師 2 名、養護教諭１名、一般企業 1 名が就職、進学志望者 5 名全員が大学院・専攻科

にそれぞれ合格し卒業生全員が希望先に進んだ。 

また、平成 30 年度から、4 年生が「組織とリーダーシップ論」の中で、看護師のキャリ

ア開発について学んでいる。 

【松山看護学部】 

就職支援室には、就職先のパンフレットやインターンシップなどの情報提供や就職相

談、職場紹介を行い、日常的に就職支援の機能を整えている。 

3 年次生に関しては、就職ガイダンスやインターンシップへの参加が個々の学生により

偏りがあるため、夏季・冬季休暇の前などを利用して参加を促進するサポートを実施す

る。4 年次に対して今年度は、コロナ禍の状況であったが愛媛県内外の 19 施設の参加を
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得て、合同就職説明会をオンライン（ライブ・オンデマンド配信）で実施した。この評

価をもとに、社会情勢の動向をふまえ、学生への情報提供を計画していく。また、就職

活動ガイダンスを強化するとともに、就職施設の選択から就職試験受験のためにメンタ

ーと協働して履歴書添削など応募書類の指導、面接指導や小論文指導など個別性のある

支援を行う。 

 令和 2 年度には初の卒業生を送り出した。卒業生の就職先は 7 割が愛媛県内であり 3

割が県外であった。また、卒業生 50 名のうち 47 名が就職、3 名が進学（大学院 1 名、

助産師専門学校 1 名、助産師専攻科 1 名）した(就職・進学率 100％)。 

 

2－4 学生サービス 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

（1）2－4 の自己判定 

基準項目 2－4 を満たしている。 

 

（2）2－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-4-① 学生生活の安定のための支援 

1）学生サービス、厚生補導のための組織 

【人間環境学部】 

 教務を除く学生生活サービスについては、学生委員会が企画・立案し、就職に関し

ては就職委員会が企画・立案を担当し、学生部が実務を担当している。 

 学生部には、学生支援課、就職・進路相談室、学生相談室が設置されている。 

  学生支援課は、学生の厚生補導のうち、就職・進路に関わること、学生相談に関わ

ること、留学生に関わることを除く業務全般を担当している。学生相談に関わること

に対しては学生相談室が、臨床心理士資格を持つ相談員（非常勤）および大学教員に

よって学生の相談に対応している。 

各部門の運営については毎月定期的に開催される学生委員会および就職委員会で

適切に検証されている。 

【看護学部】 

事務室内の学生支援課が学生の厚生補導の業務全般を担当している。 

教務を除く学生生活サービスについては、学生委員会が企画・立案し、学生支援課

とも協働しながら実務を担当している。 

【松山看護学部】 

教務を除く学生生活サービスは、学生委員会が企画・立案し、学務課学生支援係と

協働しながら担当し、毎月定期的に開催される学生委員会で適切に検証されている。 

2）学生に対する経済的な支援 

奨学金制度については、日本学生機構奨学金をはじめ、地方自治体奨学金、民間

団体奨学金等の利用がある。本学独自の全学規程に基づく経済的支援としては、ま

ず特別奨学生選抜制度があり、これは入試成績が優秀で、他の学生の模範と学長が

認める者に対し適用され、授業料の全額あるいは半額について、入学後最長 4 年間

にわたり減免措置が受けられるものである。そして前年度の学業成績が優秀な学生
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に対し授業料の 1/2 までを免除する人間環境大学奨学生制度があり、さらに一定の

学業基準を満たしているにもかかわらず経済上の理由により修学が困難な者に対し

ては、人間環境大学経済支援給付奨学金による支援がなされている。またこれらと

は別に、本学では希望者に対してジャックスやオリコによる学校提携教育ローンの

紹介を行っている。 

【人間環境学部】 

上記の全学的な支援のほか、人間環境学部では提携校数校との信頼関係に基づく学

費減免を伴う推薦入試制度を設けている。他にも環境科学科特別推薦減免制度や沖縄

県特別奨学生制度、外国人留学生奨学生制度により多様な学生を受け入れ、学費減免

や住宅費補助等の支援を行っている。 

【看護学部】 

上記の全学的な支援のほか、看護学部では病院等が募集する奨学金制度に関する情

報をキャリアデザイン支援・資料室で公開し、希望者に仲介サービスを提供している。 

【松山看護学部】 

 上記の全学的な支援のほか、松山看護学部では病院等が募集する奨学金制度に関す

る情報も就職支援室や掲示で提供している。 

3）クラブ・サークル活動に対する支援 

【人間環境学部】 

 本学では、十分な課外活動が行われているとはいいがたい面がある。学生の課外活

動にかかわる事項については学生部で予算案を作成し、学生支援課がその執行にあた

っている。平成 19 (2007)年度からは学生会が休止状態となり、課外活動は学生後援

会の事業へと移管した。課外活動の補助金等は学生後援会の管理の下、学生委員会で

運営し、実務は学生支援課が担当している。 

 令和 2（2020）年度のクラブ・サークル活動の状況としては、部活動として正式に

認められている公認団体は 20 あり（うち強化指定団体として 1 団体（空手道部））、

準公認団体が 6 ある。他に、任意団体として大学に届けた上で活動し、来年度準公認

団体への昇格を目指している団体がある。 

  学生の課外活動にかかる経費はクラブ・サークル活動の一環として認められるもの

について、学生後援会から補助金として支出している。 

 停滞しがちな課外活動に対しては、岡崎キャンパスでは従来の学生後援会からの活

動費補助だけではなく、サークルからクラブへの移行期間の短縮や、課外活動活性化

プログラム（KKP）活動として、全学生に対しての課外活動団体からのアプローチを

強化し、加入者を増やす努力を新たに始めた。また、課外活動に対する適切な資金補

助を考慮し、平成 27（2015）年度から、補助金を一律に支給するのではなく、各団

体からクラブ活動予算を申請し、活動計画や予算増額のためのアピール面接を通して、

学生委員会および学生支援課の教職員が審査を行い、その内容に応じて弾力的に運用

できるようあらためるなど、学生委員会で現状を把握し、必要に応じた改善をおこな

っている。 

【看護学部】 

 クラブ・サークル活動の状況としては、平成 27 年度から公認団体として活動して
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いる 4 団体に加え、平成 28 年度から活動していた 2 団体が新たに公認団体に加わっ

た。平成 29 年度には、新たに 2 団体が非公認団体として活動を開始し、準公認団体

昇格を経て平成 30 年度に公認団体に昇格となった。平成 31 年度は、公認団体が 62

団体であった。さらに、屋上運動場はバスケットゴールを設置し、学生の課外活動の

促進をした。また、平成 30 年度より公認団体に所属する学生が運営委員会を発足し、

「新入生歓迎会」を対面またはオンラインにて開催している。 

公認団体公認団体には、クラブ活動費として初年度は学生後援会から一律に 5 万円

が支給される。次年度からは各クラブ団体が活動に必要な予算を申請し、学生委員会

が当該団体の前年度の活動実績等の評価点に基づく審査を行い、受給額が決定される。 

  学生の課外活動にかかる経費は原則として学生の負担であるが、学部近隣にある外

部施設に関する「施設使用料支援」制度により学生後援会からの補助金で、学生の課

外活動を推奨している。 

【松山看護学部】 

 クラブ・サークル活動の状況としては、平成 29 年度から非公認団体として 4 団体

が活動を開始し、うち 2 団体が年度途中に準公認団体を設立した。さらに 30 年度に

は 1 団体が公認団体へ昇格、1 団体が準公認団体を設立した。31 年度には、2 団体が

準公認団体を設立した。公認団体公認団体には、クラブ活動費として初年度は学生後

援会から一律に 5 万円が支給される。次年度からは各クラブ団体が活動に必要な予算

を申請し、学生委員会が当該団体の前年度の活動実績等の評価点に基づく審査を行い、

受給額が決定される。学生の課外活動にかかる費用は原則として学生の負担であるが、

30 年度より、公認団体にはクラブ活動費として学生後援会から約 5 万円の支給を行

い、団体代表者との会議を通じて活動状況の把握を行い、活動方法などの相談にも応

じている。 

4）学生に対する健康相談・心理的支援・生活相談 について 

【人間環境学部】 

 学生からの生活相談、進路相談に対しては、学生相談室が中心となりきめ細かな対

応をしている。学生相談室は、臨床心理士や公認心理師資格を有した相談員を配置し、

個別のニーズに応じた学生相談を通して心理的支援を実施し、学生相談室専門委員会

に基づいて適切に運用されている。 

本学には看護師資格を持つ臨床心理士（学生相談室相談員）もいるが、岡崎キャンパ

ス医務室には常駐の医師、看護師がいないため、相談窓口で症状を聞き、必要に応じ

て本学校医（岡崎市本宿町内 冨田病院院長）あるいは近隣の病院へ連絡をとり搬送

できる態勢を整えている。さらに、学生の健康相談の必要が高まる傾向にあるため、

平成 29（2017）年度からは保健師が週 2 日勤務し健康相談に対応している。 

平成 18 (2006)年度より学生後援会寄贈の AED（自動体外式除細動器）を岡崎キャン

パス学生支援課外に設置し、課外活動時などの緊急時に対応できるようにしている。

また、AED 講習会を外部から講師を招き開催している。 

 心身に障害を持つ学生の相談についても、学生支援課できめ細かく対応しており、

必要に応じて学生相談室の利用も勧めている。 

【看護学部】 
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 大府キャンパスには校医が週 2 日、保健師が週 3 日勤務している。校医は学生の健

康相談に応じるほか、健康診断後の事後指導の中で、学生と面接し、学生生活上（臨

地実習も含む）の障害の有無・配慮の必要性の確認、学内での情報の共有に努めてい

る。 

平成 28 年度より臨床心理カウンセラーが週 1 日勤務し、様々な相談にあたってい

る。心理的支援として、平成 28 年度より 2 年生を対象に学生委員会による「メンタ

ルヘルス講習会」を開催している。平成 30 年度より、講師は学生相談室の臨床心理

カウンセラーが担当し、学生相談室の利用促進につなげている。 

【松山看護学部】 

 学生からの生活相談、こころの相談については、メンター教員や学生相談室が中心

となりきめ細かな対応をしている。学生相談室は学生相談室専門委員会に基づいて適

切に運用されている。 

平成 29 (2017)年度より、臨床心理カウンセラーが月 2 日勤務し、様々な相談にあ

たっている。 

 

（3）2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

 学生の課外活動が低下する傾向にあるため、クラブ・サークル活動を支援するため

の対策を考えるとともに、学外施設を借りて行っている一部の課外活動については、

特に地域社会の協力が不可欠 であり、今後も地域社会との良好な関係を維持発展さ

せていく。また、学生相談室では発達障害や精神的な課題を抱えている学生の相談が

増えていることから、相談室のカウンセラーの相談体制をそれに見合ったものに強化

していく。さらに、ニーズが高いと考えられる防犯やメンタルヘルスに関する講習会

を開催していく。 

看護学部では、学内の課外活動場所の不足や学業の繁忙から、課外活動が低下する

傾向にある為、大学近隣のグラウンド・体育館等の情報を学生に提供し、さらにそれ

ら施設の使用料や用具購入費について公認・非公認関係なく、クラブ活動費とは別に

学生後援会から補助をいただき、活動支援に取り組んでいる。また、学内での課外活

動を可能とするべく音響機材などを充実していくほか、平成 31 年度よりクラブ専用

室を確保し、備品、機材の補完・管理を行っている。 

  今後は、松山看護学部も交えた全学的な学生アンケートを継続的に実施し、組織的

な問題の分析、改善計画の立案、対策の効果の検証をおこなう仕組みを確立する。 

 

2－5 学修環境の整備 

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

（1）2－5 の自己判定 

基準項目 2－5 を満たしている。 
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（2）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理 

1）校地・校舎の面積 

 校地・校舎の面積は大学基準を上回っている。 

2）施設の概要（図書館・体育施設を除く） 

 講義室、演習室、学生自習室は教育活動等に必要な種類と数を備えている。また学

部・研究科の学生用実験・実習室については、情報処理ならびに語学の学習のための

施設も備え、面積・規模も大学設置基準に適合している。 

 松山キャンパスの施設は、併設の河原医療大学校が使用していた講義室や実習室の

改修を行い使用している。年次進行に伴い、大学専用施設として、1 講義室と演習室

が増え、学修環境が整いつつあり、来年度も改善されていく計画である。実習室は 4

室あり、授業で必要な備品等の整備も進んできた。また、学生が自らヘルスアセスメ

ントや看護技術の自主トレーニングができるようにトレーニングルームを設置して

いる。 

3）体育施設 

 岡崎キャンパス（人間環境学部）内校舎最上階に小規模な体育館が設置されている

ほか、岡崎キャンパスには弓道場、クラブハウスが設置されている。大府キャンパス

（看護学部）には、校舎屋上に小規模な運動場が設置されており、活用にあたっては

運動用具、器具の貸し出しも行っている。松山（松山看護学部）キャンパスには体育

施設が併設されておらず、運動場はキャンパスから離れた場所にあるため、体育等の

授業は近隣の施設を借りて実施している。 

4）情報サービス施設 

 学内には岡崎キャンパスに PC 教室 2 室を備え情報実習ならびに学生の学習に供し

ている。サーバの設置状況は、岡崎キャンパスでは 5 号館内にサーバ室を設け、ルー

タ、ファイアウォールアプライアンス、仮想環境サーバ、DNS サーバ、Web サーバ、

DHCP サーバ、NTP サーバ、ファイルサーバ、SSL-VPN サーバを設置して、ネットワー

クの運用を行っている。一方大府キャンパスではサーバ類は設置していない。インタ

ーネットへは、両キャンパスとも SINET5 名古屋 DC に広域イーサネットで接続するこ

とでアクセスを可能としている。 

また松山キャンパスではインターネットへの接続に最大1Gb/sのベストエフォート

型サービスを利用している。サーバ類は設置しておらず、SSL-VPN 経由で各サイトと

接続している。 

メール環境は、3 キャンパスともに外部の Gmail を使用している。 

5）施設・設備改善の取り組み 

 人間環境学部では、学生アンケートによる取り組みが平成 26（2014）年度に始まり、

学生の意見を汲み上げて施設・設備の改善に反映する仕組みが整った。看護学部、松

山看護学部も学生アンケートを実施し、学生の意見をくみ上げて施設や設備の改善に

反映させるよう努力している。松山看護では、平成 31(2019)年度に屋上階へ学生用の

カフェスペースを新設した。 

 本学では、学生の保護者による学生後援会を組織して、学生の厚生活動の補助を行
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っている。学生の課外活動への補助、大学祭への協賛に加えて、環境整備の補助を行

っている。今年度は、岡崎キャンパスでは、４号館横の中庭の整備を実施するととも

に、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、学生食堂に飛沫防止用パーテーション

を購入した。また、学生からの要望による図書の購入も継続して実施した。大府キャ

ンパスにおいては、学生後援会が資金の一部を補助し、平成 29 年 1 月に、学生ラウ

ンジ内に売店が設置された。その他に設備改善の取り組みとしては、平成 29 年度に

は、学生専用コピー機、更衣室のエアコンを設置した。松山キャンパスにおいては、

学生後援会が費用を負担して、平成 30(2018)年 10 月より、学生ホール・就職支援室

に、ウォーターサーバー4 基を設置・運用している。 

 平成 19（2007）年度自己点検・評価の改善目標であった安全・衛生面の組織的対応

と計画的な評価・改善については、平成 28（2016）年度に岡崎キャンパス、大府キャ

ンパス、平成 29（2017）年度に松山キャンパスにおいて衛生委員会を立ち上げ、教職

員向けのメンタルヘルスケア講習会の開催やストレスチェックの体制を整える等、取

り組みを開始している。 

 以上のように、校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と運営・

管理は適切になされている。 

6）緊急時への備え 

 岡崎キャンパスでは学内の避難経路の確認や避難マニュアルの作成を行い、年に一

度の防災・避難訓練を実施している。また消火器訓練や AED 講習も例年開催してき

たが、令和 2（2020）年度はコロナ禍によりいずれも中止となった。 

大府キャンパスでは学内の避難経路の確認、避難マニュアル、緊急時対応マニュア

ルの作成と学生への周知を行った。それをもとに、ポケットマニュアルを作成し、学

生に配布した。また、平成 28（2016）年度、平成 30（2018）年度には大府市消防署、

大府市役所の協力のもと、本格的な防災・避難訓練を実施し、平成 29（2017）年度

には、防災・避難訓練として大府市消防署の指導の元、避難ハッチ降下訓練と消火訓

練を行った。平成 31（2019）年度は、雨天のため、学内外の避難経路の確認、大府

市消防署による火災・地震時の身の守り方の講義が行われた。また、日常的な防災・

防犯は、24 時間体制で行っており、何らかの異常が発生した場合は、警備員が常駐

する防災センターに通報される体制となっている。 

松山キャンパスでは、平成 30 年度より学内の避難経路の確認や緊急時の役割編成

の確認等、避難マニュアル作成のための見直しや修正を図り、検討している。さらに

河原医療大学校と合同で松山市東消防署の協力のもと、11 月頃に避難・通報訓練、消

火訓練を実施予定であったが、令和 2 年度はコロナ禍における社会状況を鑑み中止し

た。しかしながら教職員の防災意識向上のため、南海トラフ地震を想定した日本赤十

字職員による防災講和を令和 2 年 12 月に実施した。次年度は学生を対象に実施予定

である。 

また AED（自動体外式除細動器）は 1 階と 8 階に設置されており、緊急時に対応で

きるようにしている。 

 

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用 
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1）実習施設 

【人間環境学部】 

 心理学科では、公認心理師になるために必要な科目である「心理実習」（実習時間

80 時間以上）において、医療・保健分野 5 機関、福祉分野 2 機関、司法・犯罪分野 1

機関、教育分野 1 機関、全 9 機関の学外実習先での実習が可能である。幅広い分野で

の学外実習を通して、現場で活躍している心理職の実践的かつ専門性の高い学習をす

ることができる。 

環境科学科では、自然環境中の試料を用いた調査・実習に重点を置いていることか

ら、野生動物調査実習室、土壌試料室、生態学実習室といった、動植物及び環境中試

料を処理する実習施設を配置している。また、野外から採取した水生動物を主とする

飼育及び行動観察を行うための動物飼育実習室を配置している。さらに、動植物体内

や環境中試料における物質動態を把握する技能修得のために、環境化学実験室、基礎

化学実験室、機器分析室を配置している。卒業研究を中心とする教員との密接な議論

及びデータ解析を進める場、及び研究資材を置く場として、陸生動物、水生動物、植

物、物質循環、社会環境の各領域の演習室を配置している。また、「農業基礎実習」が

行われる実習農場、野生動物の生態調査や植物の植生、分布調査を行う演習林、さら

には、トヨタ白川郷自然学校や北山湿地、各地の動物園などの学外実習先もある。 

【看護学部】 

実習施設は、病床数 400 床以上の規模の病院で実習が可能である。また、実習先の

多くが大府キャンパスから 30 分以内であり、実習期間中のフォローが可能である。さ

らに、小児専門医療機関やがんセンターをはじめ、幅広い領域の専門病院とも連携し、

専門性の高い看護の学習ができる。 

【松山看護学部】 

愛媛県の地域医療を担う総合病院をはじめ専門病院での臨地実習が可能であり、大

半の実習施設が松山キャンパスから 60 分以内である。特に、保健師コース選択生にお

いては、瀬戸内海巡回診療船（済生丸）に乗船し、島嶼部における保健医療を学び、

学生にとって貴重な学習機会を得ることができたる。また、実習連絡協議会を毎年開

催（令和 2 年度はオンデマンド配信にて実施）し、効果的な実習指導を目指した情報

交換等による相互の啓発や向上を図っている。 

2）図書館 

 附属図書館は岡崎・大府・松山キャンパス内にそれぞれ設置され、教養教育と専門

教育を両立させる本学の方針に沿って、小規模ながら幅広くバランスのとれた蔵書構

成を目指している。 

 人間環境大学附属図書館本館（岡崎キャンパス）は平成 24（2012）年度に図書館情

報管理システムが刷新、平成 25（2013）年度には図書検索画面が刷新され、平成 19

（2007）年以降も適切な維持管理が継続されている。平成 30（2018）年 3 月には図書

館内にラーニング・コモンズが開設し、学生の自主学習や発表等をより促すための設

備が整った。 

大府キャンパス分館では、図書の充実のため、選書等を進め、平成 30（2018）年

度には計画通りに蔵書が揃い、さらなる蔵書の充実を図っている。データベース・電
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子ジャーナル等も各種利用可能になっている。 

松山キャンパス分館では、書架の増設、図書・視聴覚資料・雑誌の整備、管理運営

体制の整備等、環境および蔵書の充実を図っている。新型コロナウイルス感染症によ

るソーシャルディスタンスを取る必要から、閲覧席配置に工夫を行っている。 

また、松山キャンパス分館設置に伴い、全館において図書館情報管理システムを多

拠点サービスに適したクラウドシステムに刷新し、業務の効率化を促進している。 

 

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性 

岡崎キャンパスでは平成 17(2005)年度に、スロープ、エレベーター、リフト、手摺

の設置、建具の改良による全ての教室やその他屋内施設間の移動のバリアフリー化、な

らびに多目的トイレの設置を完了している。 

 大府キャンパスは、JR大府駅から徒歩2分で通学に大変便利である。大府キャンパス

はキャンパス内では、すべてバリアフリー化が図られている。多目的トイレ（5 箇所）

の設置、車いす、ベッド等が利用可能なエレベーターを設置している。 

 松山キャンパスは、松山市の中心にあり、松山市駅から徒歩 3 分の距離にあり、通学

に大変便利である。キャンパスは平成 19 年（2007）年度に開学した河原医療大学校と共

有であり、屋内施設はバリアフリー化されている。障がい者用トイレは 1 階フロアに 1

箇所設置している。 

 

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理 

人間環境学部ではこれまで講義、ゼミ、演習、実習などの授業に応じた適切なクラス

編成を行ってきた。情報実習は施設の条件から 50 人を定員としてクラスを管理してお

り、26 名以上の場合には助手 1 名をつける運用を行なっている。また、演習、実習では

SA・ TA を配備している。そのほか、授業の種類や内容、学習効果などを考え、毎年ク

ラス編成方針について教授会において検討を行っている。 

  看護学部では、講義、ゼミ、演習、実習などの授業に応じた適切なクラス編成を行

っている。平成 29（2017）年度は、コンピュータの基礎、情報演習、統計等のコンピュ

ータを使用しての演習は、60 名程度のクラスで実施している。英語については、1/４

クラスとして、1クラス25名程度で授業を実施している。専門科目の演習については、

60 名程度のクラスで演習を実施している。 

松山看護学部では、「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英語Ⅲ」「英語Ⅳ」において、1/2 クラスと

して 1 クラス 43 人で授業を実施している。 

（3）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

学生アンケートによる学生の意見の汲み上げが平成 26（2014）年度に始まった。看護

学部も平成 27（2015）年度から、また松山看護学部は平成 29（2017）年度から実施し、

定期的なアンケートの継続とそれを反映した施設・設備の改善に取り組んでいる。 

平成 19（2007）年度自己点検・評価の改善目標であった「震災及び火災発生時におけ

る教職員緊急行動マニュアル」の改訂については、平成 26（2014）年度に「震災発生時」

と「火災発生時」に分けたより実質的なマニュアルへの改訂によって実施され。今後は

大府キャンパスも含め専門家の指導によるより充実した緊急行動マニュアル・緊急連絡
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網の作成と、消防署を迎えた本格的な避難訓練や講習会を行う。 

 平成 19（2007）年度自己点検・評価の改善目標であった岡崎キャンパス最寄り駅から

のバスの乗降、正門からの斜路の上下など、キャンパスへのアクセスを含む包括的なバ

リアフリーの実現と人的サポート体制は実施されていない。現在のところこの点におけ

る問題は発生していないが、その必要性の見直しも含め、実現可能な方法や代替案の検

討を行う。 

 

2－6 学生の意見・要望への対応 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意

見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

（1）2－6 の自己判定 

基準項目 2－6 を満たしている。 

 

（2）2－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

【人間環境学部・人間環境学研究科】 

学生委員会による学生アンケートを実施および結果の分析を通して、学修支援に関す

る学生の意見・要望の把握に努めている。また、学生に反映できるよう改善や対応策な

どを学生に還元しており、さらに学生支援課や教務課に学生から個別に寄せられた意見

や要望をについても検討し、対応に活かしている。令和 2（2020）年度に学生委員会が

実施した「学生アンケート」に対する回答がポータルサイトで公開された。 

【看護学部・看護学研究科】 

 看護学部では、学生委員会による全学部共通で実施した学生アンケートの結果をもと

に、分析を重ね、学部生の学修支援に関する学生の意見・要望の把握している。 

看護学研究科では、全学部共通で実施した学生アンケートに加えて、修了後に学生ア

ンケートを実施している。アンケート結果を大学院オリエンテーションの実施、内容変

更、学生便覧に反映させ学習支援にも活用している。 

【松山看護学部】 

松山看護学部では、学生委員会による全学部共通項目で 2 月に実施した学生アンケー

トの結果をもとに、更に学部で分析を重ね、学修支援に関する学生の意見・要望につい

て把握した。その結果は、教授会を通じて全教職員で共有している。 

 

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意

見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

【人間環境学部・人間環境学研究科】 

心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見・要

望の把握について、学生支援課や教務課に学生から個別に寄せられた意見や要望を検討

し、対応に活かしている。 
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さらに平成 28（2016）年度には、IR 委員会との協力のもと、学生の実態、意見・要望

を正確に把握するための全学共通の学生アンケート項目の開発を、人間環境学部と看護

学部の学生委員会が共同で行い、このアンケート項目を用いた調査を平成 29（2017）年

度より松山看護学部を含む全学部で実施している。この中で学生生活に関するものとし

て、1 日の学習時間や学生相談の利用などの基礎的な項目から、学生生活全般に対する

自由記述までを収集し、教授会等を通じ教職員間で共有を行っている。 

令和元（2019）年度より、人間環境学部では、これまで行われていたアンケートの質

問項目を検討し、学生生活の実態を把握できるよう質問項目の改定を行った。学生委員

会および学生支援課を中心に学生の意見・要望の把握・分析を行い、教授会等を通して

教職員間で共有を行っている。さらに、学生の意見・要望を把握・分析するだけではな

く、意見・要望に対する改善策などを伝え、学生のニーズを反映できる関係・体制作り

にも学生アンケートを活用している。 

【看護学部】 

心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見・要

望の把握については、学生支援課に学生から個別に寄せられた意見や要望を検討し、対

応に活かしている。学生生活に対する学生の意見の把握方法としては、平成 27（2015）

年、平成 28（2016）年、平成 30（2018）年の 3 年間は看護学部内で行っていたアンケー

トをもとに、学生の意見を汲み上げて施設や設備の改善に反映さた。 

さらに平成 28（2016）年度には、IR 委員会との協力のもと、学生の実態、意見・要望

を正確に把握するための全学共通の学生アンケート項目の開発を、人間環境学部と看護

学部の学生委員会が共同で行った。平成 29（2017）年度には、IR 委員会との共同のもと、

人間環境学部と看護学部合同でトータルなアンケートを実施し、独自の情報収集による

実態の正確な把握、組織的な問題の分析と報告、改善計画の立案及び対策に関する検証

を行う仕組みを確立し、PDCA サイクルの実施を推進している。 

【松山看護学部】 

松山看護学部では、心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関

する学生の意見・要望の把握について、学生支援課や教務課に学生から個別に寄せられ

た意見や要望を検討し、対応に活かしている。平成 29 年度（2017）年度から継続実施し

ている学生アンケート結果は、教授会で共有し、メンター教員の指導やオリエンテーシ

ョン等で周知指導している。 

 

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 

 学修環境に関する学生の意見・要望の把握について、学生支援課や教務課に学生から

個別に寄せられた意見や要望を検討し、対応に活かしている。 

【人間環境学部・人間環境学研究科】 

学生アンケートにより学生の意見を汲み上げて施設・設備の改善に反映する取り組み

が平成 26（2014）年度に始まっている。それは先の全学共通の学生アンケートに引き継

がれ、現在は全学部が同様の仕組みを有するに至っている。 

このアンケートでは、学修環境に関するものとして、教室や図書館などの学内施設の

満足度を問う項目や、施設・設備に対する自由記述欄を用意している。これにより得ら
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れた結果について教授会等を通じ教職員間で共有を行うとともに、実現可能と判断され

たものについては早急な対応を行っている。また、施設・設備の改善の反映について、

学生アンケートの結果より、学生から要望の大きかった食堂や売店のメニュー改善の希

望を受けて、令和元（2019）年度より、食堂のメニューや金額の見直しの実施、キッチ

ンカーの導入を行い、学生のニーズに応じる対応を取り学生の満足度の向上を図ってい

る。 

【看護学部・看護学研究科】 

 学修環境に関する学生の意見・要望の把握については、学生支援課に学生から個別に

寄せられた意見や要望を検討し、対応に活かしている。学生生活に対する学生の意見の

把握方法としては、平成 27（2015）年、平成 28（2016）年、平成 30（2018）年の 3 年

間は看護学部内で行っていたアンケートをもとに、学生の意見を汲み上げて施設や設備

の改善に反映させるよう努力していた。さらに平成 28（2016）年度には、IR 委員会と

の協力のもと、学生の実態、意見・要望を正確に把握するための全学共通の学生アンケ

ート項目の開発を、人間環境学部と看護学部の学生委員会が共同で行った。平成 29

（2017）年には、IR 委員会との共同のもと、による人間環境学部と看護学部合同でトー

タルなアンケートを実施し、独自の情報収集による実態の正確な把握、組織的な問題の

分析と報告、改善計画の立案及び対策に関する検証を行う仕組みを確立し、PDCA サイク

ルの実施を推進している。 

【松山看護学部】 

松山看護学部では、学生アンケートをもとにの学修支援に関する学生の意見・要望の

把握をした。河原医療大学校との共有キャンパスである特殊性から、大学施設・設備へ

の要望が多く見られた。令和元年度は、学生サポート環境として必要な医務室、演習室

が整備され、令和 2(2020)年度には、講義室と演習室が新たに整備された。しかし、体育施

設の確保は外部公共施設を利用しており、講義室の不十分さ等に課題がある。平成 30

年度には、学生後援会の予算から学生ホールにウオーターサーバーを設置し、令和元年

度には屋上に学生の憩いの場となるカフェテラスができ、令和 2(2020)年度には学生の共有

スペースが広がった。 

 

（3）2－6 の改善・向上方策（将来計画） 

平成 29（2017）年度より実施した全学的な学生アンケート調査を今後も継続して実施し、

学生個々の意見・要望を拾い上げていく。学生の要望のうち実現可能性があり、かつ有

用と認められるものについては積極的に取り入れ，優先順位を設定しその進捗を明らか

にしていくことで学生の満足度はより高まると考えられる。今後は、松山看護学部も交

えた全学的な学生アンケートを継続的に実施し、組織的な問題の分析、改善計画の立案、

対策の効果の検証をおこなう仕組みを確立する。 

 

［基準 2 の自己評価］ 

本学は学生の受け入れに関しては、明確なアドミッション・ポリシーに基づき、入学

者の受け入れ方針等を様々な媒体を用いて社会に周知している。また、受験生の特性を

生かせるような入試形態を工夫している。カリキュラムの改革やコース編成の改変、こ
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れに加えて 3 学部の併願を念頭に置くなどした結果入学者が着実に増加してきている。 

学修及び授業の支援については、教員と職員の協力態勢のもと、学力に不安がある学

生に対するケアが施されている。単位認定、卒業・修了認定等に対しては、学則などに

より基準が明確にされ、学生に配布される冊子等で周知されている。 

キャリア形成については、コースの特色を生かした科目群が体系的に整備され、教育

課程外のガイダンスや講座などと共に、学生の就職や進路をバックアップしている。 

学生サービスについては、学生支援課が担当し、学生生活の安定に努めている。学生

アンケートを今後も継続することによりその成果をフィードバックし、改善と向上に活

かす。   

教育環境の整備については、校地・校舎の面積及び諸施設は良好な状態である。また、

授業を行う学生数も適切に管理されている。 

学修支援に関する学生の意見・要望の把握については、各学部において学生支援課や

教務課に学生から個別に寄せられた意見や要望を検討し、対応に活かしているほか、学

生アンケートの結果をもとに、分析を重ね、学部生の学修支援に関する学生の意見・要

望の把握をしている。 
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基準 3．教育課程 

3－1 単位認定、卒業認定、修了認定 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修

了認定基準等の策定と周知 

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 

（1）3－1 の自己判定 

基準項目 3－1 を満たしている。 

 

（2）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 

全学部において、1 年間に履修登録できる上限単位を定める CAP 制を設けている。さ

らに GPA を活用し 1 年間に履修登録できる単位数を定める CAP 制を検討している。 

【人間環境学部】 

 本学部のディプロマ・ポリシーは、基準 1 で記述された教育の使命・目的等を踏ま

えて策定されている。「ディプロマ・ポリシー」は「履修の手引き」及び大学ホーム

ページによって周知されている。ディプロマ・ポリシーは次のとおりである。 

人間環境学についての幅広い教養を身につけ、人間環境学を基盤とした

各専門分野の学問を実践的に修め、広い視野と柔軟な思考力によって社会

貢献できる者に学位を授与する。具体的には、以下の三つの能力を以って

卒業要件とする。 

①個人・社会・自然が直面する課題に対して専門的な理解を深めると共に、

学際的な柔軟性を有し、実践的な能力を有すること。 

②グローバルな視野を持ち、国際社会に貢献できる力を有すること。  

③企業・地域社会などのあらゆるコミュニティに寄与する組織的な活動能

力を有すること。  

 本学部のディプロマ・ポリシーは、本学の理念と目的をより具体的に示したものと

いえる。 

【人間環境学研究科】 

本研究科のディプロマ・ポリシーは人間環境大学大学院学則第 28 条及び第 28 条第

2 項に基づく「人間環境大学大学院教育課程及び履修方法に関する規程」、「人間環境

学研究科で学ぶ諸君へ」に示され、「大学院要覧」によって周知されている。ディプ

ロマ・ポリシーは次のとおりである。 

人間環境学についての幅広い見識と技能を身につけ、各研究指導分野等

の必要単位数を修得し、かつ必要な研究指導を受けた上で、本学大学院が

行う修士論文の審査及び試験に合格した者に学位 (修士号 )を授与する。  

【看護学部】 

本学部のディプロマ・ポリシーは、学則第 1 条に則り人間環境大学学則第 28 条及

び人間環境大学看護学部看護学科教育課程および履修方法に関する規程によって明

確に示され、学則第 28 条は「学生便覧及び履修の手引き」によって周知されている。 
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看護の対象となる人々に対し直接的に質の高い看護実践ができる自立した看護職

者を育成する。即ち、看護師、保健師、養護教諭の養成を行い、健康ニーズの増大に

対し、多くの人々に共通する多様で質の高い看護が提供できる人材育成を行う。さら

に、健康生活への支援により疾病予防・疾病の悪化予防・病状や症状改善・リハビリ

テーション看護・終末期看護などによって、社会貢献を目指す。また、これらの看護

活動実践に必要な 5 つの能力を以ってディプロマ・ポリシーとする。 

1.豊かな人間性と広い視野 

 1）歴史、文化、社会、環境と人間に関する幅広い教養を持ち、人々の多様性を

理解し、人間関係を築くことができる。 

 2）グローバルな視野をもち、人々の多様な健康ニーズと生活を多面的に捉える

ことができる。 

2．看護の専門的知識・技術 

 1）人々の健康ニーズに適切に対応（予防、改善、解決）するための看護実践に

必要な基礎的能力を身につけている。 

 2）保健医療福祉において調整・連携し、協働する能力を身につけている。 

3．看護専門職としての判断力 

 専門職業人としての高い倫理観をもち、科学的・論理的思考に基づいて判断する

ことができる。 

4．看護の質向上に向けた探求心 

 人々が健康に生きるための支援を化学的に探究するための基礎的能力を身につ

けている。 

5．継続的自己研鑽 

 保健医療福祉に貢献するために専門的な分野についての継続的自己学習力を身

につけている。 

【看護学研究科】 

本研究科のディプロマ・ポリシーは、人間環境大学大学院学則第 28 条及び大学院

要覧の「大学院看護学研究科での学び」に示されている。 

[博士前期課程] 

博士前期課程のディプロマ・ポリシーは、定める期間在学して研究指導を受け、か

つ所定年限内に看護学研究科が行う修士論文の審査及び試験に合格し、その課程を修

了することが学位授与の要件である。同時に基準となる単位数以上を修得することを

要件に含む。 

1.看護の実践・教育・管理の改善・改革をめざした研究への取り組みができる。 

2.看護を提供する場の力動を構造的に把握し、他の課題に組織的に取り組める。 

3.研究的視点を持って多職種と市民と共同してサービスの変革に取り組むことができる。 

4.看護現場や教育現場で看護職者のリーダーや教育者として機能できる。 

[博士後期課程] 

博士前期課程のディプロマ・ポリシーは、定める期間在学として研究指導を受け、

かつ所定年限内に看護学研究科が行う博士論文の審査及び試験に合格し、その課程を

修了することが学位授与の要件である。同時に基準となる単位数以上を修得すること
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を要件に含む。 

1.研究者として自立して活動し、また高度な専門業務に従事するために必要な能力と

その基盤となる学識を修得する。 

2.各看護の専門内容を深め国民に対して看護の質保証を図り、また教育の質の保証の

ために自立した研究者・教育者としての学識と行動力を修得する。 

3.看護学の実践科学としての看護実践の理論性・科学性が探求できる高度な専門性を

身につける。 

【松山看護学部】 

本学部のディプロマ・ポリシーは、学則第 1 条に則る人間環境大学学則第 28 条及

によって明確に示され、学則第 28 条は「学生便覧・履修の手引き」によって周知さ

れている。 

看護の対象となる人々に対し直接的に質の高い看護実践ができる自立した看護職

者を育成する。即ち、看護師、保健師の養成を行い、健康ニーズの増大に対し、多く

の人々に共通する多様で質の高い看護が提供できる人材育成を行う。さらに、健康生

活への支援により疾病予防・疾病の悪化予防・病状や症状改善・リハビリテーション

看護・終末期看護などによって、社会貢献を目指す。また、これらの看護活動実践に

必要な 5 つの能力を以ってディプロマ・ポリシーとする。 

1.豊かな人間性を培い、ヒューマンケアの実践能力 

2.専門職業人として自立した意志と、高い倫理観 

3.専門分野に関心をもち、それにふさわしい実践能力 

4.多職種と連携して地域環境に根ざした社会貢献できる力 

5.グローバルな視野を持ち、国際社会に貢献できる力 

松山看護学部では、保健師免許取得後届け出により養護教諭二種免許の取得ができる。 

 臨地実習に関しては看護の専門知識が必要であることから、臨地実習の履修要件を

明確にし、授業の知識と学内演習での技術が効果的に臨地実習に結びつく体制にして

いる。 

 

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、

修了認定基準等の策定と周知 

【人間環境学部】 

1）単位の認定 

  単位は大学設置基準に従い、学則第 31 条で 1 単位当たりの学習時間を授業内及び授

業外(自習時間)を合わせて 45 時間と規定している。また、各学期の授業期間を 15 週

間とし、1 単位当たり 1 週間の学習時間を 3 時間(1.5 コマ)と規定し、授業内と授業

外の学習時間を授業形態別に定めている。これらは「履修の手引き」に掲載して学生

に周知している。 

また、本学部のディプロマ・ポリシーに従って、各授業科目のシラバスに「履修判

定指標」が設けられている。この指標に基づいて期末試験が実施され単位が認定され

る。 

単位の認定は、学則第 33 条において「授業科目を履修し、その試験に合格した者
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には所定の単位を与える」と規定している。なお、「試験内規」第 2 条において試験

の受験資格は「欠席時数が授業時数の 3 分の 1 を超える者」は有しないと定め、この

試験内規は「学生便覧」及びオリエンテーション等で学生に周知している。 

2）成績評価の公平性 

 成績の評語と内容は学則第 34 条に規定するとともに、「履修の手引き」に記載して

周知している。「履修の手引き」では S・A・B・C・D の 5 種のほか E・F・N を評語と

し、各評語に併せて、評価点、合否、GPA、評価基準を一表で明示している。 

 成績評価は、「シラバス」に「履修判定指標」(当該科目の成績評価をするための学

力判定項目)を明示している。 

  上記のように、「履修の手引き」に成績評語等、「シラバス」に「履修判定指標」を

明記することにより、成績評価指標は学生に周知されている。 

 なお、成績評価に疑義がある場合には、申し立てを行うことが可能である。 

第 3 条 本学を卒業するためには、前条に定める科目群から以下の必要単位数を    

含め 126 単位以上を修得しなければならない。 

【平成 29～令和 2 年度入学者用】 

（心理学科） 

 (1) 学部共通科目                        14 単位以上 

  (2) 精神環境科目                       22 単位以上 

  (3)自然・社会環境科目                    8 単位以上 

  (4)歴史・文化環境科目                    8 単位以上 

 (5)総合演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ 卒業論文     14 単位 

（環境科学科） 

 (1) 学部共通科目                        14 単位以上 

  (2) 自然・社会環境科目                 68 単位以上 

  (3)精神環境科目                          8 単位以上 

  (4)歴史・文化環境科目                    8 単位以上 

 (5)総合演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ 卒業論文     14 単位 

 

3）進級基準の明確化 

 本学部の進級基準は、2 年次終了時の修得単位数が 40 単位未満である場合は、専門

基礎知識が不十分であるという判断から、3 年次配当科目の総合演習（心理学科）も

しくは演習（環境科学科））を履修することができないこととしている。当該演習科

目は 3 年次(Ⅰ・Ⅱ)から 4 年次(Ⅲ・Ⅳ)にわたる 2 年間の必修科目であるため、当該

演習科目を履修できない者は事実上の留年対象者となる。また、演習科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・

Ⅳは順次性をもつ科目であるため、下位の演習を修得していなければ上位の演習を履

修できないことと規定されており、演習が単位不可となった場合も留年となる。この

基準は「人間環境大学教育課程及び履修方法に関する規程」第 5 条 2 項、3 項（心理

学科）、第 6 条 2 項、3 項（環境科学科））に明記され、「履修の手引き」及びオリエン

テーション等でも周知している。 

4）転・編入生の単位認定 
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 3 年次転・編入生は、本学入学以前に大学、短期大学、高等専門学校、専修学校で

修得した単位を 64 単位を上限として認定し、また、2 年次転・編入生は、30 単位を

上限として認定することが「転・編入生の履修方法に関する規程」（「履修の手引き」）

で定められている。 

【人間環境学研究科】 

1）単位の認定 

 大学院学則第 30 条で 1 単位当たりの学習時間を授業内及び授業外(自習時間)を合

わせて 45 時間と規定するとともに、授業形態別に 1 単位の内訳を明示している。単

位の認定については大学院学則第 32 条において規定している。これらは「大学院要

覧」に掲載され周知されている。 

2）成績評価の公平性 

成績の評語と内容は大学院学則第 33 条に規定するとともに、「大学院履修要項」に

明記して周知している。「大学院履修要項」では A・B・C・D の 4 種のほか E・F を評

語とし、各評語に併せて、評価点、合否を一表で明示している。 

【看護学部】 

１）看護師基本コース 

看護師基本コースは、看護師としての実践能力の向上を目指す基本コースであり、

本学部の教育のすべての基本である。基本的な看護師コースでは、必修科目に加えて、

学生自身の関心に従い、「基礎科目」の選択科目から6 単位以上、「基礎科目」「専

門基礎科目」「専門科目」の選択科目から自由に3 単位以上を選択できるようにし、

学生のニーズに応える。 

本学部では、「国際看護学Ⅰ・Ⅱ」を必修としさらに国際看護学の選択科目を4科

目設定することにより、グローバルな視野を持ち、将来国際貢献のできる看護職を養

成する。さらに高い倫理観をもった看護職の養成として、1 年時に選択科目「生命倫

理学」、また「看護学概論Ⅱ」をはじめとして、看護の専門領域の科目の多くで、倫

理的課題とその対応を考察する内容を盛り込んでいる。加えて、4年後期の必修科目

として「看護倫理」および自己の看護観の再確認を目的とする「看護学概論Ⅲ」で基

礎教育における倫理観の構築の総仕上げを行う。 

128 単位の卒業要件において、6 単位を基礎科目から、3 単位をすべての選択科目

から修得できるため、基礎科目の教養に関連する科目の履修により、豊かな人間性を

培うという教育目標に対応し、学部の教育目標を到達するカリキュラムを構成してい

る。また、1年間に履修登録できる上限単位を原則「45単位」と定めるCAP制を設けて

いる。さらに、２年次以降は前年度のGPA値により履修登録できる単位数を定め、む

やみに科目数だけ多く登録し学習できず単位取得できなくなることを防いでいる。 

【看護学研究科】 

１）博士前期課程 

博士前期課程では、看護知識・技術を基盤に看護学における学識を深め、グローバルな

視点で看護の問題解決や改善に取り組める科学的思考力と実践能力をもつ、倫理観の高い

看護実践のリーダー・管理者・教育者として活動を主軸に学修を編成している。すなわち、博

士前期課程の教育課程では、30 単位の履修要件が満たせるように学生個々の状況に合わ
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せて授業展開を行っている。 

共通科目から看護学研究法特論Ｍ、疫学統計学ＭⅠを必修とし、特論Ｍ、演習Ｍ、特別

研究ＭⅠ、Ⅱは必修として 12 単位以上、自己領域「演習 MⅡ」、共通科目、他専門領域「特

論 M」から 4 単位以上を履修し、合計 30 単位以上を必要な修了要件としている。さらに、幅

広い専門性の構築や高度実践を目指すための学習環境の場として希望により、学部の講義

科目を 10 単位までは自由選択制として開講している。 

２）博士後期課程 

博士後期課程の編成は、4つを軸に授業展開をしている。一つは独創的、看護学を発展さ

せる研究力、自立した研究者、高い教育力である。修了要件には、これらを網羅する科目設

定で遂行しており、各分野のカリキュラムに設定している。 

共通必修科目の「看護学研究特論D」では、担当教員は複数教育の教学体制を整え、さら

に、「疫学応用統計学 D」では、より科学的視点の判断基準のひとつである統計分析をより深

める体制をとっている。これらの各 2 単位と自己専門領域の必修科目 10 単位を合わせて 14

単位以上を必要な履修要件として設定している。さらに、修了単位ではないが博士前期課程

の特論科目を 10 単位まで自由に選択できるように設定し、研究者としての幅広い知識向上

に寄与できるように組み立てている。 

【松山看護学部】 

各科目のシラバスに、当該科目とディプロマ・ポリシーに定める養成する能力の関連

を記載し、各科目の到達目標や評価方法および評価基準を明記し、それらに従い厳正に

単位の認定を行っている。 

学年制はとっていないため進級基準はないが、科目履修の順次性の観点から各臨地実

習科目を履修するために、それまでに単位修得を必須とする科目を設定している。 卒

業認定は、今年度初めて卒業生を送り出すに伴い、学則で定める基準に従い、教学委員

会で卒業判定案を検討し、教授会で審議したうえで、学長が認定した。 

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 

【人間環境学部】 

1）単位認定基準の厳正な適用 

各授業科目のコマシラバスに「履修判定指標」が設けられている。この指標では、

当該授業科目の単位修得のための必須項目とそれぞれの必須項目の習得レベルが明示

されている。この指標に基づき期末試験が実施され、単位が認定される。 

2）進級基準の厳正な適用 

本学部の進級基準は、2 年次終了時の修得単位数が 40 単位未満である場合は、3 年

次配当科目の総合演習（心理学科）もしくは演習（環境科学科））を履修することが

できないこととしている。当該演習科目は 3 年次(Ⅰ・Ⅱ)から 4 年次(Ⅲ・Ⅳ)にわた

る 2 年間の必修科目であるため、当該演習科目を履修できない者は事実上進級できな

くなる。また、演習科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳは順次性をもつ科目であるため、下位の演習

を修得していなければ上位の演習を履修できないことと規定されており、演習が単位

不可となった場合も進級できなくなる。さらに、平成 31 年度以降の入学生から２年

生終了時の通算 GPA が 0.43 未満の場合、３年時への進級を認めないこととした。こ

の基準は「人間環境大学教育課程及び履修方法に関する規程」第 9 条 3 項、4 項（平
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成 29～30 年度入学生は、第 5 条 2 項、3 項（心理学科）、第 6 条 2 項、3 項（環境科

学科））（平成 31 年度入学生は、第 5 条 1 項、2 項、3 項（心理学科）、第 6 条 1 項、2

項、3 項（環境科学科））に明記され、該当者は教学委員会と学部会議を経て教授会で

審議される。 

3）卒業基準の明確化と厳正な適用 

 卒業基準は、学則第 29 条に基づく「人間環境大学教育課程及び履修方法に関する

規程」第 3 条において明確に定め、学生の卒業判定に厳正に適用してきている。 

4）修了基準の厳正な適用 

 修了基準は、大学院学則第 28 条第 2 項に基づく「人間環境大学大学院 教育課程及

び履修方法に関する規程」第 3 条において明確に定め、修了判定に厳正に適用してき

た。 

【看護学部】 

1）単位の認定基準の明確化と厳正な適応 

単位は大学設置基準に従い、学則第 31 条で 1 単位当たりの学習時間を授業内及び

授業外(自習時間)を合わせて 45 時間と規定している。また、各学期の授業期間を 15

週間とし、1 単位当たり 1 週間の学習時間を 3 時間(1.5 コマ)と規定し、授業内と授

業外の学習時間を授業形態別に定めている。これらは「履修の手引き」に掲載して学

生に周知している。 

単位制については学則第 31 条（2）看護学部で定められ、「学生便覧・履修の手引

き」にも表示されている。単位の授与においても学則第 33 条により規定されている。

なお、「試験内規」第 2 条において試験の受験資格は「欠席時数が授業時数の 3 分の 1

を超える者」は有しないと定められ、「学生便覧・履修の手引き」及びオリエンテー

ションで学生に周知している。 

保健師・養護教諭・選択強化プログラムに必要な科目は、カリキュラム表・コース

科目表として「学生便覧・履修の手引き」に明示し、オリエンテーションで学生に周

知している。 

2）成績評価の公平性 

 成績の評語と内容は学則第 34 条に規定され、「学生便覧・履修の手引き」にも記載

され、周知している。「履修の手引き」では S・A・B・C・D の 5 種のほか E・F・N を

評語とし、各評語に併せて、評価点、合否、GPA、評価基準を一覧表で明示している。

具体的には、各科目担当者がシラバスに成績の評価方法及び到達目標を示している。 

3）卒業基準の明確化と厳正な適用 

 卒業に必要な要件は学則第 42 条に規定されている。また、「履修の手引き」にもコ

ース及び選択強化プログラムの必修科目と卒業時に必要な単位数が一覧表で表示さ

れている。 

  学位の授与については「人間環境大学学位規程」（「学生便覧・履修の手引き」）に、

ディプロマ・ポリシーについては「履修の手引き」により学生に周知されている。卒

業要件は、「人間環境大学看護学部看護学科教育課程及び履修方法に関する規程」第 3

条において明確に定め、「学生便覧・履修の手引き」により学生に周知されている。 

4）GPA の活用状況 
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GPA 値は成績不振者への指導の判定およびコース及び選択強化プログラムの学生選

抜に活用されており、さらに CAP 制の取得単位に活用されている。 

【松山看護学部】 

1）単位の認定基準の明確化と厳正な適用 

 単位は大学設置基準に従い、学則第 31 条で 1 単位当たりの学習時間を授業内及び

授業外(自習時間)を合わせて 45 時間と規定している。また、各学期の授業期間を 15

週間とし、1 単位当たり 1 週間の学習時間を 3 時間(1.5 コマ)と規定し、授業内と授

業外の学習時間を授業形態別に定めている。 

単位の認定は、学則第 33 条において「授業科目を履修し、その試験に合格した者

には所定の単位を与える」と規定している。また、松山看護学部看護学科教育課程お

よび履修方法に関する規程第 6 条において、臨地実習科目は出席時数が所定の実習時

数の 5 分の 4、その他の科目は出席時数が所定の授業実施時間の 3 分の 2 に満たない

場合は単位認定を行わないと定め、「カリキュラム・履修の手引き」に明記するとと

もにおよび各学期初めのオリエンテーション等で学生に周知している。 

2）成績評価の公平性 

 成績の評語と内容は学則第 34 条ならびに松山看護学部看護学科教育課程および履

修方法に関する規程第 9 条に規定するとともに、「カリキュラム・履修の手引き」に

記載して周知している。 

 また、各科目の成績評価は、その評価方法および評価基準をシラバスに明示してい

る。 

  なお、成績評価に疑義がある場合には、申し出を行うことが可能である。 

3）卒業基準の明確化と厳正な適用 

卒業に必要な要件は学則第 42 条に規定されている。また、「カリキュラム・履修の

手引き」にも看護師基本コース、保健師コース及び選択強化プログラムの必須科目と

卒業時に必要は単位数が一覧表で表示されている。 

 学位の授与については「人間環境大学学位規程」に明確に定め、学位授与の方針(デ

ィプロマポリシー)も「カリキュラム・履修の手引き」により学生に周知されている。

卒業要件は、「人間環境大学看護学部看護学科教育課程及び履修方法に関する規程」

第 3 条において明確に定め、「カリキュラム・履修の手引き」により学生にしている。 

4）GPA の活用状況 

 GPA 値は成績不振者への指導の判定およびコース及び選択強化プログラムの学生選

抜に活用されている。各学期終了時の GPA 値 2.0 未満の者にはメンター教員が注意・

指導を行う。さらに2期連続して 1.0未満で、注意喚起後も改善が見られない場合は、

学部長より退学勧告を視野に入れた指導を行っている。 

 また、各学年終了時の通算 GPA3.0 以上かつ必修科目の未修得がない者は。次年度 2

単位までを追加履修可能として、CAP 制の緩和に活用している。 

5)既修得単位の認定 

 本学入学以前に大学、短期大学、高等専門学校、専修学校等で修得した単位の認定

については、学則第 37 条および「人間環境大学既修得単位認定規程」で定められて

おり、その認定は教授会の議を経て、学長が決定する。 
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【看護学研究科】 

 大学院学則第 30 条で 1 単位当たりの学習時間を授業内及び授業外(自習時間)を合

わせて 45 時間と規定するとともに、授業形態別に 1 単位の内訳を明示している。単

位の授与については大学院学則第 32 条において規定しており、「大学院要覧」に掲載

され周知されている。 

成績評価基準は大学院学則第 33 条に規定され、授業科目の試験の成績は、A・B・C・D

の４種の標語をもって表し、A（80 点以上）・B（79 点から 70 点まで）・C（69 点から 60 点まで）

を合格として単位を与え、D（59 点以下）は不合格としている。具体的には、各科目担当者が

シラバスに評価方法（定期試験、レポートなど）と具体的な到達目標を明示している。 

 

（3）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

【人間環境学部】 

 平成 29 年度の学科改組に伴い、履修上限単位数を 46 単位としているほか、GPA の

活用として、以下のことを令和 2 年度より実施する。①一部授業の履修条件に GPA 値

の基準を設ける。②授業ごとに履修学生の GP を算出し、成績評価が著しく易しい（あ

るいは厳しい）授業科目がないかを分析し、成績評価の平準化の検討を進める。③偏

差値なども含めた成績分布状況を算出し、教務課で閲覧出来るように準備を行う。 

【看護学部】 

「看護学部看護学科教育課程および履修方法に関する規程」において、各年度の履

修登録数の上限単位を 45 単位と規定している。各学年前期・後期終了時の GPA 値が

2.0 未満の場合、進級や卒業に影響することの注意と指導をアドバイザー教員から行

うとともに学部長名で保護者に通知している。選択強化プログラムの選抜方法の 1 つ

として、2 年後期までの GPA2.0 以上を基準とし、選択強化プログラムのオリエンテ

ーション資料に明記している。 

【松山看護学部】 

 大学設置基準では「1 単位の授業科目は 45 時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とする」と定められており、学びの質保証のため 1 年間に履修登

録できる上限単位を 45 単位とする CAP 制度を導入している。しかし、入学後もアド

ミッション・ポリシーの条件を一層高め、ディプロマ・ポリシーの学士力向上に向か

っている学生の中で成績優秀者（GPA 値 3.0 以上）には上限 2 単位までの追加履修登

録を認めている。 

【看護学研究科】 

博士前期・博士後期課程の長期履修（基準 6 学生支援(1)参照）の場合の特別研究の評

価方法・単位履修方法について検討されている。 

これまでの履修生の状況を配慮しながら、教育課程の方針 (カリキュラム・ポリシー)、修了

時の到達能力 (ディプロマ・ポリシー)を根底とする教育内容の質向上を図ってゆく。 

 

3－2 教育課程及び教授方法 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 
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3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

3-2-④ 教養教育の実施 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

（1）3－2 の自己判定 

「基準項目 3－2 を満たしている。」 

 

（2）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知 

カリキュラム・ポリシーは次のとおりである。 

(カリキュラム・ポリシー) 

【平成 29～令和 2 年度入学生】 

自然環境と社会環境を総合的にとらえる学問として「人間環境学」を位置づけ、その

基盤のもと、人間が生活する歴史・文化的背景と、社会の経済的枠組みや自然科学的視

点を理解する「人間環境学」の見地から、個人の社会の精神・心理の課題あるいは環境

問題における課題を深く理解し、分析し、対応できる人材を育成する。 

・心理学科  

 心理学科では、単に心理学という専門分野の知識を有した人材ではなく、

自然・社会環境、歴史・文化環境の知識を有し、広い視野と柔軟な思考力

を持って、現代社会に広く対処できる人材を育成する。中核となる心理学

の科目は、基礎科目、5 つの分野の発展科目、実習・演習科目から成って

おり、幅広く重層的にこれらの科目を履修することで、心理学全体の専門

的知識と、データ解析や援助において心の事象を扱い深く理解する実践力

を習得する。 

・環境科学科 

環境科学科では、自然・社会環境に関する専門知識と、精神環境と歴史・

文化環境とに関する基礎知識を有し、持続可能な社会の実現に向けて、人

間社会の発展と環境保全のバランスを考慮した発言と提案、そして行動が

できる人材を育成する。中核となる自然・社会環境科目では、自然環境分

野の生態系（動物）、生態系（植物）、物質循環の 3 領域に、社会環境をあ

わせた 4 領域の科目を用意し、自然環境分野と社会環境分野との双方の分

野の教養を得るに必要な単位数と、専攻する領域の科目を修得させること

で、全体を見通すことができる教養と、特定領域について特化した体系的

専門知識を修得させる。 

【看護学部】 

「カリキュラム・ポリシー」は「履修の手引き」及び大学ホームページによって周知さ

れている。さらに教育理念、教育目標、教育課程の関連が図で示されている。カリキュ

ラム・ポリシーは次のとおりである。 

カリキュラムは、教育目的・目標に則り、豊かな人間性と広い視野および倫理観を持

ち、科学的・専門的な「知識や技術」を確実に修得し、それに基づく「看護専門職者と
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しての判断力」を駆使し、「看護の質向上に向けた探究心」をもち、継続的自己学習がで

きる高い看護実践能力を身につけた人材の育成を目指し、編成している。 

カリキュラムは、看護師国家試験受験資格取得を目的とする看護師課程が基本である。

これに保健師国家試験受験資格を取得する保健師課程、養護教諭一種免許状を取得する

養護教諭課程を開講している。また、本学部のカリキュラムの特色は、看護師課程の学

生のキャリア形成の基礎力を強化するプログラムとして、学生が自身の志向するキャリ

アに基づいて自由に選択できる小児看護、がん看護、認知症看護、在宅・終末期看護の

4 つの選択強化プログラムを作成している。さらに文部科学省指定規則科目にはないが、

グローバルな視野をもって国際社会に貢献できる国際看護学領域の 6 科目を設けている。 

【松山看護学部】 

「カリキュラム・ポリシー」は「カリキュラム・履修の手引き」及び大学ホームペー

ジによって周知されている。さらに教育理念、教育目的、教育目標、教育課程との関連

が図で示されている。カリキュラム・ポリシーは次のとおりである。 

教育目的・目標に則り、「対象となる人々が健康に生きることを支援する看護、より健

康な地域社会の発展に貢献する看護」を理念とし、人間の尊厳に基づいた豊かな人間性

を培い、ヒューマンケアの実践能力を身につけ、人々のライフサイクルに応じた多様な

健康ニーズに対応できる広い視野で、科学的・専門的な知識と技術に基づく探求心をも

って質の高い看護実践ができる自立した看護職者の育成を目指す。また、「豊かな人間性」、

「広い視野と高い倫理観」を持ち、専門分野に関心を持ち、それにふさわしい能力を追

及できる科学的・専門的な「知識や技術」を確実に獲得できる教育を行う。さらに、そ

れに基づく「判断力」を駆使し、多職種と連携して地域環境に根差した社会貢献ができ

る看護観をもち看護の向上を求める「探究心」により努力を惜しまず、グローバルな視

野を持ち国際的に活躍できる高い看護実践能力を身につけた人材となるよう教育課程を

編成している。 

具体的には、看護師国家試験受験資格を目的とする看護師課程を基本とし、これに保

健師国家試験受験資格を取得する保健師課程を開講している。また、4 年生で学べる小

児看護、がん看護、認知症看護、在宅・終末期看護 4 つの領域の選択強化プログラムを

設定し、看護師課程の学生のキャリア形成の基礎力を強化する特色あるカリキュラムを

構成している。さらに文部科学省指定規則科目にはないが、グローバルな視野をもって

国際社会に貢献できる国際看護学として 5 科目を設けている。開学 3 年目の令和元年度

はグローバルな視野を育成するため、タイ国 BCNR の教員や学生と交流を図る海外研修を

行った。令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、海外研修は中

止とした。 

【看護学研究科】 

博士前期・後期課程の理念、教育目的、教育の目標、並びにカリキュラム・ポリシー

は「大学院要覧」及び大学ホームページによって周知されている。 

カリキュラム・ポリシーは次のとおりである。 

看護学研究科は、「看護教育管理学」「実践看護学」「広域看護学」「助産学」の４分野

における 7 の専門領域を設定し、研究と実践能力の向上をめざし、看護実践の研究能力

向上のためのグローバルな幅広い教育課程を編成する。 
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博士前期課程では、看護の実践・管理・教育の改善・改革をめざした研究に取り組め

る教育課程を編成し、看護を提供する場を構造的に把握し、組織的に取り組める教育を

行う。さらに、研究的視点を持ち多職種と連携してサービスの変革に取り組める教育を

実施し、看護職者のリーダーや教育者として機能できる能力を身につけた人材となるよ

う教育課程を編成している。 

博士後期課程では、国際的学際的教育研究ができる教育課程を編成し、看護の実践と

看護教育の向上のための研究教育を行う。周辺地域、国内、国際的視点から健康への戦

略を考える教育研究を実施し、国際的交流をもって教育研究ができる体制づくりを行い

学生の研究に反映できるように教育課程を編成している。 

 

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 

【平成 29～令和 2 年度入学生】 

ディプロマ・ポリシーでは、「各専門分野の学問を実践的に修め、広い視野と柔軟な思

考力によって社会貢献できる者に学位を授与する」という記載がある。これに対応して、

心理学科のカリキュラム・ポリシーには「単に心理学という専門分野の知識を有した人

材ではなく、自然・社会環境、歴史・文化環境の知識を有し、広い視野と柔軟な思考力

を持って、現代社会に広く対処できる人材を育成する」また、環境科学科のカリキュラ

ム・ポリシーには「自然・社会に関する専門知識と精神環境と歴史・文化環境とに関す

る基礎知識を有し、持続可能な社会の実現に向けて…発言と提案、そして行動ができる

人材を育成する。」という記載がある。このことから、カリキュラム・ポリシーとディプ

ロマ・ポリシーとの一貫性が認められる。 

 

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 

本学部の教育課程は、カリキュラム・ポリシーにしたがって体系的に編成されている。 

【平成 29～令和 2 年度入学生】 

（心理学科） 

１年生では、自然・社会環境科目や歴史・文化環境科目および学部共通科目も履修

しながら、「心理学概論」、「心理学研究法」などの授業をとおして、必要な基礎知識

を身に付ける。２年生では、専門的な講義によって心理学をより深く学ぶとともに、

実習科目も履修する。３年生では、論文や文献をとおして心理学の知識を深めながら

関心のあるテーマについてプレゼンテーションを行い、自分の研究テーマを選んでい

く。４年生では、各自の研究テーマを追究し、卒業論文にまとめる。以上のように、

カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成が認められる。 

（環境科学科） 

１年生では、精神環境科目や歴史・文化環境科目および学部共通科目も履修しなが

ら、生態系、物質循環、社会環境の３分野を広く履修する。２年生では、３領域のい

ずれかを選択し、それぞれの分野の専門知識を深める。３年生では、少人数での演習

（ゼミ）による、より高度な教育が始まる。４年生では、卒業論文に取り組む。以上

のように、カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成が認められる。 

【人間環境学研究科】 
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 本研究科の科目は、「人間環境学」をバランスよく学修するために「人間環境研究

指導分野」「臨床心理研究指導分野」「日本文化研究指導分野」の 3 分野から構成され

ている。 

1）カリキュラム体系の特徴 

 カリキュラム体系は研究指導分野ごとではなく、3 つの研究指導分野の科目群を「演

習及び実習科目」群と「講義科目」群に配置して一表で編成している。これは研究科

においても学部の主専攻・副専攻制度と同様の教育システムを取り入れるとともに、

人間環境を総合的に把握させるためである。「人間環境学」を学修する趣旨は単位の

配分にも表れており、修了必要単位 34 単位のうち「中心として研究する科目が属す

る研究指導分野の科目」が 16 単位以上、「中心として研究する科目が属する研究指導

分野以外の二分野の科目」が 8 単位以上（それぞれ 4 単位以上）となっている。この

他に、3 つの研究指導分野の教員、院生が一堂に会して研究発表と議論を重ねる「人

間環境学共同演習」4 単位を置いている。 

2）科目群の特徴 

 人間環境学研究科という 1 専攻での学修体制に基づき、以下の分野が設けられてい

る。 

(人間環境研究指導分野) 

 環境を人間存在の基盤であると同時に人間によって形成されていくものとする人

間環境の基礎理解に関する科目群となっている。①原論として「人間存在基礎論」、「文

化人類学」、「都市環境計画」を置く。②経済活動の視野から「科学技術と経済社会環

境」、「地域経済」、「環境政策」を置く。③環境評価・保全・リスクの視野から「環境

アセスメント」、「環境保全」、「環境リスク管理」を置く。④補完科目として「環境経

済学」、「資源循環型経済社会論」「環境倫理学」、「財務会計論」などを置く。 

(臨床心理研究指導分野) 

 精神や心のはたらきを、言葉や行動にとどまらず、深層の無意識世界を解明し理解

を深めるための科目群になっている。科目群は臨床心理士資格認定協会のガイドライ

ンに沿って編成され、臨床心理士の資格取得をめざす。①中核科目として「臨床心理

学特論」、「臨床心理面接特論」「臨床心理実習」などを置く。②専門知識や研究技法

等を目的に「心理学研究法特論」、「学習心理学特論」などを置く。③理論研究や具体

的臨床技法を目的に「臨床心理査定特論」、「心理療法特論」、「精神医学特論」などを

置く。本研究科は、臨床心理士資格認定協会より「第一種大学院」と認定され、必要

単位数を修得することにより臨床心理士試験の受験資格が得られる。 

(日本文化研究指導分野) 

 日本の様々な環境と人間との関わりの中で生まれた日本文化、そして日本の文化環

境の中でこれから新たに形成されるべき日本文化の可能性について学修する科目群

となっている。そのための原論として「比較日本文化論」、「比較日本古典文学」、「日

本近世教育文化論」などを置き、伝統と文化創造に関わる科目として「日本芸術・工

芸文化論」、「茶道文化論」、「庭園文化論」を置く。また、補完科目として「中国古典

文化特論」、「日本古代・中世史」、「日本近世社会」、「日本近・現代史」などを置く。 

3）履修上の条件と制限 



人間環境大学 

53 

 履修登録に当って、当該年度に履修しようとする授業科目について研究指導教員の

指導と承認を必要とし、履修登録用紙に研究指導教員の認印を必要とする。CAP 制は

実施していない。また、学部と同様に履修登録期間を設けている。現状では全く問題

点は見当たらない。 

【看護学部】 

本学部では、看護師国家試験受験資格を目的とする看護師コースがカリキュラムとし

ての基本である。加えて保健師国家試験受験資格を取得する保健師コース、養護教諭一

種免許状を取得する養護教諭コースを開講している。それぞれの科目の位置づけと学習

の便宜を図るため「カリキュラム・マップ」が作成されている。看護師基本コースの中

に、学生のキャリア形成の基礎力を強化するプログラムとして、学生が自身の志向する

キャリアに基づいて自由に選択できる、選択強化プログラムを作成した。これらは、小

児看護、がん看護、認知症看護、在宅・終末期看護の４つの領域で設定している。 

本学部には「看護師基本コース」「保健師コース」「養護教諭一種コース」の3つのコ

ースと「選択強化プログラム：小児看護」「選択強化プログラム：がん看護」「選択強

化プログラム：認知症看護」「選択強化プログラム：在宅・終末期看護」の4つの選択強

化プログラムが設けられており、それぞれの「履修モデル」が示されている。なお、1

年間に履修登録できる上限単位を原則「45単位」と定めるCAP制を設けている。 

１）看護師基本コース 

看護師基本コースは、看護師としての実践能力の向上を目指す基本コースであり、本

学部の教育のすべての基本である。基本的な看護師コースでは、必修科目に加えて、学

生自身の関心に従い、「基礎科目」の選択科目から6 単位以上、「基礎科目」「専門基

礎科目」「専門科目」の選択科目から自由に3 単位を選択できるようにし、学生のニー

ズに応える。 

本学部では、「国際看護学Ⅰ・Ⅱ」を必修としさらに国際看護学の選択科目を3 科目

設定することにより、グローバルな視野を持ち、将来国際貢献のできる看護職を養成す

る。さらに高い倫理観をもった看護職の養成として、1 年時に選択科目「生命倫理学」

を、また「看護学概論Ⅱ」をはじめとして、看護の専門領域の科目の多くで、倫理的課

題とそれへの対応を考察する内容を盛り込んでいる。加えて、4年後期の必修科目として

「看護倫理」および自己の看護観の再確認を目的とする「看護学概論Ⅲ」で基礎教育に

おける倫理観の構築の総仕上げを行う。専門分野に関心をもち、それにふさわしい能力

を養うために、専門的知識と技術の準備性を高める。 

4 年前期までの必修科目で、各領域において必要な知識と技術は学修できるようにし

ているが、4年後期に到達レベルが十分でない部分の知識と技術に焦点を当てた「ヘルス

アセスメントⅡ」により、到達レベルを担保する。また選択科目であるが、4年後期に看

護総合科目で、知識的理解が十分でない内容に焦点を合わせて学習する機会を設ける。

多職種連携は、3年次までの学修に留まらず4年前期の統合実習での学びをも含め、４年

後期必修科目の「チームケア論」でより実践的な学びに繋げる。大学院博士後期課程ま

でを有する総合看護教育機関を目指しているため、学部においても研究の基礎的能力を

習得することが必要である。そのため、「研究方法論」および4 年次通年で「看護研究」

の科目を設置している。 
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128 単位の卒業要件において、6 単位を基礎科目から、3 単位分をすべての選択科目

から習得できるため、基礎科目の教養に関連する科目の履修により、豊かな人間性を培

うという教育目標に対応し、学部の教育目標を到達するカリキュラムを構成している。 

２）選択強化プログラム 

看護師基本コースの中に、社会的ニーズの高さと学生の志向性を考慮して、４つの領

域（小児看護、がん看護、認知症看護、在宅・終末期看護）に焦点をあて、より具体的

な知識と技術を基礎教育の間に習得させることを目的として、選択強化プログラムを設

定している。 

選択強化プログラムはそれぞれ、2 年次から各プログラムの選択に必要な科目設定が

あるが、受講定員を定めた多くの科目は4 年次に配置している。これらの選択強化プロ

グラム設定には、学生の将来のキャリア志向に応えるという意義がある。 

「小児看護」「がん看護」「認知症看護」「在宅・終末期看護」のプログラムのねら

いは、看護学の基礎教育において、これらの領域の志向性の高い学生が、自身の将来設

計を構築していくことにある。これらの４つの領域の看護は、現在、そして将来も、よ

り専門的な知識と技術を必要とし、社会的ニーズの高い領域であるため、看護学の基礎

教育の中で、知識と技術やその統合をしておくと新人看護職としての実践への導入がよ

り円滑になると考え、これらのプログラムを設定する。 

社会的ニーズの高さと学生の志向性を考慮して、上記４つの領域に焦点をあて、より

具体的な知識と技術を基礎教育の間に習得させることを目的として、選択強化プログラ

ムを設定している。 

いずれのプログラムもそれぞれの選択必修科目（履修が各選択強化プログラムの選択

の条件となる科目）に加えて、専門科目３単位と履修推奨科目を設定している。 

「小児看護援助論Ⅲ」「がん看護援助論」「認知症看護援助論」「在宅・終末期看護

援助論」では、これらの領域で、さらに専門に特化した知識を学び、「小児看護技術論」

「がん看護技術論」「認知症看護技術論」「在宅・終末期看護技術論」では、技術を学

ぶ。「学外演習」では、各領域に関連する機関での見学や実践を通して、外部機関との

連携を図るための専門的な基礎知識を身につける。また、統合実習は必修であるが、プ

ログラム選択した学生は、その対象を主に看護する病棟で、複数の患者を担当し、病棟

のケアプランに則った看護、病棟の管理や病院の看護管理体制を学ぶ。新人看護師とし

て就職した際の準備性を高めるという統合実習の実習目的に合致するよう配慮し、実習

を展開することで、よりこのプログラムの学びの到達度を高いものにする。これらの選

択強化プログラムの卒業に必要な単位は132～134単位とする。 

①選択強化プログラム：小児看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目から「小児看護援助論Ⅲ」「小児看護技術論」「小児看護学外演習」「小児看

護演習」を履修し、合計132単位以上を履修する。「小児看護援助論Ⅲ」「小児看護技術

論」「小児看護学外演習」「小児看護演習」の4 科目4 単位は、このプログラムの学生

のみが履修できる。「組織とリーダーシップ論」「ストレスマネジメント論」は履修推

奨科目としている。 

②選択強化プログラム：がん看護 
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このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目から「がん看護援助論」「がん看護技術論」「がん看護学外演習」「がん看護

演習」を履修し、合計132単位以上を履修する。「がん看護援助論」「がん看護技術論」

「がん看護学外演習」「がん看護演習」の4 科目4 単位は、このプログラムの学生のみ

が履修できる。「組織とリーダーシップ論」「ストレスマネジメント論」「緩和ケア・

ターミナル看護論」は履修推奨科目としている。 

③ 選択強化プログラム：認知症看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目から「認知症看護援助論」「認知症看護技術論」「認知症看護学外演習」「認

知症看護演習」を履修し、合計132単位以上を履修する。「認知症看護援助論」「認知症

看護技術論」「認知症看護学外演習」「認知症看護演習」の4 科目4 単位は、このプロ

グラムの学生のみが履修できる。「老年疾病治療論」「人権擁護と成年後見制度」「組

織とリーダーシップ論」は履修推奨科目としている。 

④ 選択強化プログラム：在宅・終末期看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目から「在宅・終末期看護援助論」「在宅・終末期看護技術論」「在宅・終末期

看護学外演習」「在宅・終末期看護演習」を履修し、合計132単位以上を履修する。「在

宅・終末期看護援助論」「在宅・終末期看護技術論」「在宅・終末期看護学外演習」「在

宅・終末期看護演習」の4 科目4 単位は、このプログラムの学生のみが履修できる。「老

年疾病治療論」「医療経営論」「緩和ケア・ターミナル看護論」は履修推奨科目として

いる。 

３)保健師コース 

保健師コースは、保健師としての基礎的実践能力の習得を目指すコースである。選択

条件は、保健師国家試験受験資格取得を希望する学生であり、定員は14名程度とする。

本コースを選択し、本学部の卒業要件を満たし、かつ所定の科目の単位を修得した場合、

保健師国家試験受験資格が得られる。 

保健師コースの学生は、必修科目に加え、選択必修科目11 科目を履修する。具体的に

は、基礎科目の選択科目のうち「家族社会学」「社会保障論」の2 科目4 単位、専門基

礎科目の選択科目「人権擁護と成年後見制度」1 科目1 単位、専門科目の選択科目のう

ち「公衆衛生看護援助論Ⅰ」「公衆衛生看護援助論Ⅱ」「公衆衛生看護援助論Ⅲ」「公

衆衛生看護援助論Ⅳ」「公衆衛生看護学実習Ⅰ」「公衆衛生看護学実習Ⅱ」および「国

際看護学Ⅲ」「国際看護学Ⅳ」を履修し、合計140 単位を履修する。 

４）養護教諭コース 

養護教諭コースは、養護教諭としての基礎的実践能力の習得を目指すコースである。

選択条件は、養護教諭一種免許取得を希望する学生であり、20名の選抜を行う。 

必修科目に加え、本コースに必要な科目を選択する。2019年度以降入学生では、基礎

科目の選択科目のうち「日本国憲法」「フィットネススポーツ」「体育実技」「教育社

会学」「教育心理学」の5 科目8 単位、教職関連科目のうち「教職論」「教育原理」「道

徳の理論及び指導法」「教育方法論」「教育課程論」「生徒指導論」「特別支援教育論」

「特別活動論(総合的な学習の時間の指導法を含む)」「教育相談」「教育実践演習（養
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護教諭）」「特別支援インターン」「養護実習Ⅰ」「養護実習Ⅱ」の13 科目24 単位、

および専門科目広域看護学分野地域看護学領域の選択科目「学校保健」「養護概説」「健

康相談活動論」の3 科目6 単位、計38単位を修得し、本学部の卒業要件を満たし、合計

157単位を履修した場合、卒業時に養護教諭一種免許状の授与資格が得られる。 

【松山看護学部】 

カリキュラムは、看護師国家試験受験資格を目的とする「看護師基本コース」が基本

である。加えて保健師国家試験受験資格を取得する「保健師コース」を開講している。

保健師免許取得後、届け出により養護教諭二種免許の取得が可能となる。 

さらに、選択強化プログラムとして、「小児看護」「がん看護」「認知症看護」「在

宅・終末期看護」の4つのプログラムが設けられており、カリキュラム・マップにおいて、

それぞれの「履修モデル」が示されている。保健師コースおよび選択強化プログラムの

希望調査は1年次から実施し、自己のキャリアアップ形成への意識付けを図っている。 

 

1）看護師基本コース 

看護師基本コースは、看護師としての実践能力の向上を目指す基本コースである。看

護師基本コースでは、必修科目に加え学生自身の関心に従い、「基礎科目」の選択科目

から6 単位以上、「基礎科目」「専門基礎科目」「専門科目」の選択科目から3 単位が

選択可能であり、学生のニーズに対応している。 

本学では「国際看護学Ⅰ・Ⅱ」を必修、国際看護学の選択科目を3 科目設定すること

により、グローバルな視野を持ち、将来国際貢献のできる看護職を養成する。さらに高

い倫理観をもった看護職の養成として、1 年次に「看護学概論Ⅱ」等看護の専門領域の

科目の多くで、倫理的課題とそれに対応する内容を盛り込んでいる。1年次より専門分野

に関心をもち、それにふさわしい能力を養うために、専門的知識と技術の準備性を高め

ている。 

また、3年次の「研究方法論」では研究の基礎的能力を習得しつつ、4年次の「看護研

究」に備え、ゼミ制で学生個別に研究をすすめる準備性を高める。 

128 単位の卒業要件において、6 単位を基礎科目から、3 単位分をすべての選択科目

から修得できるため、基礎科目の教養に関連する科目の履修により、豊かな人間性を培

うという教育目標に対応し、学部の教育目標を到達するカリキュラムを構成している。 

 2）選択強化プログラム 

社会的ニーズの高さと学生の志向性を考慮して、より具体的な知識と技術を修得させ

ることを目的として、4領域の選択強化プログラムを設定する。は、「小児看護」、「が

ん看護」、「認知症看護」、「在宅・終末期看護」である。 

これら4つのプログラムのねらいは、看護学の基礎教育において、より専門的に学ぶと

いう志向性の高い学生が、自身の将来設計を構築していくことにある。これらの４つの

領域の看護は、現在、そして将来も、より専門的な知識と技術を必要とし、社会的ニー

ズの高い領域であるため、看護学の基礎教育の中で、知識と技術やその統合をしておく

と新人看護職としての実践への導入がより円滑になると考え、これらのプログラムを設

定している。 

①選択強化プログラム：小児看護 
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このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目から「小児看護援助論Ⅲ」「小児看護技術論」「小児看護学外演習」「小児看

護演習」「組織とリーダーシップ論」「ストレスマネジメント論」「緩和ケア・ターミ

ナル看護論」を履修し、合計135単位以上を履修する。「小児看護援助論Ⅲ」「小児看護

技術論」「小児看護学外演習」「小児看護演習」の4 科目4 単位は、このプログラムの

学生のみが履修できる。 

②選択強化プログラム：がん看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「臨床心理学」「カウンセリング」を、

専門科目成人看護領域の選択科目から「がん看護援助論」「がん看護技術論」「がん看

護学外演習」「がん看護演習」「組織とリーダーシップ論」「緩和ケア・ターミナル看

護論」「ストレスマネジメント論」合計135 単位以上を履修する。「がん看護援助論」

「がん看護技術論」「がん看護学外演習」「がん看護演習」の4 科目4 単位は、このプ

ログラムの学生のみが履修できる。 

③ 選択強化プログラム：認知症看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「老年疾病治療論」「人権擁護と成年後

見制度」「臨床心理学」「カウンセリング」を、専門科目「認知症看護援助論」「認知

症看護技術論」「認知症看護学外演習」「認知症看護演習」「組織とリーダーシップ論」

合計135 単位以上を履修する。「認知症看護援助論」「認知症看護技術論」「認知症看

護学外演習」「認知症看護演習」4 科目4 単位は、このプログラムの学生のみが履修で

きる。 

④ 選択強化プログラム：在宅・終末期看護 

このプログラムの学生は、専門基礎科目から「人権擁護と成年後見制度」「臨床

心理学」「カウンセリング」「老年疾病治療論」を、専門科目から「在宅・終末期

看護援助論」「在宅・終末期看護技術論」「在宅・終末期看護学外演習」「医療経

営論」「在宅・終末期看護演習」「緩和ケア・ターミナル看護論」合計135 単位以

上を履修する。「在宅・終末期看護援助論」「在宅・終末期看護技術論」「在宅・

終末期看護学外演習」「在宅・終末期看護演習」の4 科目4 単位は、このプログラ

ムの学生のみが履修できる。 

3）保健師コース 

保健師コースは、保健師としての基礎的実践能力の修得を目指すコースである。選択

条件は、保健師国家試験受験資格取得を希望する学生であり、定員は20 名とする。本コ

ースを選択し、本学部の卒業要件を満たし、かつ所定の科目の単位を修得した場合、保

健師国家試験受験資格が得られる。 

保健師コースのは、必修科目に加え選択科目11 科目を選択する。具体的には、基礎科

目の選択科目のうち「家族社会学」「社会保障論」の2 科目4単位、専門基礎科目の選択

科目「人権擁護と成年後見制度」1 科目1単位、専門科目の広域看護学分野地域看護学領

域の選択科目「公衆衛生看護援助論Ⅰ」「公衆衛生看護援助論Ⅱ」「公衆衛生看護援助

論Ⅲ」「公衆衛生看護援助論Ⅳ」「公衆衛生看護学実習Ⅰ」「公衆衛生看護学実習Ⅱ」

および「国際看護学Ⅲ」「国際看護学Ⅳ」を履修し、合計140 単位を履修する。 

養護教諭二種免許取得を希望する場合は、保健師コースの履修科目に加え「日本国憲
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法」「フィットネススポーツ」「体育実技」を修得し、保健師免許取得後申請により免許

状が取得できる。 

【看護学研究科】 

看護学研究科は、看護学部教育の延長上に構築され、教育目的を踏まえた教育課程を編

成している。4 つの分野（看護教育管理学、実践看護学、広域看護学、助産学）から成り、多く

の共通科目により幅広い視野を培い、選択した専門領域において優れた思考力と看護実践力

を育成している。 

１）博士前期課程 

博士前期課程では、看護知識・技術を基盤に看護学における学識を深め、グローバルな

視点で看護の問題解決や改善に取り組める科学的思考力と実践能力をもつ、倫理観の高い

看護実践のリーダー・管理者・教育者として活動できる人材を育成することを主軸に学修を編

成している。2020年4月に、愛知県内の私立看護系大学院で初めて「助産師養成課程」を開

設した。 

教育体系では、共通必修科目、専門科目からなる領域の知識を深めるように組み入れ、教

育指導をしている。分野別では、看護教育管理分野の 2 領域（看護教育学領域、看護保健

管理学領域）、実践看護学分野の 2 領域（エンド・オブ・ライフケア看護学領域、生涯発達看

護学領域）、広域看護学分野の 2 領域（地域看護学領域、国際保健看護学領域）、助産学

分野（助産学研究コース、助産学実践コース(助産師養成課程)）である。その領域ごとに主指

導教員の基に複数の指導教員が研究指導を行い、研究計画書及び論文指導にあたってい

る。さらに倫理観の高い看護実践のリーダー・管理者・教育者として活動できる人材を育成す

るために、自己領域の「演習ＭⅡ」を設定し、領域の特徴を活かした現場での実習を実施し

ている。このような実習体験は他の大学院ではみられない本学の特徴であり、学内で学修し

た理論的・科学的な知識を活かすことができるようにしている。 

２）博士後期課程 

博士後期課程の編成は、4 つを軸に授業展開をしている。一つは独創的研究力、看護学

を発展させる研究力、自立した研究者、高い教育力である。共通科目により科学者としての

分析力と総合力を培い、選択した専門領域で卓越した研究力・行動力・リーダーシップ能力

を育成するための教育課程を編成している。分野別では、看護教育管理分野の2領域（看護

教育学領域、看護保健管理学領域）、実践看護学分野の 2 領域（エンド・オブ・ライフケア看

護学領域、生涯発達看護学領域）、広域看護学分野の 2 領域（地域看護学領域、国際保健

看護学領域）、助産学分野（助産学領域）である。 

博士後期課程 1年次に開講する自己専門領域の看護学特論と看護学演習では研究に取

り組むための専門看護の内容を展開し、「看護学特別研究ＤⅠ」は各自研究を進めるための

研究指導を中心とした授業を展開している。2 年次では、1 年次の研究に基づいて、研究をさ

らに進めるための「看護学特別研究ＤⅡ」で深め、3年次では、2年次に進めた研究に基づい

た研究の成果を構築するための「看護学特別研究ＤⅢ」とする副論文と論文指導の要となる

ように授業展開をしている。主たる指導は主指導教員が行い、必要に応じて看護学近接領域

の教員が行っている。また、研究者として求められるグローバル・開発的学際的な視点を養う

ため、海外のコミュニティ、看護研究科主催の講演会・国際交流の場を設け、看護の専門性

を高めている。また、国際学会への発表、英語のライティング、ヒヤリングができる教育を開催
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し、学修を深めさせている。 

共通必修科目の「看護学研究特論D」では、担当教員は複数教育の教学体制を整え、さら

に、「疫学統計学 D」では、より科学的視点の判断基準のひとつである統計分析をより深める

体制をとっている。これらの各 2単位と自己専門領域の必修科目 10単位を合わせて 14単位

以上を必要な修了要件として設定している。さらに、修了要件科目ではないが博士前期課程

の特論科目を 10 単位まで自由に選択できるように設定し、研究者としての幅広い知識向上

に寄与できるように組み立てている。 

 

3-2-④ 教養教育の実施 

令和元年 9 月に、各学部のコアカリキュラムを活性化する体系的な教養教育を行う

ための全学共通科目を企画・立案し、本学教養教育の質的充実に資することを目的

とした、人間環境大学教養教育センターが設置された。 

【人間環境学部】 

 平成 24(2012)年度から導入されたカリキュラムでは職業教育に重点が置かれ、教養

教育は主に副専攻と専門教育の基礎として位置づけられる「全学共通科目」により整

備されている。新学科体制（心理学科／環境科学科）においても、「全学共通科目」

は「学部共通科目」と名称を変えて基本的に維持されている。 

 専門科目を履修するため、全学生が 1 年次に習得すべき「学部共通科目」として「基

礎ゼミナールⅠ、Ⅱ」「英語Ⅰ、Ⅱ」「情報実習Ⅰ、Ⅱ」「キャリアデザイン」が、そ

して本学の教育理念を学ぶ科目として「人間環境学」がすべて必修科目として設けら

れている。 

【看護学部】 

専門科目を履修するため、全学生が 1 年次に修得すべき基礎科目として「基礎ゼミナ

ール」「英語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」「コンピュータ基礎・情報処理法」「医療キャリアの基礎」、

さらに本学の教育理念を学ぶ科目として「人間環境学」を必修科目として設定している。 

【松山看護学部】 

本学の教育理念を学ぶ科目として「人間環境学」が必修科目として設けられている。

また、1 年次に修得すべき「基礎科目」として「英語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」「コンピュータ基

礎・情報処理法」を必修科目として設定している。他にも「医療キャリアの基礎」「基礎

ゼミナール」「社会福祉学」を必修科目とし、「家族社会学」「社会保障論」「日本国憲法」

「人間関係論」「愛媛を学ぶ」などを選択科目として専門看護職者としての人間と生活の

理解を学ぶ科目を設定している。 

 

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 

2-2-②-2 教授方法の工夫・開発について 

【人間環境学部】 

 FD 活動の評価とも重なる部分があるが、全学的には 1)コマシラバスの作成、2）単

位互換授業、3)情報機器を使った授業、4)専任教員の授業見学、5)学生による授業ア

ンケート、6）２学科の教授法の工夫・開発などがあげられる。 

1）コマシラバス 
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 本学は平成 24（2012）年度から授業概要(シラバス)だけでなく、15 回の授業の 1

回(コマ)ごとに、主題、内容の細目、キーワード、参考文献、復習・予習課題等を記

載し、さらに当該授業の履修判定指標を明示した一覧表「コマシラバス」を作成し、

学生に配布している。履修判定指標とは当該授業の理解度を判定する具体的事項で、

それに基づき、期末試験も作成される。このシラバスの作成によって、教員は授業の

計画性が高まるとともに、授業の重要事項の確認や進捗状況を管理でき、学生は毎回

の授業テーマ・概要、重要事項、予習・復習の課題等を容易に把握することができる

ようになるとともに、履修判定指標によって必須事項やポイントを効果的に学習する

ことができるようになった。また、シラバスに記載された復習・予習課題によって、

単位制を保つ教室外学修を推進する役割も担っている。令和元（2019）年度にはアン

ケートの実施回数、質問項目が 3 学部で統一されることとなった。さらに令和 2 年度

のコマシラバスは、授業回ごとの文字数の下限制限などが加わり、より詳細な内容と

なった。 

2）単位互換授業 

 授業科目の充実、他大学の特色ある授業の履修、学生どうしの交流等を図るために

他大学との単位互換授業を展開している。 

①海外大学単位互換制度 

 台湾東海大学と連携し、両国における地域の調査研究、異文化理解、語学研修を目

的に毎年度、相互に学生を受け入れて実施している。８月に愛知県内で、２月に台湾

で交流を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染予防の観点から実施が見送ら

れた。 

②愛知学長懇話会単位互換制度 

 愛知県内のすべての4年制大学が加盟している愛知学長懇話会単位互換制度に科目

の提供と学生の受け入れを行っている。 

3）情報・映像機器を使った授業 

 パワーポイント・ソフトを活用したスライド等の映像授業が増えている。そのため

授業に使用している全 35 教室のうち 27 教室にスクリーンが設置されている。現在の

ところスライド等情報・映像機器を利用した授業の実施は各教員の創意工夫によるも

のではあるが、その成果などを、年度末の FD・SD 研修会で「授業見学の総括」とし

て取り上げている。 

4）専任教員の授業見学 

 4-2-②で取り上げる。 

5）学生による授業アンケート 

 2-6 で取り上げる。 

6）2 学科の教授法の工夫・開発 

【人間環境学研究科】 

1）人間環境学共同演習 

 人間環境学の趣旨に則り、知の融合を図るために、3 つの研究指導分野の教員、大

学院生が一堂に会する演習（2 年連続）を行っている。修士論文の作成に向けた研究

過程・成果の発表と質疑応答による演習形式であるが、他の研究指導分野の大学院生
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にも理解できるプレゼンテーションを行うことを課している。 

2）充実した実習・演習 

 臨床心理研究指導分野は、(財)日本臨床心理士資格認定協会指定の第一種大学院と

しての質的保証が認められる授業を展開している。特に、実習・演習科目の充実のほ

か、大学付設の臨床心理相談室や学外の精神科病院、精神科クリニック、学校・施設

等での実習を通じた技能訓練に力を入れている。その成果として令和 2 年 3 月修了生

の臨床心理士資格試験合格率は 100％（3 人受験）であった。 

【看護学部】 

 本学部では、①看護師国家試験受験資格に加えて、GPA値と選抜試験を行うことに

より②保健師国家試験受験資格や養護教諭一種の資格がとれるコース、③4つの専門

的な選択強化プログラム（小児看護、がん看護、認知症看護、在宅・終末期看護）を

設けている。さらに、④国際看護教育として基礎英語を必修とし、国際看護学Ⅰ・Ⅱ

を必修科目、Ⅲ・Ⅳを選択科目として開講し、国内で国際的な看護を行っている病院

での国際看護学実習、国際看護学海外研修の実施、⑤小グループ制で複数教員による

相談指導体制、⑥技術力を高める自主トレーニングルームの設置、⑦地域の人々とつ

ながるボランティア活動などを含む地域貢献室の活動、⑧職場を選ぶためのキャリア

デザイン支援室の設置、⑨国家試験支援室における指導・相談体制、という教育上の

特徴がある。今後データを蓄積し実績の評価を行う。 

【松山看護学部】 

本学部では、①看護師国家試験受験資格に加えて ②GPA値と選抜試験を行うことに

より保健師国家試験受験資格が取得可能なコース、③4つの専門的な選択強化プログ

ラム（小児看護、がん看護、認知症看護、在宅終末期看護）、④国際看護学教育では

基礎英語を必修とし、国際看護学Ⅰ及び国際看護学Ⅱをは必修、国際看護学Ⅲおよび

国際看護学Ⅳを選択、グローバルな視点で看護実践や研究を展開する基礎的能力を養

う国際看護学海外研修、⑤学生を小グループで複数教員が指導するメンター制、⑥技

術力を高める自主トレーニングルーム、⑦地域の人々とつながるボランティア活動な

どを含む地域貢献センター運営委員会松山看護学部部会、⑧職場を選ぶための就職支

援委員会、⑨国家試験対策委員会を置き、指導や相談が日常的に行われる、という教

育上の特徴がある。 

 本学部では今年度はトライアルとしてコマシラバスを導入することにより、授業へ

の効果的な活用に結び付けている。 

すべての科目を対象に前期と後期に授業見学を行い、相互の教育力向上や授業改善

のための機会を設けているが、今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ため、授業見学は中止とした。 

【看護学研究科】 

 看護学研究科では、就業と両立できるように長期履修制度を設け、さらに、開講時間を学

生の就業時間に合わせて計画している。その内容は月曜日から金曜日までは 18：00～21：10

で行い、土曜日は 9：00～21：10 で教育内容を編成し、教育を提供している。 

１）博士前期課程 

看護教育学領域は、看護の教育の質向上のための教育内容・教育方法・教育環境等の
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諸課題に取り組み、看護学における発展と社会に貢献する研究者を育成するための教育課

程を編成している。看護保健管理学領域は、看護保健におけるシステム改善や改革、看護

職員の効果的な組織化や運営のあり方の開発、改善方法を具体的に展開できるよう授業展

開をしている。エンド・オブ・ライフケア看護学領域では、終末期を迎えるすべての対象者や

その家族に焦点をあて、治療、意思決定、緩和ケアを含む幅広い視点でのケア実践による高

度な専門的技術と専門的知見を持って QOL を高める効果的な支援方法を探るための教育

指導を積極的に展開している。生涯発達看護学領域は、臨床現場において高度な学識と行

動力を持って実践と研究の両面から、小児看護学における看護研究者としての能力をもつ人

材を育成するための教育編成をしている。広域看護学分野は、地域で生活している人々の

健康ニーズに応えるために国内外のフィールド演習での異文化の理解と適応を行うための知

識や研究課題を探求するグローバルな視点を養う教育編成をしている。また、地域看護の地

域コミュニティ、あるいは都道府県などの法制度を含む多様な地域住民のニーズに対応する

看護発展ができるように教育環境を整えている。さらに、広域看護学分野では、地域の人々

の心身の健康レベルに対応したケアは大府市の協定の一つに加えている。助産学分野

（2020 年 4 月新設）では、ハイリスクに対する助産実践の強化、対話力の強化、臨床のリーダ

ーとなるコーディネート力の強化を図り、母子保健や周産期を取り巻く様々な課題をとらえ助

産ケアに取り組む能力を育成するための教育課程を編成しており、修士（助産学）の学位が

取得できる。 

特別研究指導では、2 年間で終了できるためのプロセスを実践している。その内容は、指

導教員の決定から研究計画書の立案、計画発表、中間発表、最終発表会等の研究過程を

実施し、定められた論文審査委員会から修士論文の審査及び最終試験を受けるための指導

を行っている。平成 29 年度には博士前期課程修了生の 1 期生を輩出した。 

２）博士後期課程 

看護教育学領域は、看護学を学ぶ者に効果的な教育を実践するためのプログラムや展開

方法を追究し、看護教育の改善・改革をめざした研究に取り組むための教育課程を編成して

いる。看護保健管理学領域では、看護管理の発展のために看護政策における課題設定と提

言、看護保健におけるシステム改善や改革、看護職員の効果的な組織化や運営のあり方に

関する研究、看護現場の発展を図るために研究と実践の循環的発展を実践科学として実証

的に発展させる自立した研究者を育成するための教育課程を編成している。エンド・オブ・ラ

イフケア看護学領域は、終末期を迎える、がんの患者、がん以外の患者を対象とした緩和ケ

アを含む幅広い視点による終末期ケアの高度な専門的知見を持って死の QOL を含めた総

合的な研究指導を実践している。生涯発達看護学領域では、研究者として知識、技術を駆

使して看護課題の取り組みによってこの解決を図るための研究を行うためのケアプログラム開

発やケアシステムの構築、改革などをめざすことを重点においた教育指導を行っている。広

域看護学分野は、地域社会で生活している人々の健康ニーズに応えることをグローバルな視

点から探求し、高度な学識と行動力を備えるべく研究者として教育指導を行っている。 

特別研究指導では、3 年間で終了できるためのプロセスを実践している。その内容は、指

導教員の決定から研究計画書の立案、計画発表、中間発表、最終発表会等の研究過程を

実施し、定められた研究計画書審査、論文審査委員会から博士論文の審査及び最終試験

を受けるための指導を行っている。 
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（3）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

 基本方針として、アンケートの充実や独自の情報収集による実態などの正確な把握、

並びに組織的な問題の分析、改善計画の立案、対策の効果に関する検証を行う仕組み

を確立し、今後も PDCA サイクルを推進する。 

【人間環境学部】 

 平成 29（2017）年度末に図書館にラーニング・コモンズが開設された。今後、指導

項目の到達目標を明確にしたうえでのアクティブラーニングをはじめとする効果的

な授業方法の研究や開発に取り組むとともに、来館者数の増加を図る。 

1）新カリキュラムの学習効果測定 

 ２学科体制の完成年度を迎えるが、その学習効果を総合的に測定するために、学生

の平均単位取得数、平均 GPA 等を使って評価を継続する。 

2）FD 活動の強化 

 個別授業についての FD 活動が遅れている。その改善については 4-2-②で取り上

げる。 

【人間環境学研究科】 

1）開講科目の検証 

2017（平成 29）年度より、２学科体制となったことと、臨床心理研究指導分野を中

心に学修する大学院生が多いことを考慮し、授業ニーズも観点に入れながら、将来的

に人間環境研究指導分野と日本文化研究指導分野の科目群を検証し、バランスのとれ

た科目配分とする。 

【看護学部】 

1)カリキュラムの学習効果の評価 

 学習効果を総合的に評価するため、学生の平均単位取得数、平均 GPA 等を使って第

1 期生卒業時に最終評価を実施する。学部では CAP 制を導入し、1 単位を取得するた

めの学習時間を踏まえ、1 年間に履修登録できる上限単位を「45 単位」と定めている。

ただし、養護教諭一種免許状取得のための資格科目は CAP 制の対象外である。 

【松山看護学部】 

1）カリキュラムの学習効果の評価 

学習効果を総合的に評価するため、学生の平均単位取得数、平均 GPA 等を使って第

1 期生卒業時に卒業判定を実施する。学部では CAP 制を導入し、1 単位を取得するた

めの学習時間を踏まえ、1 年間に履修登録できる上限単位を「45 単位」と定めている。 

2）アクティブラーニングの活用 

アクティブラーニングを取り入れ、学生自身が主体的に課題内容を選択しグルー

プで学外に出かけ、インタビュー調査や学んだことを発表、質問、振り返りを行い、

自己評価と他者評価ができるような授業方法の工夫を行う。 

3）ブリッジ教育 

   大学教育にスムーズに移行できるためのブリッジ教育を行った。特に、専門基礎

科目及び専門科目への基礎作りとして、国語、生物、化学、数学の 4 科目を正課外

授業として学修支援を行った。その計画と担当講師の対応、実施後アンケートから
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振り返りを行った。 

4）看護教育モデル・コア・カリキュラム新カリキュラム移行の準備 

看護教育モデル・コア・カリキュラムで検討した内容をもとに、カリキュラム

改正委員会が中心となり、教育理念、教育目標、3 つのポリシーおよびカリキュラ

ムについて見直しを行った。2022 年新カリキュラム導入のため、9 月の文部科学

省への申請に向け準備中である。 

 

【看護学研究科】 

1)博士前期課程の学生募集に結びつくコース、分野の新設 

 博士前期課程のカリキュラムでは、十分な学生募集に結びついていないことを踏ま

え、社会情勢を反映するよう検討し、演習 MⅡの選択制等現行のカリキュラムの見直

しを行った。 

 

3－3 学修成果の点検・評価 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果の

フィードバック 

（1）3－3 の自己判定 

基準項目 3－3 を満たしている。 

 

（2）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 

【人間環境学部】 

1）授業アンケート、シラバスアンケート 

 すべての授業科目を対象として、主に授業改善を目的とした「授業アンケート」と、

授業の適正・理解度・満足度の測定を目的とした「シラバスアンケート」を実施して

いる。実施時期については、授業アンケートは前期授業期間と後期授業期間にそれぞ

れ中間時点で 1 回ずつ計 2 回、シラバスアンケートは前期及び後期の試験終了時にそ

れぞれ 1 回ずつ計 2 回、すべての開講科目を対象に実施している。 

・授業アンケート実施期間 

前期：令和 2(2020) 年 6 月 23 日～6 月 28 日 

後期：令和 2 (2020)年 10 月 28 日～11 月 2 日、11 月 10 日 

・シラバスアンケート実施期間 

前期：オンライン試験：令和 2(2020)年 8 月 24 日～29 日 

   レポート課題：令和 2(2020)年 9 月 14 日 

 後期：筆記試験：令和 3(2021)年 1 月 25 日～2 月 6 日 

レポート課題：令和 3(2021)年 2 月 15 日 

アンケート項目は、新カリキュラムが導入された平成 24（2012）年度に「コース長・

教養・国際教育センター長会議」が作成したものをもとにして、教学マネジメント委

員会で検討したものを使用しており、学生の自由記述欄も設けている。質問項目につ
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いては、今後制度変更があればそれに応じたものになるように同委員会で検討してい

くこととなる。今年度は、コロナの影響で遠隔授業が実施されたため、「私語」につ

いての質問項目が「授業のわかりやすさ」へと変更された。 

 回収されたアンケートの集計はコンピュータにより処理されている。アンケート結

果は担当教員にフィードバックされ、授業内容や教授方法の改善に役立てるとともに、

科目担当教員には集計結果と自由記述に対する所見の提出を義務づけている。アンケ

ート結果の公表は、教員の所見とともに、本学ホームページの学生 WEB 掲示板に授業

科目ごとに掲載している。「授業アンケート」結果に教員からのコメントがある． 

2) 資格取得状況 

 教育目的の達成状況の点検・評価方法の一つとして、資格取得状況が挙げられる。

人間環境学部では、専門科目に関連した資格取得に資するために「資格対策講座」（現

在、MOS・Excel、MOS・Word、ECO 検定、メンタルヘルス・マネジメント検定 II 種、

医療事務技能審査試験など）を開設するとともに、取得状況の調査及び分析を行って

いる。 

 合格率は年度ごとに上昇下降を繰り返しているが、特に低迷し続ける講座はない。

MOS・Excel では合格率 81.8%、 MOS・Word では合格率 81.8%であった。 

【看護学部】 

１）授業アンケート・授業見学 

履修者数が 5 名以上の全ての授業科目を対象として、授業改善を目的とした「授業ア

ンケート」を定期試験日に実施している。その結果を科目担当者にフィードバックする

とともに、学生からの授業改善に対する意見に対してコメントの回答をもとめ HP で公表

している。また学生からのアンケートをもとに各科目担当者が次年度にむけて改善をするととも

に、学部長・学科長でアンケート内容を確認し、必要時学生への聞き取り調査を行い、科目担

当者に指摘事項について改善を求める対応を行っている。 

２）資格取得に向けて 

令和2年度は3期生98名、既卒者2名が看護師国家試験を受験し、3期生98名、既卒者2

名が合格（100％）した。保健師国家試験は3期生10名が受験、10名が合格（100％）した。

国家試験対策は、国家試験対策委員会を中心に年間の計画を行い、模擬試験や学内教員

による強化講義、外部講師による特別講義を実施した。今後も国家試験対策委員会を中

心に資格取得にむけての取り組みを強化する。 

【松山看護学部】 

１）授業評価アンケート・授業見学 

 すべての授業科目を対象として、授業改善を目的とした「授業アンケート」を授業中

間日に実施している。また、定期試験終了後に「シラバスアンケート」を実施している。

その結果を科目担当者にフィードバックするとともに、学生からの授業改善に対する意

見に対してコメントの回答をもとめ公表している。 

 今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、授業見学は中止とした。 

２）資格取得に向けて 
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 開設初年次より、卒業時の資格取得に向けて国家試験受験対策講座を計画的に進め

ている。専任教員による補習授業・長期休暇中の課題・課題実施確認テスト等を行う

とともに、業者を使った模擬試験を実施している。 

 

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果の

フィードバック 

 【人間環境学部・人間環境学研究科】 

1）アンケート集計結果の総合評価 

 アンケート集計結果は、担当教員にフィードバックするとともに、「授業アンケー

ト」、「シラバスアンケート」実施のたびごとに学科会議でアンケート結果の評価およ

び改善点の検討を行ない、さらに学部会議で議題として検討し、組織的にアンケート

結果にもとづいた授業改善を実施している。 

【看護学部・看護学研究科】 

１）学生に対する授業評価アンケートの実施状況  

看護学部と看護学研究科の教学委員会と連携して、授業アンケートを前期終了時およ

び後期終了時に実施している。教員や学生への公開状況・方法として、アンケートの

公表は、授業アンケートの回答が 5 名以上いる科目とし、公表内容についてはアンケ

ート各設問についての評価・自由記載等に対する教員のコメントとした。また、前期

の授業アンケート集計結果は、本学ホームページの「教育情報の公開」のページに、

授業アンケートに対する教員からのフィードバックコメントを掲載した。 

２）アンケート集計結果の総合評価 

各教科目については学生による授業アンケート評価と各科目の到達度を評価して

いる。大学院については全科目毎に到達目標 4～6 を設定し各目標の到達度を 4 段階

で評価していた。毎年度、自己評価・自己点検の評価指標を用いて準備を行い質が高

い先駆的な教育が展開できる工夫を重ね、それらを年度毎にまとめ積み上げていく

予定である。この際に各科目の到達度評価は有効である。 

【松山看護学部】 

1） 学生に対する授業アンケートの実施状況 

オムニバスを含むすべての授業科目を対象として、授業改善及び学生の満足度の測定

を目的とした授業評価アンケート、シラバスアンケートを実施している。実施方法は

Google Forms を使用して Web で実施した。 

授業評価アンケート 

 ＜前期＞令和 2 年 6 月 29 日～7 月 3 日 

＜後期＞令和 2 年 11 月 2 日～11 月 28 日 

シラバスアンケート 

＜前期＞令和 2 年 8 月 31 日～9 月 4 日 

＜後期＞令和 3 年 2 月 21 日～2 月 3 日 

アンケートの実施に向けた計画は教学委員会が立て、Google Forms を利用して Web で

の回答とした。アンケート結果は科目担当教員にフィードバックされ、授業改善に役立

てるとともに集計結果及び自由記載に対するコメントの提出を依頼し、その結果をもと
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に各科目の評価平均点とコメント結果を公表した。松山看護学部学生と、教職員にのみ

PW を知らせ関係者が Web 閲覧できるようにしている。 

2） アンケート集計結果の総合評価 

 今後は学部内に設置した FD・SD プロジェクトと連携し、アンケート集計結果を総合的

に分析して課題の抽出を行い今後の教育活動に役立て、さらに質の高い教育を展開する

ための工夫をしていく必要がある。 

 

（3）3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

 教育目的の達成状況を総合的に評価する手法や評価項目を開発するために、以下の

ことに取り組む。 

1）アンケート項目の精査 

 教学マネジメント委員会が、より公正で、学生や社会のニーズも反映できるような

アンケート項目について研究する。 

2）アンケート集計結果の総合評価 

 自立した FD・SD 委員会が、アンケート集計結果を総合的に分析し、FD 活動の課題

抽出と実施の立案に役立てる。 

3）教育目的の達成状況の総合評価 

 教育目的の達成状況を総合的に評価するための評価手法を開発する。具体的には、全

学の単位修得状況、評点・GPA、就職率、退学率、授業アンケート集計などを評価項目と

する評価方法によって達成状況の評価を試行する。 

 

［基準 3 の自己評価］ 

 本学のディプロマ・ポリシーは、基準１で記述された教育の使命、目的等を踏まえて

策定されており、単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準も全てディプ

ロマ・ポリシーを踏まえたものになっている。また、各授業科目のシラバスに「履修判

定指標」が設けられるなど、諸基準が厳正に適用されている。 

教育課程及び教授方法については、教育目的を踏まえた教育課程編成方針が各学科の

カリキュラム・ポリシーで周知され、科目表により教育課程の体系的編成が明示されて

いる。また、詳細なコマシラバスにより、それぞれの科目における習得内容と水準が学

生に示されている。 

教育目的の達成状況の評価とフィードバックに関しては、期中に実施される授業アン

ケートの結果により後半の授業を改善し、期末に実施されるシラバスアンケートでは、

学生の最終的な達成度を期末試験によりどの程度測定できたかを確認する仕組みが確立

されている。 
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基準 4 教員・職員  

 

4－1 教学マネジメントの機能性 

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの

確立・発揮 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

（1）4－1 の自己判定 

基準項目 4－1 を満たしている。 

 

（2）4－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確立・発

揮 

 学長は、学長選考規程に基づき理事会が学長候補者を選考し、理事長によって任命さ

れ、大学校務を掌り所属職員を統督している。 

副学長は、学長の意見を聴いて理事長から任命され、学長の命を受け、大学の管理運

営のために設置する学長室の運営を担当する副学長 1 名を置き、それぞれの校務を所掌

している。 

 研究科長は、大学院運営に関する規程に基づき学長が研究科長候補者を選考し、理事

長から任命されることになっており、学長の意向が反映される体制となっている。 

  教授会は、学長が教育研究に関する重要な事項を決定するに当たり、意見を述べるこ

とや、学長の求めに応じ、教育研究に関する事項について意見を述べることを教授会規

程に具体的に明記している。また、教授会および研究科委員会の審議を円滑にするとと

もに、大学の管理・運営に関して学長を補佐するために運営会議が置かれている。以上

のように、学長がリーダーシップを発揮するための補佐体制が整備されている。 

  大学の教育研究事業を発展させるためのひとつとして、学長のリーダーシップを発揮

し、平成 29 年度に初めて措置した学長裁量経費により、３学部に対してテーマを定めて

公募し、採択のうえ事業を実施した。平成 29 年度は「授業開発のための萌芽的研究」を

採択テーマとした。    

  平成 30 年度は、各キャンパスにおける所在地域との地域連携事業を採択テーマとして

実施したが、３キャンパスで実施した市民講座などには多くの参加者があり、参加者や

自治体からも好評との評価を得た。 

平成 31（令和元）年度は、地域住民との連携事業推進のため、実習農地への倉庫およ

び農地へ蒔く種の購入を行った。 

 令和 2 年度は、当該年度のシラバス（本学ではコマシラバスを採用）において、学部

ごとに最も優れたシラバスを選出し、顕彰を行った。このことにより、次年度以降のシ

ラバス執筆において、より学生視点に立った活用できるシラバス作成の促進につなげる。 

 

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築 

人間環境大学では、建学の精神である「人間環境学の探求」に則った教育の理念で
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ある「建学の精神に則り、人間環境に関する該博な知識と深い理解力を備え、すぐれ

た見識をもって人類と国家社会に貢献できる有為な人材の育成。」に沿って運営する

ため、「運営会議」「教学マネジメント委員会」を置いている。 

運営会議は、教授会および研究科委員会審議を円滑にするとともに、大学の管理・

運営に関して学長を補佐するものであり、(1)教授会および研究科委員会に提議される

事項、(2)大学の管理・運営に関する重要事項を審議することとし、学校法人河原学園

理事会への上程の有無についても確認している。 

また、人間環境大学学長室に置かれている「教学マネジメント委員会」では、人間

環境学部、看護学部、松山看護学部、大学院人間環境学研究科、および大学院看護学

研究科間の教育・研究、事務、その他の運営等に関して、連携および調整を図ること

を目的とし、下記について審議することを所管業務としている。 

（1）教育課程の編成に関する全学的な方針の策定に関する事項 

（2）学部・研究科間の教育・研究の活性化に関する事項 

（3）学部・研究科間の教育・研究の連携に関する事項 

（4）学部・研究科間のＦＤ・ＳＤに関する事項 

（5）学部・研究科の規程および運営に関する事項 

（6）学部・研究科間の教育課程における事務体制および事務処理等の連携に関する

事項 

（7）その他学長が取り上げる事項 

 

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性 

 人間環境大学の事務組織は、「学校法人河原学園事務分掌規程」に基づき整備され

ている。平成２９年度からの事務局の体制として、大学本部に総務課、教務課、入試・

広報部、学生支援課の４つの部門を置き、岡崎キャンパスの同じ４つの部門を兼ねる

こと、松山キャンパスにも岡崎キャンパスと同様の部門を置き、大府キャンパスには

入試・広報部以外の３部門を置いている。 

 大学本部および岡崎キャンパスの学生支援課は就職・進路相談室を内包し、学長の

統括のもと、明確な所掌範囲を定め、事務組織の全体にわたって系統的に構成されて

いる。    

  事務組織の権限の適切な分散と責任の明確化に配慮するため、事務局長、事務局次

長、入試・広報部長、岡崎キャンパス事務部長、大府キャンパス事務部長、松山キャ

ンパス事務部長、課長、室長、課長代理、係長、課員の職階を設け、適切な意思決定

が図られるよう運営している。 

 事務局長および事務局次長は、理事会及び評議員会に毎回陪席しており、それらの

決議事項、報告事項について、定期的に開催する管理職ミーティングで各キャンパス

の各部課長に周知している。 

管理職ミーティングは、３キャンパス間でＴＶ会議により行われ、学年暦に加え月

次の行事・業務スケジュールを共有するとともに、大学事務運営の円滑化を図ってい

る。 

さらに各部署の課では、パート職員も含めて課員全員により、毎朝ミーティングを
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行い、部署内の当日あるいは数日間のスケジュールを確認し合い、業務遂行に当たっ

ている。これに基づいて、各課長は業務の進捗状況を管理監督し、事務局長等と協議

の上、必要に応じて他部署に応援を求めるなど臨機応変にマンパワーの調整を行って

いる。 

（3）4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

平成３０年度に、新たな大学ビジョンを策定し、学長のリーダーシップによる大学

のガバナンス改革を推進していくこととしている。 

 具体的には、①人間環境大学の将来構想「人環大ビジョン」の策定、②「人環大ビ

ジョン」の実現に向けた改善計画「アクションプラン」の策定・実施、③自己点検評

価体制によるＰＤＣＡサイクルの確立、④学長の補佐体制の強化などについて、学長

がリーダーシップを発揮して実現を図り、これらの４項目の推進に取組んだ。 

 また、人間環境大学の運営にあたって、設置者である学校法人河原学園との関係は

極めて重要であり、学長は理事として月一度開催される理事会には必ず出席してい

る。理事会では、大学現況を報告するともに、学長が作成する「学長報告」では、学

長が大学内外の重要なことがらについて理事会に報告し、大学運営と理事会双方の意

思疎通を図る取組みを行っている。 

 

4－2 教員の配置・職能開発等 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開

発と効果的な実施 

（1）4－2 の自己判定 

基準項目 4－2 を満たしている。 

 

（2）4－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 

人間環境学部、看護学部、松山看護学部の教員数は、設置基準を満たしている。人間

環境学研究科、看護学研究科の教員数も、設置基準を満たしている。人間環境学部の教

員の年齢バランスは、31 歳～65 歳までの年齢各層は概ねバランスが取れている。看護学

部の教員の年齢バランスは、31 歳～70 歳代までの年齢各層は概ねバランスが取れている。

完成年度後の教員組織を見据えた採用計画に基づき、定年規程の適切な運用に努めるべ

く、教員組織編制の将来構想について検討を進めた結果、完成年度後、定年規程に定め

る退職年齢を超える専任教員については、原則として雇用契約を更新しない方針を定め

ることとした。これにより、完成年度後の教員組織においては、年齢構成の面で大幅な

改善となる。松山看護学部については、初年度終了時に完成年度の１/２以上の教員が既

に就任しており、完成年度までに必要教員数を満たす計画である。 

 

人間環境大学では、人事に関する事項を審議するため、人事審議会を置いており、学

長の諮問を受け下記を所管業務とすることとしている。 
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（1） 教育職員の採用および昇任に関すること 

（2） 教育職員の不利益処分に関すること 

（3） 教育職員の資格審査に関すること 

（4） その他人事に関する重要な事項 

人事審議会規程では、本学教員が具備すべき基礎条件、教授・准教授・講師・助教・

助手がそれぞれ具備すべき条件、その他が明記されている。新任教員の採用、あるい

は既存教員の昇任の必要がある場合の手続きでは、学長が理事長との協議に基づき、

運営会議においてその専門分野と職階を定め、これを教授会構成員に周知せしめるこ

とにしている。 

 大学院の教員資格審査については、「人間環境大学 大学院修士課程担当教員資格

審査内規」に基づいて行われている。 

  

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施 

1）FD 活動の計画・実施体制 

【人間環境学部】 

 平成 27(2015)年度には組織としての責任体制を明確にし、FD 活動を向上させるた

めに、学長直轄の FD 委員会が組織された。FD 委員会発足後も、アンケート結果は学

科会議および学部会議で評価・検討がなされ、優秀な結果であった授業科目について

は顕彰を行い、結果が悪かった授業科目については、改善計画書の提出を義務付けて

いる。更に平成 29（2017）年度からは、FD・SD 委員会に改称し、教学的見地のみで

なく、大学行政職としての視点での研修を、教職協働で行うことに努めている。 

2）専任教員による授業参観 

 専任教員どうしが、授業を見学し合い、教授方法等について互いに学び、意見を交

換して授業改善をする「授業見学」を実施してきた。毎年 10 月頃に一定期間を定め

て専任教員による授業見学を実施している。見学後、「授業見学感想メモ」（授業方法

等の参考点や意見等を記述する）を見学授業担当教員に渡すとともに、教授会にも報

告している。しかし、見学参加は自由意志によるものであり参加者数は下表に示すよ

うに低調であったため、平成 26(2014)年度以降は全教員参加による授業見学を実施し、

そのアンケート結果をまとめて全教員に報告している。 
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表 4-2-3 年度別授業見学件数 

 

年

度 

平成

23 

(2011) 

年度 

平成 

24 

(2012) 

年度 

平成 

25 

(2013) 

年度 

平成 

26 

(2014) 

年度 

平成 

27 

(2015) 

年度 

平成

28 

(2016) 

年度 

平成 

29 

(2017)

年度 

平成

30 

(2018) 

年度 

令和 

元 

(2019) 

年度 

令和 

2 

(2020) 

年度 

見

学

件

数 

5 4 3 28 22 26 22 25 30 36 

  

事例研究や先進的な授業方法の紹介などの啓蒙・啓発や授業改善のための研修（講

習・実習方式）は十分であるとは言えないものの、授業アンケート結果を全教員に公

表することで、授業見学の対象となる参考とすべき授業を選定する資料が提供され、

それに基づいて授業見学が全教員によって実施されたことは評価したい。 

なお、平成 28（2016）～令和 2（2020）年度には 2 月下旬に「授業見学感想メモ」

の集計を資料としてワークショップ形式の総括を行っている。平成 29（2017）年度以

降には、前年度の授業アンケート評価で顕彰を受けた 3 名の教員による授業方法に関

する講演も行われている。 

【看護学部】 

1）FD 活動の計画・実施体制 

 看護学部開設当初は、学部と研究科単独の委員会として FD 委員会を組織したが、

FD に関する事項は全学的に扱うことが相応しいと判断し、平成 27 年 6 月に全学的な

組織として FD 委員会を再編し、看護学部・看護学研究科 FD 分科会を設置した。看護

学部及び看護学研究科のカリキュラムポリシーとディプロマポリシーに基づいて教

育目的を達成するため、教員が理解し、共有するために FD 研修会を定期的に開催し

た。平成 29（2017）年度からは、FD・SD 委員会に改称し、教育的見地のみでなく、

大学行政職としての視点での研修を、教職協働で行っている。 

実施内容は、教員の資質向上、大学を取り巻く諸課題に対する対応、学生による授業

評価等、適切な教育評価システムの研究・提案・実施、及び実施結果分析とその活動、

FD・SD 活動に関する情報・資料の収集及び広報活動である。 

 平成 29 年度から令和 2 年度で年に複数回 FD・SD 研修会を開催し、9 割程度の教職

員が参加をしている。また令和元年度には、授業改善の一環として、学生との意見交

換会を実施した。 

【松山看護学部】 

1）FD 活動の計画・実施体制 

 松山看護学部においては学部内組織として FD・SD プロジェクトが設置されている。

開設年度である平成 29 年度から「教育の質向上を図るための教員相互の授業見学及

び授業評価」、「教職員を対象とした FD・SD 研修会の開催」を活動目標とし、定期的

に活動している。なお、令和 2 年度は、非常勤講師に対して次年度からのコマシラバ

ス導入による授業改善のために講義を企画し、実施した。 
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また、四国地区の国公私立大学・短期大学・高等専門学校によって構成される教職

員能力開発の大学間ネットワーク（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク：

SPOD）へ加盟し、教職員ともに自己研鑽の場として活用している。 

  令和 2(2020)年度は、７月に「新しいカリキュラムの構築に向けて」、「３つのポリ

シー（ディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシー）の開

発と一貫性構築手法」についてを、に外部講師による研修会を開催した。「新型コロナ

ウイルス」の感染拡大の影響を受け、2 回実施した。Microsoft Teams での録画を実

施し、実習や授業等で参加できない教職員に対して配信した。 

  また平成 30 年度からの新たな授業改善の取り組みとして、教員相互による授業見

学を前期・後期で実施していたが、令和 2 年度は、「新型コロナウイルス」感染拡大

のため授業見学ができなかった。 

 

（3）4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

現行の規程の精査を継続しつつ今後も厳格に運用していく。また、看護学部、看護学

研究科の教員採用については、早急に次世代の育成を含め対処して行く。 

1）FD・SD 委員会の設置 

 大学の組織規程を改定し、教学委員会の部会であった FD 部会から自立した FD 委員

会を立ち上げたことにより、今後学部会議と連携しながら組織的な活動を行う。平成

30（2018）年度には、3 学部の FD・SD 委員と教学委員を主な構成員とする教学マネジ

メント委員会において 3 学部間での調整が行われ、平成 31（2019）年度にはアンケー

トの実施回数、質問項目が 3 学部で統一されることとなった。 

2）FD の PDCA サイクルを立てる 

 本学教員の能力向上にとって重要かつ効果的な FD 方法を調査・分析したうえで、

FD 活動の年間実施計画、予算計画を前年度に立て、計画どおり FD 活動を推進する。 

授業アンケート等の分析結果を踏まえ、教員の能力向上や授業改善等にとって効果的

な FD の方法・内容を調査・研究する。  

3)教養教育を行うための共通カリキュラムおよび効果検証方法の策定 

 教養教育を充実させ、その責任体制を明確にするために教養・国際教育センターが

設置され、センター所属教員が 1 年生配当科目を担当し、導入教育および教養教育を

実施してきたわけであるが、全学組織としての教養センターが発足したことに伴い、

今後は、センター所属教員による担当科目の教育内容をより均一化し共通化させるた

めのカリキュラム開発およびテキスト開発を教養教育センターで実行する。また、教

養教育の改善に資するような効果の検証方法を検討し、学生の学力向上などを適切に

確認しうる教育効果の検証を行い、それにもとづく改善を実施していく。 

4）教員評価の定着 

 教員評価については、3 学部ともに前期・後期に分けた評価を行っている。 

 

4－3 職員の研修 

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向

上への取組み 
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（1）4－3 の自己判定 

基準項目 4－3 を満たしている。 

 

（2）4－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

事務職員は、所轄庁や業界団体（私立大学協会等）の研修会や協議会等に積極的に参

加している。その成果報告としてあらかじめ当該人から資料をメール展開し、報告書

の共有を行っている。また、大学内部の状況を理解するため、所属部門の業務に加え、

教授会等の各種会議や委員会に出席し、大学内部の課題を共有し教員とも活発に意見

交換している。 

 委員会組織は、学長室所管の、学長室会議、教学マネジメント委員会、経営改善委

員会、人事審議会、自己点検・評価委員会、IR 委員会等があり、教授会所管として、

教学委員会、学生委員会、学生募集委員会、入試委員会等が設置されている。また、

学生委員会の下部組織として学生相談室専門委員会が設置されている。 

 本学のような小規模大学では、教員も事務職員も複数の委員会に所属しないと運営

できないため、広範な状況把握が必然となっている。教員と事務職員が協働して大学

の諸課題に対応するために、各委員会には対等の立場で参画し、教員とのコミュニケ

ーションを図っている。 

 

（3）4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

事務職員の資質・能力向上の手段は本学では OJT を主とし、文部科学省や私立大学協

会をはじめ外部機関主催の研修会への参加や、大学主催の FD・SD 研修会、事務局で

の研修会（朝礼時の SD 研修会）を実施しており、計画的に参加・受講させるプログ

ラムの充実を図っていく。 

 また、事務組織については、適正かつ効率的な事務処理が行えるよう事務組織の整

備や人員の配置を見直し、改善を図っていく。 

 

4－4 研究支援 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

4-4-③ 研究活動への資源の配分 

基準項目 4－4 を満たしている。 

 

（2）4－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理 

【人間環境学部】 

1）研究室の配分について 

 教員に対しては、教授、准教授、講師、助教に関わらず、ほぼ同じ広さの研究室が与

えられている。新任教員の中で、研究室に PC のない教員もいるが、共同研究室に共用の

PC を配置することで現在は対応している。また、新学科の開設により募集が回復したた

め、教員研究費が増額されることでこの点は改善されつつある。 
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2）大学学外研修日について 

服務規程第 11 条第２項別表２において、教授、准教授、講師、助教の大学学外研修（自

宅研修を含む）日は１日半と定められており、委員会活動などの業務がない場合には十

分な研究時間が確保されている。  

 

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用 

1)研究倫理の確立について 

研究倫理に関する学内規程は、①公的研究費等の不正防止に関する規程、②研究倫理

審査に関する規程、③研究倫理教育・研修に関する規程により確立されている。 

①公的研究費等の不正防止に関する規程 

公的研究費等の不正防止に関する基本方針（大学ホームページ＜

https://www.uhe.ac.jp/docs/prevention.pdf＞に掲載）を定め、機関内の責任体制の明

確化（人間環境大学公的研究費等の適正管理に関する規程に基づく体制図）、適正な運

営・管理の基盤となる環境の整備（人間環境大学における公的研究費の使用に関する行

動規範）、不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施（人間環境大学に

おける公的研究費等不正防止計画）、研究費の適正な運営・管理活動、情報の伝達を確

保する体制の確立（8-1-18 公的研究費等の適正管理に関する規程、研究活動上の不正行

為に係る調査の流れ）、モニタリングの在り方（8-1-19 人間環境大学公的研究費内部監

査規程）を定めている。なお、これらの対象は、教員（非常勤を含む）、事務職員、研

究生、研究補助員、大学院生、学部学生としている（人間環境大学における公的研究費

の使用に関する行動規範）。この他、教職員等を対象とした利益相反に関する事項を審

議するため「3-2-12 人間環境大学利益相反管理委員会規程」を定めている。 

②研究倫理審査に関する規程 

「3-3-12 人間環境大学研究倫理審査委員会規程」で各学部・研究科に研究倫理審査委員

会の設置を定め、さらに各学部で細則を設けて学部の特質にあわせて審査内容や倫理審

査の判定および判定基準などを定めている。 

③研究倫理教育・研修に関する規程 

大学院生を含めた本学研究者等の倫理的責務を履行するために研究倫理教育・研修に

関する運営を図ることを目的として研究倫理委員会が設置されている（「3-2-11 人間環

境大学研究倫理委員会規程」）。研究者の倫理について、｢8-1-31 人間環境大学におけ

る研究等の実施に関する規程｣で示している。研究活動において、後日の利用・検証に役

立つよう十分な情報を記載し、かつ事後の改変を許さない形で作成するために、｢8-1-30

人間環境大学における研究資料等の保存に関するガイドライン｣を設け、研究資料等の保

存期間及び方法について具体的にガイドラインとして示している。 

2）研究倫理の厳正な運用について 

人を対象とする研究を行う場合は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」

（文部科学省、厚生労働省）」の趣旨に沿った倫理的配慮を図るために、「3-3-12 人間

環境大学研究倫理審査委員会規程」等に基づき、申請された研究計画を研究倫理審査委

員会（学外者を含む）で合議審査し、申請者に審査判定結果通知書を通知し、承認され

た場合には学長より研究実施許可通知書が発行されている。 

http://www.uhe.ac.jp/docs/prevention.pdf
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 研究情報の公開については、大学公式ホームページの｢研究倫理｣バナーを設置し、1.

研究倫理規程関連、2.研究倫理審査委員会名簿、3.研究倫理審査承認の研究課題名一覧

（研究倫理に関する情報公開あり）、4.他機関において研究倫理の審査を受けた研究情

報の公開（オプトアウト）について＜https://www.uhe.ac.jp/post.html＞上で公開され

ている。 

【看護学部・看護学研究科】 

教員の研究室は、すべて個室が整備されている。学部と大学院と同時に開設され、学年進

行とともに新たな科目や実習時間が増加しており、教員の研究専念時間の確保は難しい中で

の研究活動を行っている。 

研究倫理に関する学内規定は、①公的研究費等の不正防止に関する規定、②研究倫理審

査に関する規定、③研究倫理教育・研修に関する規定がある。 

① 公的研究費等の不正防止に関する規定 

公 的 研 究 費 等 の 不 正 防 止 に 関 す る 基 本 方 針 （ 大 学 H.P ＜

http://www.uhe.ac.jp/docs/prevention.pdf＞に掲載）を定め、機関内の責任体制の明確化

（人間環境大学公的研究費等の適正管理に関する規程に基づく体制図）、適正な運営・管理

の基盤となる環境の整備（人間環境大学における公的研究費の使用に関する行動規範）、不

正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施（人間環境大学における公的研究費

等不正防止計画）、研究費の適正な運営・管理活動、情報の伝達を確保する体制の確立（公

的研究費等の適正管理に関する規程、研究活動上の不正行為に係る調査の流れ）、モニタリ

ングの在り方（人間環境大学公的研究費内部監査規程）を定めている。なお、これらの対象は、

教員（非常勤を含む）、事務職員、研究生、研究補助員、大学院生、学部学生としている（人間

環境大学における公的研究費の使用に関する行動規範）。この他、教職員等を対象とした利益

相反に関する事項を審議するため「人間環境大学利益相反管理委員会規程」を定めている。 

②研究倫理審査に関する規定 

「人間環境大学研究倫理審査委員会規程」で各学部・研究科に研究倫理審査委員会の設

置を定め、さらに「人間環境大学看護学部・大学院看護学研究科研究倫理審査細則」で審査

内容や倫理審査の判定および判定基準などを定めている。 

③研究倫理教育・研修に関する規定 

大学院生を含めた本学研究者等の倫理的責務を履行するために研究倫理教育・研修に関

する運営を図ることを目的として研究倫理委員会が設置されている（人間環境大学研究倫理委

員会規程）。また、年に 1 回以上、研究倫理教育に関する FD・SD 研修会を開催している。 

人間環境大学における人を対象とする研究を行う場合は、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（文部科学省、厚生労働省）」の趣旨に沿った倫理的配慮を図るために、「人間

環境大学研究倫理審査委員会規程」等に基づき、申請された研究計画を研究倫理審査委員

会（学外者を含む）で合議審査し、申請者に審査判定結果通知書を通知し、承認された場合に

は学長より研究実施許可通知書が発行されている。 

また、研究倫理審査の流れと研究倫理審査申請の手続きについて掲示などで教職員、大学

院生に周知している。学部生に対しても、授業の中で研究倫理について教授している。 

【松山看護学部】 

 平成 29 年 4 月に人間環境大学松山看護学部が開設されたのに伴い、人間環境大学研
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究倫理審査委員会規程第 2 条に定められた研究倫理審査委員会の設置がなされた。同年

5 月末に提示された文部科学省・厚生労働省の「人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針」に準拠するため、人間環境大学研究倫理委員会規程の改定作業が進行中であり

（同年 5 月 24 日改正）、これらと齟齬をきたさないよう留意して、松山看護学部教員の

研究領域に適合する細則が 8 月の教授会で了承された。同時に、教員の前任機関が多様

であることを配慮して、研究倫理審査のフローチャート、倫理審査の判定基準（付表-

１）、研究倫理チェックリストなども付帯了承された。9 月 20 日の人間環境大学運営会

議でこれらが了承され、4 月 1 日に遡って施行となった。この松山看護学部の細則は、

骨幹となる倫理審査の対象を、第 3 条で「申請された当該研究の科学的合理性（研究計

画は適正か）と倫理的妥当性（研究方法及び結果の取り扱いに倫理的な配慮をしている

か）」と定めたこと、及び委員会構成を第 4 条で「（１）医学・医療の専門家等自然科学

の有識者 2 名以上、（２）人文・社会科学の有識者１名以上、（３）教授会で承認され学

部長が委嘱する学外有識者 2 名以上」としたことを特徴とする。また、実務上必要な事

項を「松山看護学部研究倫理審査委員会の申し合わせ事項」として作成、教授会で審議・

承認された。 

令和元年度は、2 件の研究倫理審査申請がなされ、「条件付き承認(A)」１件、「条件付

き承認(B)」1 件となったが、いずれも「異議申し立て」はなされなかった。科学研究費

申請の前提となる研究倫理教育セミナーが、令和 2 年 3 月 11 日に研究倫理委員会主催

で実施される予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大への対応として WEB 研修

に変更となった。セミナーのテーマは「オープンサイエンス時代の研究データ管理」（国

立情報学研究所）であり、事務職員と教員が受講した。 

令和 2 年度は，3 件の研究倫理審査申請がなされ，倫理審査の結果 2 件が承認，1 件が

不承認となった．いずれの審議も「人間環境大学研究倫理審査委員会規程」，「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」（文部科学省、厚生労働省）」の趣旨および「松山看護

学部研究倫理審査委員会の申し合わせ事項」に即して行われ，承認された場合には学長よ

り研究実施許可通知書が発行されている。 

 

4-4-③ 研究活動への資源の配分 

【人間環境学部】 

1）個人教育研究費について 

人間環境学部の専任教員の研究費と研究旅費の合計は、平成 27（2015）年から平成 29

（2017）年には一律同額で 60,000 円であったが、平成 30（2018）年度には一律同額で

180,000 円となった。そして令和元（2019）年、令和 2（2020）年度は一律配分（200,000

円）に、若手教員への傾斜配分、前年度教員評価に基づく傾斜配分、私立大学総合支援

事業補助金項目としての授業評価顕彰制度に基づく配分を行い、学部・大学院公認心理

師対応実習・演習担当教員に加算した。 

2）共同研究費について 

人間環境学部の過去 5 年の共同研究費の推移は、平成 27（2015）年が 0 円、平成 28

（2016）年が 0 円、平成 29（2017）年、平成 30（2018）年、令和元（2019）年、令和 2

（2020）年度が 3,000,000 円であった。 
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3）科研費の配分について 

人間環境学部の平成 28（2016）年から令和 2（2020）年の科学研究費助成事業の配分

金は以下の表のとおりであった。 

 

人間環境学部 科学研究費助成事業（文部科学省） 配分金内訳 （平成 28 ～令和 2 年度） 

      

年 度 研究代表者 研究分担者 
直接経費 

合計 

間接経費 

合計 
備 考 

平成 ２７ 年度 3 名（3 件） 4 名（6 件） 4,490,000 1,347,000   

平成 ２８ 年度 5 名（5 件） 5 名（6 件） 4,160,637 1,248,190 
・年度途中（平成 28.9.30 付け）
退職者１名 

平成 ２９ 年度 4 名（4 件） 5 名（7 件） 5,550,000 1,665,000   

平成 ３０ 年度 4 名（4 件） 4 名（6 件） 4,030,000 1,209,000  

令和 元 年度 6 名（6 件） 5 名（8 件） 5,934,000 1,780,200 
・年度途中（令和 1.10.31 付け）
退職者１名。令和 1.11.1 から
研究員として科研費は継続 

令和 ２ 年度 9 名（9 件） 6 名（8 件） 8,515,000 2,554,500  

合計 32,679,637 9,803,890   

 

【看護学部】 

1）個人教育研究費について 

 教員の研究費は、「人間環境大学教員の個人教育研究費・研究旅費に関する内規」で規定

されている。教員研究費の使途は、(1) 各種学会費、(2) 図書、遂次刊行物、出版物、視聴覚

資料の購入費、(3) 機器・備品（3 万円以上、耐用年数１年以上のもの）の購入費、(4) 消耗

品の購入、(5) 印刷・製本費、(6) 通信・運搬費、(7) 機器・備品の修繕費、(8)その他研究に

必要と認められるものである。職階、勤務日数に応じて配分され、有効活用されているが、学外

研究費獲得に努力している。 

2）共同研究費について 

 看護学部と看護学研究科の教員の研究活動を共同体制で活性化・発展させ、研究組織

を強化することによって、大学研究教育への貢献と社会的貢献ができることを目的とす

る。使用目的は、（1）学内教員が共同で行う研究、（2）教員と地域の人々と共同で行

う研究、（3）共同研修の開催、（4）教員の研究にとって共通性の高い研究機材の購入

とし、申請する教員が研究計画と予算書を提出し、教授会で審議し採択を決定する。採

択された教員は年度末に報告書を作成し教授会で報告する。共同研究費は平成 27 年度

から令和２年度は各 300 万円であった。 
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3）科研費の配分について 

看護学部の平成 27（2015）年から令和２（2020）年の科学研究費助成事業の配分金は

以下の表のとおりであった。 

 

看護学部 科学研究費助成事業（文部科学省）配分金内訳（平成 27～令和２度） 

 

年度 研究代表者 研究分担者 
直接経費 

合計 

間接経費 

合計 
備考 

平成 27 年度 6 名(6 件) 9 名(12 件) 5,205,000 1,527,000  

平成 28 年度 15 名(15 件) 8 名(10 件) 17,639,784 5,526,269  

平成 29 年度 18 名(18 件) 14 名(21 件) 13,675,000 4,102,500  

平成 30 年度 17 名(17 件) 23 名(32 件) 16,855,000 5,056,500  

令和元年度 15 名(15 件) 11 名(19 件) 7,490,000 2,358,000  

令和２年度 15 名(15 件) 11 名(23 件) 11,130,000 3,339,000  

合計 71,994,784 21,909,269  

 

【松山看護学部】 

1）個人教育研究費について 

令和元（2019）年の専任教員の研究費と研究旅費の平均額は 1 人当たり 243,000 円で

あった。 

2）共同研究費について 

令和元(2019)年は 2,000,000 円であり、その活用用途は研究助成や研修会費用（参加

費用や講師費用）を対象とした。 

3）科研費の配分について 

令和 2 (2020)年の科学研究費助成事業の配分金は以下の表のとおりであった。 
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年 度 研究代表者 研究分担者 
直接経費 

合計 

間接経費 

合計 
備 考 

平成 29 年度 5 名（6 件） 3 名（4 件） 6,150,000 1,845,000 うち平成 29 年度採択は 2 件 

平成 30 年度 7 名（7 件） 7 名（9 件） 6,430,000 1,929,000 
うち平成 30 年度採択は 8 件 

（代表者 2 件、分担者 6 件） 

平成 31 年度 4 名（4 件） 9 名（5 件） 10,100,000 1,059,000 
うち平成 31 年度採択は 3 件 

（代表者 1 件、分担者 2 件） 

令和 2 年度 5 名(5 件) 7 名(9 件) 4,589,491 1,095,000 
うち令和 2 年度採択は 1 件 

（代表者 1 件、分担者 1 件） 

 

（3）4－4 の改善・向上方策（将来計画） 

研究費の配分については、募集が回復傾向にあるため今後教員研究費が増額される

予定であり、それに伴い研究室の研究環境も改善することが見込まれる。科研費の配

分については今後も獲得件数を増やすよう努力していく。 

 

 

［基準 4 の自己評価］ 

教学マネジメントに関しては、学長がリーダーシップを発揮するために十分な補佐体

制が整備されている一方で、本学の教育理念に沿った運営ができるよう「運営会議」お

よび副学長を委員長とした「教学マネジメント委員会」委員会が置かれるなど、権限が

適切に分散された教学マネジメントが構築されている。また、事務組織が適切に配置さ

れることにより、教学マネジメントは有効に機能している。 

教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置は適切になされている。また、教員

の採用・昇任等についての方針は教員選考規程として明記されており、教員採用・昇任

等の手続きについては、人事審議会規程に明記されている。以上の諸規程は、適切に運

用されている。 

教員の配置・職能開発等に関しては、ほぼ満足できる状態である。教員数が設置基準

を満たし、年齢バランスもほぼ取れてはいるが、今後も改善に努める。教員の採用や昇

任については客観的な基準と手続きで行われている。FD 活動は授業アンケート、授業参

観などを通して効果的に行われている。教養教育は教養・国際教育センターが担当組織

であるが、この組織自体の持つ力を向上させ、より活発に活動をする。 

教員評価については、第三者（ブレインアカデミー）支援による教員評価システムを

構築し、平成 26（2014）年度後期に試験導入し、教員の教育活動・研究活動・社会貢献

活動ならびに管理運営活動を多面的に評価している。この評価結果にもとづき平成 27

年度より本格導入を実施した。 

職員の研修については、事務職員が、各種研修会や協議会等に参加し、その成果報告

として朝礼の時間に SD 研修と位置付けて報告を行っている。また、大学内部の状況を理

解するため、大学内部の課題を共有し教員とも活発に意見交換している。また、教員と
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事務職員が協働して大学の諸課題に対応するために、各委員会には対等の立場で参画し、

教員とのコミュニケーションを図っている。 

研究活動への資源配分と研究環境に関しては、これまでは若干不十分なところもあっ

たが、募集の回復に伴って教員研究費が増額され、研究環境も改善する予定である。 

研究倫理については、公的研究費等の不正防止に関する規程、研究倫理審査に関する

規程、研究倫理教育・研修に関する規程が整備されている。また、申請された研究計画

は研究倫理審査委員会で審査され、申請者に審査判定結果通知書を通知した上で、承認

された場合には学長より研究実施許可通知書が発行されている。 
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基準 5 経営・管理と財務 

5－1 経営の規律と誠実性 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮 

（1）5－1 の自己判定 

基準項目 5－1 を満たしている。 

 

（2）5－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持 

人間環境大学の設置者である学校法人河原学園の経営及び管理については、学校法人

河原学園寄附行為、学校法人河原学園寄附行為実施規則及びこれに基づく関連規程等

により行っている。 

 寄附行為では、第３条に「この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教

育を行い、社会的に有為な人材を育成することを目的とする。」と定めている。 

この他、大学設置基準、教育基本法、学校教育法及び私立学校法を遵守し、高等教

育機関として求められる管理運営体制や関係諸規程を整備している。学校法人河原学

園個人情報の保護に関する規則では、学校法人河原学園及び法人内各学校が保有する

個人情報の取り扱いに関する基本的事項を定め、個人情報を取得、利用、保管、その

他の取り扱いを行うことについて、個人情報の適正な保護に資することを目的とし、

個人情報保護委員会規程が制定されている。また、公益情報等に関する規程では、教

育職員等からの法令違反行為等に関する相談又は情報処理の仕組みを整備し、不正行

為の早期発見と是正措置に必要な体制を図り、学園の健全な経営と維持発展に資する

ことを目的としている。 

 法人全体の「社会的責任」（Social Responsibility）に関する理念を表現するものと

して、社会的責任のガイダンス規格である ISO 26000 を参照し、ISO 26000 に含まれ

る 7 つの原則に配慮した『学校法人河原学園「社会的責任」に関する基本方針』を平

成２７年度に策定し現在に至っている。 

[これまでの経緯] 

 大学では平成２０年度に、「社会的責務」に関する学内組織と規程を総合的に整理

し、コンプライアンス関連規程、人権委員会規程、セクシャルハラスメント委員会規

程などの整備を図った。これらは ECS2000 に準じて定期的監査による恒常的活動の

公正さの担保を可能とするものであったが、平成２１年度に、組織の機能化と簡素化

を目的にこれらは総務委員会に包含し、総務委員会内の「部会」組織に改変した。 

 その後、平成２４年度に、ハラスメント問題について独立した委員会活動の必要性

から、平成２６年度に現ハラスメント委員会が再組織された。また、現コンプライア

ンス委員会も平成２６年度に再組織され、学内規程の整備機関として運用されてい

る。ハラスメント防止活動に関しては、専門家を招き研修会を行っている。平成２８

年度には、「ハラスメント相談窓口」を拡充し、教職員及び学生に周知徹底を図った。 
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5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

寄附行為に定める理事会を最高意思決定機関とし、その諮問機関としての評議員会

を設置し、経営上の重要事項に関して審議している。 

大学には、学長の下に大学の円滑な管理運営を図るため学長室を設置している。学

長室では、大学の最重要課題である人間環境学部の定員充足率の向上に向けた検討を

行い、平成２９年度の学科再編の実現をみた。 

平成３０年度では、学科再編後の適正な履行を最優先課題として取組み、必要に応

じ意思決定機関である理事会に報告している。 

適正な大学運営を担保するための全学的な取組みを行うため、大学における経営状

況の改善を図る経営改善委員会を置き、①大学の予算に関すること。②大学の経営収

支改善に関すること。③その他大学の経営改善および合理化に関すること。―を所轄

している。当該委員会委員は全て学長が指名し、定期的に開催している。 

 

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮 

本学は「人間環境学」に基づく教育を行うことを建学の精神としている。環境保全

については、地域貢献の一環として、大学の岡崎キャンパス所在地である岡崎市の「地

球温暖化防止隊」活動に協力し、地域の環境保全活動の啓蒙に努めている。 

大学内では、年間を通してクールビズ、ウォームビズを実践し、夏季・冬季のエア

コンの出力を抑制し、省エネに努めている。 

 人権に関しては、ハラスメント委員会を設置し、ハラスメント通報窓口の教職員を

学内に周知し防止に努めるほか、専門家を招き全教職員を対象にハラスメント防止セ

ミナーを開催し啓蒙に努めてきた。 

 また、安全への配慮については、年 1 回の防災訓練を実施し、キャンパス内の避難

経路、避難場所について学生便覧に掲載し、全学生・教職員に周知徹底を図っている。 

（3）5－1 の改善・向上方策（将来計画） 

学校法人の社会的使命を果たすため、経営の規律と誠実性には適切に対応してきた。 

今後も社会的要請に対し敏感に情報を収集し、本学に求められているものは何か、為す

べきことは何かの検証を続け、社会情勢の変化にも柔軟に対応できるような体制作りに

努めていく。また、前述の『学校法人河原学園「社会的責任」に関する基本方針』に則

して、法人および大学内部の様々な規程を再検証し、社会的責任の観点から必要に応じ

て適宜改正することにしている。 

 

5－2 理事会の機能 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（1）5－2 の自己判定 

基準項目 5－2 を満たしている。 

 

（2）5－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 
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学校法人河原学園の最高意思決定機関は理事会である。理事会は、理事長のリーダ

ーシップの下、通常毎月 1 回開催され、寄附行為の定めるところによる重要事項であ

る予算、決算、重要規程の改廃、財産の管理運営、重要人事、改組等について審議を

行っている。 

 河原学園の理事の構成は、寄附行為第 7 条により理事は 8 名とし、選任区分と定員、

及び現員は次の通りとなっており、外部理事 2 名も含まれており適切に選任されてい

る。 

(1) 学長 1 人 （現員 1 名：人間環境大学学長） 

(2) 校長の内から理事会において選任した者 2 人 （現員 2 人：河原ビューティモー

ド専門学校校長、河原医療福祉専門学校校長） 

(3) 評議員のうちから評議員会において選任した者 2 人 （現員 2 人） 

(4) 学識経験者のうち理事会において選任した者 3 人 （現員 3 人） 

 監事の定員は 2 人となっており、現員は 2 名適切に選任されている。監事は、最低

1 人は理事会に出席し、業務の執行状況及び、財務状況の適正性について監査を行い、

法人の教育研究機能の向上や、財政基盤の確立に努めている。令和 2（2020）年 1 月

より監事 1 名を常勤化し、監査機能の充実に努めている。 

 法人本部（愛媛県松山市）と人間環境大学の岡崎キャンパス（愛知県岡崎市）、大

府キャンパス（愛知県大府市）、松山キャンパス（愛媛県松山市）をつなぐテレビ会

議システムを導入し、遠隔地ながら円滑な意思疎通が図れるよう環境整備を行い、的

確に指示等を行うなど、理事長のリーダーシップが発揮できる体制となっている。出

席状況も良好であり、欠席の際には書面評決書が事前に提出されるなど、適正に管理

されている。 

 また、理事会終了後には、理事全員の日程を調整し、次回日程を決定確認している

ため、理事会が不成立となることはない。 

（3）5－2 の改善・向上方策（将来計画） 

理事、監事、評議員は適正に選任されており、理事長職務の権限も明確にしているこ

とから、戦略的に意思決定ができる体制が整備され、適切に機能している。また、私学

を取りまく環境はますます厳しさを増しているため、本法人が安定的な運営を継続でき

るよう理事会と設置学校の役職者は、経営情報の共有化を図り、適確な経営判断と意思

決定ができるよう ICT の活用の標準化を進めている。 

 

5－3 管理運営の円滑化と相互チェック 

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

（1）5－3 の自己判定 

基準項目 5－3 を満たしている。 

 

（2）5－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化 
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学校法人河原学園の最高意思決定機関である理事会は、理事８名と監事２名で行わ

れる。このうち大学からは、学長としての理事および大学担当の常勤理事 1 名の計２

名が出席しており、理事会の審議事項および報告事項については、運営会議および大

学の教授会（研究科委員会の構成員も同様）で報告している。大学側の諸々の課題等

については、運営会議および理事会で審議又は報告しているため双方向のコミュニケ

ーションが円滑に図られている。また、理事会は毎月定期的に開催されており、意思

決定の円滑化と迅速な意思決定がなされるよう運営している。 

 さらに、理事会事務局として、評議員でもある法人本部総務部総務課次長、同総務

部経理課次長および大学事務局長が、理事会事務局として毎回陪席しており、法人本

部および大学、専門学校等が理事会の方針と乖離することなく円滑に運営されている。 

 

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性 

役員である監事は、学校法人河原学園寄附行為に基づき選出され、定数２名に対し

て現員２名となっており、欠員はない。 

 その職務は「法人の業務、財産の状況を監査する」と定められており、毎年度の学

校法人河原学園の業務並びに財産の状況に関する監査業務を執行し、報告をしている。

令和２（2020）年度開催の理事会においては、２名のうち何れかもしくは両名の監事

が出席できており適切に執行できている。 

 監事２名による内部監査を「私立学校法第 37 条第 3 項」及び「寄附行為第 9 条第 2

項の規定」に基づいて実施し、「計算書類は法令及び学校法人会計基準に従い、記載

された事項は正しく示されている」旨の監査報告書を受けている。 

 評議員は学校法人河原学園寄附行為に基づき選出され、定数 17 名に対して現員 17

名であり適切に選任されている。その構成は、法人の職員から 6 名、法人の設置する

学校の卒業生から 3 名、学識経験者から 8 名となっている。 

評議員会は年２回（５月、３月）を基本開催としており、新学部の設置に関する複数

の臨時開催を含めて令和２（2020）年度も計８回開催しており適切に運営している。

今後は開催回数を増やすことにしている。 

（3）5－3 の改善・向上方策（将来計画） 

平成２９年度より愛媛県松山市に人間環境大学松山看護学部（看護学科）を開設し、

大学のキャンパスが３ヶ所となったため、トップの意向や、事務局部門の伝達事項の周

知方法について、さらなる対策を講ずることとし、既存の３拠点（法人本部、岡崎キャ

ンパス、大府キャンパス）に加え、新たに松山キャンパスにテレビ会議システムを導入

し、４拠点間において円滑に情報共有、情報伝達が可能な環境を整えた。また、各キャ

ンパスとの接続のみならず、microsoft 社の teams アプリケーションを導入すること

により、更に利便性を向上っせることができている。今後も新たな学部の開設を視野に

入れつつ検討を重ねることとしている。 

 

5－4 財務基盤と収支 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 
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5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

（1）5－4 の自己判定 

基準項目 5－4 を満たしている。 

 

（2）5－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

旧学校法人岡崎学園では、平成 15（2003）年度をピークに、学園全体の在籍学生・生

徒数は減少の一途をたどり、平成 15（2003）年度の在籍者数は 1,902 名（大学 989

名、高校 903 名）であったのに対し、平成 23（2011）年度は 1,234 名（大学 519 名、

高校 686 名、中学 29 名）となっており、ピーク時の 65％ほどに陥った。それに応じ

て、学生生徒等納付金収入は、平成 15（2003）年度 1,418 百万円に対して、平成 23

（2011）年度には 877 百万円と 61.8％に減少した。帰属収入も平成 15（2003）年度

2,021 百万円に対して、平成 23（2011）年度 1,341 百万円と 66.3%ほどに減少した。 

 そこで、平成 22（2010）年には「学校法人河原学園（旧岡崎学園）経営改善計画 平

成 22 年度～26 年（5 カ年）」（以降「経営改善計画」とする）を策定し、自己資金構

成比率と定員充足率の改善を目的とする経営改善に着手した。 

平成 26（2014）年 4 月 1 日に、法人の財務基盤を確立するために、前述の経営改

善計画および財政計画表に基づき、旧岡崎学園は河原学園と法人合併し、表 3-6-1

が示すように、平成 27 年度の財政基盤を表す基本金と消費収支差額の部の合計額

が、合併前の平成 25（2013）年度よりも 9,648,775 千円（=12,916,479 千円

-3,267,704 千円）増加し、法人の財政基盤が改善された。また、財政的に安定し

ているかどうかを示す指標である自己資金構成比率や短期的な支払い能力（安全

性）を表す指標である流動比率についても、令和元（2019）年度は、自己資金構

成比率が 82.72%、流動比率が 247.65%、令和 2（2020）年度は、自己資金構成比率

が 82.87%、流動比率が 281.78%となり、財政的に安定し、中長期的な計画に基づ

く適切な財務運営の確立が出来ている。 

 

 表 3-6-1 

項目/年度 基本金及び消費

収支差額の部 

合計額 

自己資金 

構成比率 

流 動 

比 率 

平成 22（2010）年度 3,512,572 千円 66.25% 126.12% 

平成 23（2011）年度 3,347,320 千円 69.98% 131.83% 

平成 24（2012）年度 3,273,477 千円 70.00% 59.70% 

平成 25（2013）年度 3,267,704 千円 72.10% 61.90% 

平成 26（2014）年度 13,007,042 千円 79.80% 160.70% 

平成 27（2015）年度 12,916,479 千円 81.63% 171.10% 

平成 28（2016）年度 12,899,838 千円 81.76% 176.96% 

平成 29（2017）年度 12,807,290 千円 82.49% 187.58% 
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平成 30（2018）年度 13,155,701 千円 82.95% 215.82% 

令和元（2019）年度 13,688,000 千円 82.72% 247.65% 

令和 2（2020）年度 14,600,708 千円 82.87% 281.78% 

 

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

 平成 24（2012）年度に、大学全体の定員充足率改善のため、前述の経営改善計

画および財政計画表に基づき、受験者層の進学意欲に訴求できるように、大学のカ

リキュラムを再編成し、名称と特徴を明確化したコース制（「環境」、「経営」、「心

理」、「日本研究」の 4 コース制）を導入した。 

 さらに、平成 27（2015）年度、愛知県大府市の大学誘致計画に立脚し、新たに

看護学部看護学科および看護学研究科博士前期・後期課程を設置した。 

 また、平成 29 年（2017）年には、岡崎キャンパスにおいて人間環境学部の改組

を行い、人間環境学科を募集停止、心理学科および環境科学科を設置するとともに、

愛媛県松山市に松山看護学部看護学科を新たに設置した。 

 以上の結果、図表 3-6-2が示すように、大学全体の入学定員充足率が令和 3（2021）

年度においても 104.62％となっており、令和元（2019）年度以降継続して、大学

全体の入学定員を充足することができた。 

 

表 3-6-2 

年度・学部 
入学 

定員 

入学 

者数 

入学定員

充足率 

平成 22（2010）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 128 61.54% 

平成 23（2011）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 135 64.90% 

平成 24（2012）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 142 68.27% 

平成 25（2013）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 142 68.30% 

平成 26（2014）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 108 51.90% 

平成 27（2015）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 111 53.40% 

看 護 学 部 

看護学研究科 

123 129 104.90% 

合  計 331 240 72.50% 

平成 28（2016）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 112 53.80% 
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看 護 学 部 

看護学研究科 

123 122 99.10% 

合  計 331 234 70.60% 

年度・学部 
入学 

定員 

入学 

者数 

入学定員

充足率 

平成 29（2017）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 165 79.33% 

看 護 学 部 

看護学研究科 

123 127 103.25% 

松山看護学部 80 58 72.50% 

合  計 411 350 85.16% 

平成 30（2018）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 192 92.30% 

看 護 学 部 

看護学研究科 

123 116 94.30% 

松山看護学部 80 63 78.75% 

合 計 411 371 90.26% 

令和元（2019）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 302 145.19% 

 看 護 学 部 

看護学研究科 

123 103 83.74% 

 松山看護学部 80 72 90.00% 

 合 計 411 477 116.06% 

令和２（2020）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 227 109.13% 

 看 護 学 部 

看護学研究科 

123 114 92.68% 

 松山看護学部 80 86 107.50% 

 合 計 411 427 103.89% 

令和３（2021）年度 人間環境学部 

人間環境学研究科 

208 220 105.77% 

 看 護 学 部 

看護学研究科 

123 121 98.37% 

 松山看護学部 80 89 111.25% 

 合 計 411 430 104.62% 

  

収支のバランスについても、表 3-6-3 が示すように、帰属収入（事業活動収入）か

ら消費支出（事業活動支出）を控除した帰属収支差額（基本金組入前当年度収支
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差額）が平成 25（2013）年度よりも平成 26（2014）年度は 3,716,624 千円増加し、

収支バランスの良否を示す帰属収支（事業活動収支）差額比率は、平成 26（2014）

年度は 46.3％になり、平成 25（2013）年度よりも 46.7％上昇している。 

平成 27（2015）年度に看護学部看護学科および看護学研究科博士前期・後期課程

を設置し、平成 29 年（2017）年には、岡崎キャンパスにおいて人間環境学部の改

組を行い、心理学科および環境科学科を設置するとともに、愛媛県松山市に松山

看護学部看護学科を新たに設置したことにより、学年進行に合わせて学生生徒等

納付金収入も増加し、平成 30 年度からは帰属収支（事業活動収支）差額はプラス

に転換しており、帰属収支（事業活動収支）差額比率が平成 30 年（2018）年度は

6.0％、令和元（2019）年度は 8.2％、令和 2（2020）年度は 12.4％と上昇して推

移しており、収支バランスは改善されている。 

 

 

 表 3-6-3 

年度 
帰属収入  

（事業活動収入） 

消費支出  

（事業活動支出） 

帰属収支差額 

（事業活動収支差額） 

帰属収支

差額比率 

平成 22（2010）年度 1,446,568千円 1,553,481 千円 △106,913 千円 △7.39% 

平成 23（2011）年度 1,341,284千円 1,506,536 千円 △165,252 千円 △12.32% 

平成 24（2012）年度 1,305,385千円 1,379,228 千円 △73,843 千円 △5.65% 

平成 25（2013）年度 1,339,144千円 1,344,917 千円 △5,773 千円 △0.43% 

平成 26（2014）年度 8,009,135千円 4,298,284 千円 3,710,851 千円 46.3% 

平成 27（2015）年度 4,812,605千円 4,903,167 千円 △90,562 千円 △1.8% 

平成 28（2016）年度 5,019,258千円 5,035,900 千円 △16,642 千円 △0.3% 

平成 29（2017）年度 5,347,157千円 5,439,705 千円 △92,548 千円 △1.7% 

平成 30（2018）年度 5,800,173千円 5,451,762 千円 348,411 千円 6.0% 

令和元（2019）年度 6,440,301千円 5,908,002 千円 532,299 千円 8.2% 

令和 2（2020）年度 7,328,125千円 6,415,417 千円 912,708 千円 12.4% 

 

 以上のように、合併により、法人の財務状況も改善され、財務体質が強化され

ている。また、平成 27（2015）年度に看護学部看護学科および看護学研究科博士

前期・後期課程を設置、平成 29 年（2017）年には、岡崎キャンパスにおいて人間

環境学部の改組を行い、心理学科および環境科学科を設置するとともに、愛媛県

松山市に松山看護学部看護学科を新たに設置したことにより、大学全体の定員充

足率と帰属収支（事業活動収支）差額比率が改善しており、中長期的計画にした

がって財務状況は改善され、適切な財務運営と収支バランスが確保されている。 

 

（3）5－4 の改善・向上方策（将来計画） 

 看護学部看護学科および看護学研究科博士前期・後期課程の新設、人間環境学部

の改組、松山看護学部看護学科の新設と学生募集の成功が大学全体の定員充足率の
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改善に寄与しているが、将来的な財政基盤の更なる強化を図るため、地域の募集活

動を拡大することによって大学全体の定員充足率を向上させていくと同時に、外

部資金の獲得に向けても努力し、今後の財務状況を検証しながら、他の施策の追

加も検討していく。 

 

5－5 会計 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）5－5 の自己判定 

基準項目 5－5 を満たしている。 

 

（2）5－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-5-① 会計処理の適正な実施 

 学校法人会計基準に基づき、「学校法人河原学園経理規程」が定められており、

会計処理はこれに従って行われている。 

 学校法人の会計に関わる法令や税制への適合性を確保するため、監査法人所属の

公認会計士と法人内の会計担当者が学校法人河原学園経理規程を共有しながら、

適正な会計処理を行っている。  

 平成 27（2015）年 4 月 1 日から適用される改正学校会計基準へ円滑に移行するため

に、文部科学省他が開催した「学校法人会計基準の改正に関するセミナー」に会計担

当者が出席し、研修を受け、改正学校会計基準に対応できるように会計システムの導

入を実施した。また、監事においても文部科学省が実施した「学校法人監事研修会」

に出席し、改正学校法人会計基準の内容や留意点について研修を受けている。 

 以上のように、学校法人会計基準に従った会計処理を行っており、会計処理につ

いて不明な点、不明瞭な点は、その都度、法人内の会計担当者が監査法人所属の

公認会計士に判断を仰ぎ、適正に処理している。  

 

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

 監査法人所属の公認会計士による会計監査は、部門ごとに学校法人会計基

準等と照合しながら実施している。期中は、総勘定元帳、証憑類等による整合性

の確認、現預金の現物監査を、決算時期については、貸借対照表、資金収支計算

書、事業活動収支計算書、期末残高、その他の重要な会計方針および注記などに

対して監査を行っている。監査法人所属の公認会計士による監査は、年間を通じ

て 4 名の担当者が、監査時間数の合計が 960 時間程度におよぶまで実施しており、

会計監査は適切である。    

 監事による監査は、監事 2 名が、財産状況および業務遂行状況について理事会・

評議委員会に出席し監査を行っている。さらに、理事及び事務担当者から報告を

受け、重要な決裁書類などを閲覧した上で、計算書類等に検討を加えるといった

監査を行っている。また、これらの結果について監査報告も行っており適切であ

る。 
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 以上のように、監査法人所属の公認会計士による会計監査および監事による監

査も適切に行われている。資金収支計算書、事業活動収支計算書等の計算書類に

ついては、公認会計士および監事による監査を受け、学校法人会計基準に従い、

適正に会計処理を行い、作成している。これら監査の結果も滞りなく報告されて

いる。 

 

（3）5－5 の改善・向上方策（将来計画） 

 現状の監査報告、特に業務監査の報告は、公式には年度に 1 回しか行われてい

ないため、例えば 4 半期毎など定期的に理事会で報告する機会を設けていく。 

 また、平成 26（2014）年 8 月 26 日文部科学大臣決定として通達のあった「研究

活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、3 学部、3 キ

ャンパス運営に支障なく対応出来る体制となっているか、再度関連する規程や組

織をチェックし、不正防止体制を整備する。 

 

［基準 5 の自己評価］ 

本学法人は社会的使命を果たすため、経営の規律と誠実性には適切に対応してきた。

理事会の機能については、理事長のリーダーシップの下、通常毎月 1 回開催され、寄附

行為の定めるところによる重要事項である予算、決算、重要規程の改廃、財産の管理運

営、重要人事、改組等について審議を行っている。 

法人の理事会の審議事項および報告事項については、運営会議および大学の教授会・

研究科委員会で報告している。大学側の諸々の課題等については、運営会議および理事

会で審議又は報告しているため双方向のコミュニケーションが円滑に図られている。ま

た、理事会は毎月定期的に開催されており、意思決定の円滑化と迅速な意思決定がなさ

れるよう運営している。また、監事や評議員も置かれ、法人及び大学の各管理運営機関

の相互チェックも機能している。 

財務運営については、合併により、法人の財務状況も改善され、財務体質が強化さ

れている。また、平成 27（2015）年度に看護学部看護学科および看護学研究科博士

前期・後期課程を設置、平成 29 年（2017）年には、岡崎キャンパスにおいて人間環

境学部の改組を行い、心理学科および環境科学科を設置するとともに、愛媛県松山市

に松山看護学部看護学科を新たに設置したことにより、大学全体の定員充足率と帰属

収支（事業活動収支）差額比率が改善しており、中長期的計画にしたがって財務状況

は改善され、適切な財務運営と収支バランスが確保されている。 

会計については、学校法人会計基準に基づいた規程従って、監査法人所属の公認会

計士と法人内の会計担当者が適正な会計処理を行っている。 
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基準 6 内部質保証 

6－1 内部質保証の組織体制 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

（1）6－1 の自己判定 

基準項目 6－1 を満たしている。 

 

（2）6－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

平成 23（2011）年 3 月の新理事体制以降、経営改善五カ年計画が端緒につき、それと

共に旧体制における教学体制の根本的な改革（カリキュラム改革、シラバス改革、セ

ンター長・コース長体制等）が進行することとなった。これらは、自主・自律的であ

ると共に、シラバス公開性とコース長によるガバナンス強化という点で透明性の高い

改革体制であったと言える。また、法人合併が軌道に乗りつつあった、平成 26（2014）

年前半から自己点検に関する認識が芽生えるようになり、平成 25（2013）年度の委員

会議事録等を集め、自己点検が行われるようになってきた。 

平成 26（2014）年度、新法人（学校法人河原学園）の運営も軌道に乗り、新たな規

程を策定。自己点検・評価委員会活動を開始した。平成 26（2014）年 6 月から日本高

等教育評価機構などのアドバイスを得て平成 25（2013）年度自己点検・評価準備活動

を開始、平成 27（2015）年度には平成 26（2014）年度の大学運営について日本高等

教育評価機構による第三者評価で「大学評価基準を満たしている」との認証評価を受

けた。平成 28（2016）年度には自己点検・評価委員会規程が改正され、自己点検・評

価活動は原則毎年度行われることとなった。 

 

（3）6－1 の改善・向上方策（将来計画） 

自己点検・評価組織規程、活動規程、PDCA 規程に関して、日本高等教育評価機構の基準

に準じた評価項目などの詳細を定める規程を、今後重要度の高いものから順次策定する。 

改善・向上方策に約束した法令に適号する自己点検・評価のための組織規程活動規程

の策定の際、これに完全な透明化の義務を上記システムに組み込み、さらに第三者によ

る検証の仕組みを必ず設ける。また、これまでの状況に関する検証を行い、改善をはか

る。 

 

6－2 内部質保証のための自己点検・評価 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

（1）6－2 の自己判定 

基準項目 6－2 を満たしている。 

 

（2）6－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

1）自主的・自律的な自己点検・評価活動 
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 平成 28（2016）年度に自己点検・評価委員会規程が改正されたことに伴い、自己点

検・評価活動は毎年度行われている。自己点検評価書は運営会議で審議された後、各

学部の教授会で報告され、大学 HP 上で公表されている。 

2）自主的・自律的な自己点検・評価項目 

 日本高等教育評価機構による 6 つの基準のほか、「地域貢献および国際交流」を基

準 A として、エビデンスに基づいて作成している。今後、自己点検・評価委員会規程

に適切な項目を定める計画である。 

3）自己点検・評価組織の学内での位置づけ 

 平成 26（2014）年 8 月、質保証活動、特に自己点検・評価活動の再開と PDCA サイ

クル起動準備のため、「学長室」（学長直属）内の委員会規程を策定し、自己点検・評

価作業を再開した。これは当初、質保証に関する特命組織「学長室」（自己点検・評

価委員会、将来計画大学改革委員会、IR 委員会）の構成組織としての位置づけであっ

たが、学長のガバナンス強化による学長直轄の自己点検・評価委員会体制へと転換し、

現時に至っている。 

4）自己点検・評価に従った教育研究活動の改善 

 平成 19（2007）年度自己点検評価書に指摘し約束した事項については、本来、将来

計画委員会を組織的改善と中長期計画の早期策定及び外部資金の積極的な導入等の

ため設置し実現する計画であったが、最大の自己点検課題であった経営の安定という

点で、学校法人河原学園との法人合併によって、より抜本的な点検課題の達成を果た

したと言える。 

 今後、自己点検・評価に関する PDCA サイクルに関する規程を策定し、可能な項目

について平成 27（2015）年度自己点検・評価の改善向上方策と合わせて組織的改善を

図る計画である。平成 27（2015）年度には、教員の研究情報公開の実現と、学生の実

態を調査することを目的とした学生アンケートの準備に取りかかった。平成 28（2016）

年度には学生アンケートが完成し、平成 29（2017）年度から実施された。 

5）自己点検・評価の周期の適切性 

 平成 27（2015）年 3 月、自己点検・評価活動を開始するため 7 年を周期と定める規

程を策定して自己点検・評価活動を行った。平成 28（2016）年度には自己点検・評価

委員会規程が改正され、自己点検・評価活動は原則毎年度行われることとなった。 

6）認証評価を受ける計画  

人間環境大学は、令和 4（2022）年に財団法人日本高等教育評価機構による大学機

関別認証評価を受審する予定である。 

 

6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析 

学生や大学の情報の収集の管理のため IR 委員会が平成 26（2014）年 8 月に学長室に

属する組織として規程整備された。さらには、平成 26（2014）年度以降、募集（入学前

情報）・教学（在籍・教育情報）・就職（卒業後情報）を一貫して見通すことの出来る

データベース（以後「システム」と表記する）の導入を準備し始めており、すでに平成

27（2015）年度から一部は稼働し始めている。平成 30（2018）年度には「人間環境大学

IR 情報データベースに係る情報保護管理規程」および「人間環境大学 IR システムマネ
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ジメント規程」が整備された。このシステムは、学生サービスへの寄与はもちろんのこ

と、基盤情報を集約するだけではなく、それぞれの情報を評価する仕組みも組み込んで

おり、IR 組織活動の客観性・透明性・公平性を一段と高めるものとなっている。今後

の経営改善計画、および自己点検評価は、このシステムを情報基盤として展開すること

になる。 

 令和元(2019)年度には、IR 専門職が配置され、「データ分析担当職」として教授 1 名

が任命された。同担当職の業務は、学修時間および教育の成果等に関する情報の収集・

分析を行う他、本学の置かれている客観的な状況を収集・分析し、内外に対して必要な

情報を提供する活動を行うことであり、授業に関連する業務を除き、これに従事するこ

とである。 

 さらに、IR 委員会は、各組織における情報収集作業を行い、教員の研究情報を大学

HP 上で公開している。平成 29(2017)年度からは 3 学部で統一した様式で公開されてい

る。 

 

（3）6－2 の改善・向上方策（将来計画） 

データベースが整備され、またデータの利用に関する規程も整備されたが、今後も必

要なデータ項目について精査していく。 

 

6－3 内部質保証の機能性 

6-3-① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組

みの確立とその機能性 

（1）6－3 の自己判定 

基準項目 6－3 を満たしている。 

 

（2）6－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-3-① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体の PDCA サイクルの仕組み

の確立とその機能性 

1）全体の PDCA サイクル 3 つのポリシーを起点とした内部質保証 

 自己点検評価全体のサイクルについては、新法人運営が開始された平成 26（2014）

年度自己点検活動開始後の成果による報告書が起点となる。今後、PDCA を確保する組

織の規程、活動規程と検証・報告規程を策定する計画である。 

2）大学・法人の諸活動に関する PDCA サイクルと法令遵守状況 

 大学・法人の個々の具体的活動について PDCA サイクルを確保する規程を、自己点

検評価書の公開後、直ちに策定・施行する予定である。設置基準に準ずる教育課程及

び教員業績審査及び業務全般の組織的法令遵守監査の規程を策定・施行する。人事、

業績、教育課程、法人及び大学の管理・運営、人権、環境などステークホルダーの利

害に関わるすべての領域の活動に PDCA サイクルを確保し、改革向上を組織的に行う

仕組みとその恒常的なサイクルを確保していく計画である。 

 

（3）6－3 の改善・向上方策（将来計画） 
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上述の計画の見込みのように、自己点検評価書公開後速やかにあらゆる管理運営組織、

委員会組織、教育研究組織に PDCA サイクル確保に必要な規程を導入し、個別組織の PDCA

サイクルと自己点検・評価委員会による全体の点検評価のシステムを組み合わせた、毎

年 PDCA が回る規程を策定する。 

［基準 6 の自己評価］ 

今後、学校教育法に定められた恒常的で適切な周期の自己点検・評価組織規程と活動と

を確保する。実績についても恒常的につみかさね、検証と透明化の仕組みを確保するこ

とになる。PDCA サイクルを確保し、検証の仕組みや改善の仕組みを創設、大学・法人の

活動のすべてに関して公正な検証を行う仕組みを確保していく。現状、本書の記述の公

正さ、誠実さについては各基準の執筆担当者のモラルに依存しているが、今後、公正さ

に関する規程上の担保を確立する計画である。 

 自己点検・評価活動は最高の優先順位で継続的に取り組まれるべき活動の一つであり、

計画的に自己点検・評価活動に知悉する人材育成のための研修を行っていく。また、諸

基準に要求されている教職員及び学生の意見の収集システムを直ちに策定し、実施、活

用実績を確保する。大学の管理運営に見識ある第三者によって自己点検・評価と PDCA

のシステム全般の検証を行い、今後とも恒常的努力・改善を行っていく見込みである。 
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Ⅳ．大学が独自に設定した基準による自己評価 

 

基準 A．社会連携 

A－1 大学が持っている物的・人的資源の社会への提供 

A-1-① 大学施設の開放、公開講座、リフレッシュ教育など、大学が持っている物

的・人的資源の社会への提供 

（1）A－1 の自己判定 

基準項目 A－1 を満たしている。 

 

（2）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-1-① 大学施設の開放、公開講座、リフレッシュ教育など、大学が持っている物

的・人的資源の社会への提供 

 これについては、A-1-①-1 本学附属臨床心理相談室における地域貢献、A-1-①-2

公開講座による大学の地域開放および研究成果の公表に分けて、以下に事実の説明

と自己評価を述べる。 

 

A-1-①-1 本学附属臨床心理相談室における地域貢献 

人間環境大学附属臨床心理相談室は、（財）日本臨床心理士資格認定協会の第 1 種

指定大学院として、平成 15（2003）年の開室以来、大学院の実習機関であると同時に

地域に開かれた施設として近隣住民の心の相談にあたり、地域貢献の機能を果たして

いる。開室以来 10 年間の実績については「人間環境大学附属臨床心理相談室の活動

を考える－10 年の歩みを辿って－」として、人間環境大学附属臨床心理相談室紀要第

8 号にまとめられている。なお、本項では、平成 22（2010）年度～令和元（2019）年

度の 10 年間の来談者統計を示し、地域貢献の詳細を報告する。 

 

【来談者の属性】 

1）新規ケース 

新規ケースの推移については表 A-1-1 の通りである。 

 

表 A-1-1  新規ケースの推移 

年度 
平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

件数 40 44 44 42 57 62 49 54 47 45 

 

2）居住地域（新規ケースについて） 

 居住地域は表 A-1-2 の通りである。大学の地元である岡崎市が多くを占め、大学近

隣の三河地域全域だけでなく，知多地域や名古屋市、県外からの来室と、相談者の地

域は広範囲に及んでいる。 

  表 A-1-2 居住地域（新規ケースについて） 
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平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成

27 

年度 

平成

28 

年度 

平成

29 

年度 

平成

30 

年度 

令和

元年

度 岡崎市 28 29 22 21 36 32 25 38 19 26 

東三河    7 8   14 12 15 19 8 7 15 15 

西三河 5 6 6 5 3 3 9 8 11 4 

 

 

その他 0 1 2    4 3 8 7 1 2 0 

 合 計 40 44 44 42 57 62 49 54 47 45 

 

3）来室経路 

 来室経路は、これまで学校・園からの紹介が最も多かったが、平成 30 年度は、医

療機関からの紹介が最も多くなった。医療機関、学校・園に次いで、公的機関、知人・

友人からの紹介となっており、これは当相談室が地域の医療機関および専門機関に認

められ、信頼を得ているためであると考えられる。また、IT 時代を反映して、「大学

ホームページ」「臨床心理士に出会うには」などネット検索での申し込みも増えてい

る。 

 

【臨床心理学的見立てによる分類】 

4）相談件数及び述べ面接回数 

 10 年間の推移を表 A-1-4 に示す。 

 

 表 A-1-4  相談件数と延べ面接回数の推移 

 

5）相談内容別相談件数 

 相談内容から見た相談件数の推移について、表 A-1-5 に示す。 

 

 表 A-1-5 相談内容からみた相談件数の推移 

相談内容      年度     
平成 

22 年 

平成 

23 年 

平成 

24 年 

平成 

25 年 

平成 

26 年 

平成 

27 年 

平成 

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

 発達・療育に関する問題 24 23 25 28 46 38 38 41 30 29 

 学校に関する問題 34 29 38 36 28 31 26 29 28 25 

項 目 

平成

22 

年度 

平成

23 

年度 

平成

24 

年度 

平成

25 

年度 

平成

26 

年度 

平成

27 

年度 

平成

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

令和

元 

年度 

相談件数 109 102 109 115 133 143 132 142 132 127 

延べ面接回

数 

1,17

5 

1,02

2 

1,20

7 
1267 1414 

1,47

6 

1,35

3 

1,38

6 

1,58

6 

1,45

8 

1 ケースあた

りの平均面

接回数 

10.8 10.0 11.1 11.0 10.6 

 

10.3 

 

 

10.3 

 

9.8 

 

12.0 

 

11.5 
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 職場に関する問題 0 1 1 0 0 1 4 4 9 6 

 家族に関する問題 16 18 15 14 21 15 16 14 18 22 

 行動､性格に関する問題 10 7 4 4 9 20 20 14 6 11 

 適応に関する問題 7 7 7 13 13 14 11 17 19 13 

 神経症的問題 15 12 12 12 12 16 13 19 17 15 

 その他 3 5 7 8 4 8 4 4 5 16 

合計 
10

9 

10

2 

10

9 

11

5 

13

3 

14

3 

 

13

2 

14

2 

13

2 

12

7 

令和元年度は、コロナの感染拡大防止のため、3 月をほぼ 1 ヶ月休室している。 

 

6）臨床心理学的地域援助活動 

（1）平成 21（2009）年はそれまでの 2 年間を合わせて、岡崎市の職員健康組合とメ

ンタルヘルス相談業務委託契約を結び、職員及び扶養家族は心理面接を 5 回まで無料

で受けることが出来るようにした。これは、メンタル面での不調を感じても精神科、

メンタルクリニックへの受診を躊躇したり、また、家族や子どもの問題を抱えていて

もどこへ相談したらいいか戸惑ったりする職員・家族のための市の福利厚生事業をサ

ポートしていくものとして行われた。 

（2）平成 23（2011）年 3 月 11 日、東北地方に未曾有の被害をもたらした東日本大震

災が発生した。当相談室も愛知県臨床心理士会の支援方針に基本的に協力する事を決

定した。直接の被災者及びそのご家族、現地での支援活動に携わった人を対象とした

「心の相談」を実施するための相談体制を整えた。 

（3）平成 26（2014）年 9 月 27 日に発生した御嶽山の噴火で被災された関係者の方々

や支援に当たられている方々への心のケアとしての心理相談を愛知県臨床心理士会

の支援方針に協力して実施出来るよう体制を整えた。 

（4）平成 21（2009）年 9 月より、それまで岡崎市教育センターで行われていた「発

達障害児を持つ保護者のグループ」を本学附属臨床心理相談室で引き継ぎ開始した。

本学教員（臨床心理士）1 名と学外講師（臨床心理士）1 名を中心に、大学院生を運

営スタッフとして、地域の小、中学校に通う発達障害児を持つ保護者のためにグルー

プを月 1 回開催している。この活動は現在も続いており、地域からも高い評価を得て

いる。 

7）まとめ 

 前述してきたように、本大学附属臨床心理相談室では開所以来、地域に密着した心

のサポートを一貫して継続している。対象者は子どもから成人に及び、発達、療育、

人格の問題、心の病など幅の広いメンタルな問題に対処してきている。平成 26（2014）

年度後半に漸く土曜日の相談が 1 日となり、年度末には受付事務員を土曜日にも配置

する事ができた。現代の心の問題の増加に伴い、本臨床心理相談室の地域に果たす役

割は大きいといえる。 
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A-1-①-2 公開講座による大学の地域開放 

1）大学における開講科目の地域公開 

 本学では、地域貢献の一環として、大学における開講科目の地域住民への公開授業

を行っている。表 A-1-6 に平成 19（2007）年度から令和元（2019）年度までの公開講

座対象科目と受講生の一覧を示す。なお、一人で複数科目を受講する受講生もいるた

め、受講科目数が受講者数より多くなっている。 

 

   表 A-1-6 公開講座受講科目および受講者数 

年度 
前期 後期 

受講者数 科目数 受講者数 科目数 

2007 9 11 11 22 

2008 18 41 17 35 

2009 26 45 27 40 

2010 27 54 29 55 

2011 43 84 41 72 

2012 38 76 39 81 

2013 39 71 39 80 

2014 43 66 34 54 

2015 32 47 33 48 

2016 21 31 28 46 

2017 26 40 29 47 

2018 16 9 20 10 

2019 21 27 14 20 

2020 - - - - 

 

2）大学と地域の連携による公開講座 

 大学と地域の連携による公開講座において、本学教員がそれぞれの専門性を活かし

たテーマを設定し、講師を務めている。そこで、岡崎市および名古屋市の市民を対象

とした、（1）岡崎市市民カレッジ（平成 29 年より市民大学に名称変更）および、（2）

名古屋市大学連携講座における実績（実施年度、日程、テーマ、担当者、受講者数）

一覧を以下に示す。いずれも多くの受講者から高い評価を受けており、大学の地域貢

献として十分な実績があるといえる。 

（1）岡崎市市民カレッジ（現 市民大学） 

  平成 21（2009）年度から平成 30（2018）年度にかけて、本学教員が 19 テーマに

わたって講座を担当した。実績を表 A-1-7 に示す。 

 

 表 A-1-7 岡崎市市民カレッジ実績一覧 

年度 日程 テーマ 担当者 受講
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者数 

21 

2009.7.28 利休・織部・遠州の茶の湯について 
人間環境大学教授   

神谷 昇司 
27 

2009.10.10 

臨床心理学から考える「こちらの世

界」と「あちらの世界」～村上春樹 『国

境の南、太陽の西』 を読む～ 

人間環境大学教授   

渡辺 雄三 
32 

2009.10.17 『萬葉集をよむ』 
人間環境大学准教授   

花井 しおり 
35 

2009.10.24 
舞踊の力～『蕁麻の家』を越えた萩原

葉子の生き方～ 

人間環境大学教授   

森  順子 
27 

2009.10.31 

ジュール・ヴェルヌ、未来を先取りす

る小説家のみたもの～『８０日間世界

一周』から見えてくる近代社会の一側

面～ 

人間環境大学教授   

日比野 雅彦 
33 

2009.11.7 『論語』に見る漢文の構造 
人間環境大学教授   

渡  昌弘 
30 

22 
2010.10.2 映画手法で読む『国宝源氏物語絵巻』 人間環境大学准教授  

菅原 布寿史 

65 

2010.10.9 映画手法で読む『信貴山縁起絵巻』 60 

23 2011.7.30 現代文明と日本人の自然観 
人間環境大学教授  

吉田 喜久子 
49 

24 2012.7.28 循環型社会とエネルギー 
人間環境大学教授   

吉野 敏行 
32 

25 2013.9.14 
生きているものはなぜエネルギーと

物質を摂取するのか 

人間環境大学准教授  

長井 正博 
32 

26 

2014.7.5 生きる意味の哲学 ニーチェの思想 
人間環境大学教授   

内藤 可夫 
57 

2014.9.27 
災害と心のケア‐「心の減災」の視点

から‐ 

人間環境大学教授   

坪井 裕子 
35 

27 

2015.7.4 吉田松陰の実像について 
人間環境大学教授 

川口 雅昭 
70 

2015.10.3 災害と心-「心の減災」という考え 
人間環境大学講師 

吉武 久美 
32 

28 

2016.7.23 英語はなぜ難しいのか 
人間環境大学教授 

岡 良和 
44 

2016.9.24 
里山文化の多様性-インドネシア、パ

プアニューギニア、ミクロネシア 

人間環境大学助教 

武田 淳 
43 

29 
2017.9.30 

人間と環境について考えた経済学者

たち 

人間環境大学教授 

山根 卓二 
32 

30 2018.9.15 『万葉集』大伴家持の鷹の歌 人間環境大学教授 75 
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花井 しおり 

元 
2019.11.30 梅花の歌三十二首 

人間環境大学教授 

花井 しおり 
38 

2 新型コロナ

ウイルス感

染症の影響

で中止 

   

   （人） 

 

 

（2）人間環境大学看護学部市民講座 

年度 日程 テーマ 担当者 
受講

者数 

28 

2016.10.25 
暮らしの中で命を育む孫育て・子育

て・自分育て 

看護学部・看護学研

究科教授    

内藤直子 

20 

2016.10.22 介護のあれこれ初めの一歩 

看護学部・看護学研

究科    

教授 島内節 

准教授 福田由紀子 

25 

2016.11.19 
Kids with Life~子どもに多い事故と

応急手当・子どもの遊び～ 

看護学部・看護学研

究科    

准教授 深谷久子 

教授 倉田節子 

30 

2016.10.24 暮らしと睡眠 

看護学部・看護学研

究科    

准教授 山田裕子 

25 

29 2017.10.21 介護のあれこれ初めの一歩 

看護学部・看護学研

究科    

教授 石井英子 

助教 楳田恵子 

9 

 
201.5.9 

ママ知ってた？今できることを考え

よう～育児と介護ダブルケアに備え 

～ 

看護学部・看護学研

究科    

教授 石井英子 

 

40 

 
2018.6.16 青少年の非行とその防止策 

看護学部 

教授 折出健二 

 

200 

30 2018.6.29 お口ケアでいきいき長寿 看護学部 30 
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～咀嚼と嚥下～ 助教 楳田恵子 

 2018.7.20 排泄について 

看護学部・看護学研

究科 

講師 永坂和子 

25 

 2018.9.8 排泄について 

看護学部・看護学研

究科 

講師 永坂和子 

30 

 2018.9.11 整膚で健康になろう 
看護学部    

講師 川北美枝子 
25 

 
2018.10.6 排泄について 

看護学部・看護学研

究科 

講師 永坂和子 

30 

 
2018.10.13 排泄について 

看護学部・看護学研

究科 

講師 永坂和子 

30 

令和 2019.6.26 熱中症とその予防 
看護学部 

教授 朝山正己 
35 

元年

度 
2019.6.30 熱中症について 

看護学部 

教授 朝山正己 
40 

 2019.9.14 健康づくりの落とし穴 
看護学部 

教授 朝山正己 
30 

 2020.1.24 睡眠の質の向上 

看護学部・看護学研

究科    

教授 巽 あさみ 

35 

 

名古屋市高年大学講座 

年月日 テーマ 講師 受講

者数 

平成 30 年 

7 月 12 日（木） 
熱中症とその予防 

看護学部 

教授 朝山正己 
680 

令和元年 

7 月 12 日（金） 
熱中症とその予防 

看護学部 

教授 朝山正己 
550 

 

（4）人間環境大学松山看護学部市民公開講座 

松山看護学部では開設した平成 29 年度より、地域貢献の一環として、市民公開講座を開

催してきた。医療・看護・福祉に関連する社会問題や参加者のニーズを組み入れてテー

マを設定し、学内だけでなく学外からも講師を招いた開催を計画していた。全国への緊

急事態宣言と、県内の感染拡大防止のため、今年度は開催を中止し、次年度、感染対策

を講じながらの開催に向けて計画していくこととした。 
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年月日 テーマ 講師 受講

者数 

平成 29 年 

11 月 16 日（木） 

リンパ浮腫のセルフケア 

（自己管理） 

本学部 

大西 ゆかり 准教授 
56 

平成 31 年 

1 月 26 日（土） 
認知症の行動学 

大阪大学大学院 

佐藤 眞一 教授 
139 

令和元年 

9 月 29 日（日） 

自分の最期は自分で決めよう 

―超高齢社会を生きるあなたに― 

医療法人ゆうの森 

理事長 永井康徳先生 
113 

 

 

 

A-1-①—3 専門分野・人的資源を活用した健康教室、及び「健幸処」の開催 

 松山看護学部では、地域貢献の一環として、学部の専門分野と人的資源を活用して、

一般市民の方々を対象とした健康教室を平成 30 年度より開催している。平成 30 年度は、

延べ 123 名に血圧や骨密度、血管年齢の測定のほか、物忘れチェック、健康相談を実施

した。令和元年度には測定機器を増やし、さらに看護学生によるハンドマッサージを実

施した。参加者からの評価は大変好評であり、延べ 235 名の参加を得た。また、松山キ

ャンパスがある花園町では、2020年10月よりWith 新型コロナウイルス感染予防対策と

経済との共存のための取り組みとして、「まつやま花園日曜市」が開催することとなった。

松山看護学部では、ボランティアサークル学生 5 名とともに地域貢献センター運営委員

会部会メンバーで「健幸処（けんこうどころ）」において血管健康測定を実施し好評を得

た。 

 

（3）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

本学附属臨床心理臨床心理相談室の存在は、開所以来の地道な活動によって、地域に

浸透してきており、多大な地域貢献をしているといえる。それゆえ、累積相談数の増

加に対応する必要がでてきている。平成 26（2014）年度後半に土曜日の相談時間を延

長することとなり、年度末には受付事務員を土曜日にも配置する事ができた。今後も、

さらなる相談の増加に対応できる体制をとっていく必要がある。特に、施設面ではこ

れまでにも様々な充実を図ってきたが、面接やプレイセラピーの希望時間帯が集中す

るため、面接室、遊戯療法室の増設（あるいは既存の施設の活用）が望まれる。また、

総相談件数増加に伴い、関係書類の保存のために、従来のスペースでは手狭になって

おり、平成 27（2015）年度からは、書類の保管のスペースを新たに確保することが検

討されている。 

 大学の授業科目の開放については、新カリキュラム導入によって、公開出来る授業

数が一部減少しているが、今後も地域住民の期待に応える授業科目の開講を各コース

で検討することが地域貢献の観点からも望まれる。地域との連携による公開講座にお
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いては、新設の看護学部の教員の活用も今後の課題である。新たな教員の専門性も考

慮することによって、充実した内容の講座を開催し、さらなる地域貢献ができると考

えられる。 

 

A－2 国際交流 

A-2-① 国際交流を通してグローバルな視点を持った人材育成 

（1）A－2 の自己判定 

基準項目 A－2 を満たしている。 

 

（2）A－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-2-① 国際交流を通してグローバルな視点を持った人材育成 

 本学がおこなっている国際交流について、以下に事実の説明と自己評価を述べる。 

 

1）海外大学単位互換科目 

 「海外大学単位互換科目」とは、平成 19（2007）年度、人間環境大学と台湾・東海

大学との間に締結された、「海外の大学との科目等履修生に関する協定書」（以下「協

定書」）にもとづいて開講される科目である。 

2）「海外大学単位互換科目」の開講形式 

「海外大学単位互換科目」は、人間環境大学の学生と、東海大学の学生が 1 週間程度

「合宿」形式で寝食をともにしながら学ぶという特色を持ち、「合宿」を中心として、

次の 3 つの段階で構成される。 

① 合宿以前：インターネット（facebook・skype 等）を用いた遠隔交流 

 期間： 日本開講の場合：5 月～8 月頃 

     台湾開講の場合：10 月～2 月頃 

   合同フィールド調査テーマ等の決定 

事前文献資料調査等 

合宿中の役割分担の決定、事前準備等 

 

② 合宿期間：対面交流 

  期間：日本開講の場合：8 月～9 月頃 

     台湾開講の場合：2 月～3 月頃 

1 週間程度合宿形式で寝食をともにしつつ異文化交流体験 

両大学学生の混成グループによる合同フィールド調査 

調査結果のまとめ・研究報告会 

 

 ③ 合宿以後：インターネットを用いた遠隔交流 

   期間：日本開講の場合：9 月 

      台湾開講の場合：3 月 

   調査活動記録、フィールド調査発表記録、感想文等を集めた「報告書」の作成 
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②の段階において、両大学の学生は、合宿以前に相談したテーマの予備調査の後、

実際のフィールド（合宿地）において、現地調査、インタビューなどを行う。これま

で平成 20（2008）年度から令和元（2019）年度に開講された「海外大学単位互換科目」

の「グループの調査・研究テーマ一覧」（表 A-2-1）を次に示す。 

 

 表 A-2-1 グループの調査・研究テーマ一覧 

年度 開講地 グループの調査・研究テーマ  

2008 岡崎市 学生の消費・農業・城下町・名産  

2008 台中市 台湾の地方産業(全体テーマのみでグループテーマなし)  

2009 岡崎市 名産（食べ物）・花火・農業・外国人・都市形成と文化  

2009 台中市 台湾の農家の暮らし（グループテーマなし）  

2010 浜松市 名産・ゆかた・うなぎ・産業・自然と文化の調和・町の多文化  

2010 台中市 おじいさんおばあさんの歴史・街の記憶（グループテーマなし）  

2011 浜松市 楽器・車バイク・産業･観光･名産・農業 

2011 台中市 古い街・伝統市場・外籍労働者・春村組・原住民・客家 

2012 
岡崎市

額田町 

生きがいのありか・ボランティア・剣道と精神教育・寺と地域の

かかわり 

2012 台中市 家族像・コミュニケーション・台湾/日本しかない店・飲み物 

2013 岡崎市 
自然体験・食文化（伝統の味）・地域と歴史・農業＋酪農・ 

食文化（B 級グルメ）・ものつくり 

2013 台湾 特殊教育・流浪動物・児童教育・新台湾之子 

2014 豊橋市 
多文化（外国人経営）・多文化共生（日本語）・地域興し（食品・

郷土）・地域興し（農業）・地域興し（商店） 

2014 宜蘭県 塩・砂糖・お茶・お菓子・農業 

2015 豊橋市 
寺社と祭り・農業と食文化・交通・動物保護（ウミガメ）・宗教（豊

橋にあるロシア正教の教会）・豊橋筆 

2015  高雄市 
交通・文化創意・漁業・郷土工芸・産業転型 

※台湾南部地震発生（2/6）のため中止 

2016 
名古屋

市 

名古屋の NPO、NGO（子ども、外国人児童、堀川、フェアトレード、

医療） 

2016 台南市 

火鶴花（アンスリウム）栽培と日本との貿易・過疎地域の中学に

おいて世界につながる英語教育とは・地域と（日本と）のつなが

りについて・新台湾の子の多文化共生・六甲の地方文化と発展 

2017 
名古屋

市 

仕事と越境（技能実習生、介護問題、高度人材、留学生、ワーキ

ングホリデー、多文化共生、ベトナム人コミュニティ） 

2018 

伊勢

市、多

気町 

観光と地域おこし①三重ブランド②体験型観光③町おこし NPO④

空き家⑤教育⑥観光と資本 

豪雨のため、一部日程・内容変更 

2018 台南市 言語教育①ベトナム語②中国語③英語④日本語⑤台湾語 



人間環境大学 

106 

2019 
名古屋

市 

インターンシップ（台湾・日本・各大学のインターンシップ事情） 

2019 

台中市

近郊福

興郷 

大学の社会責任の視点から、東海大学が取り組む地方再生と多文

化交流を目標とする。今年度は、福興郷の歴史や産業、教育、人々

の生活を中心に理解を深める 

新型コロナウイルス感染症の影響で中止 

2020  新型コロナウイルス感染症の影響で不開講 

 

 これらのテーマについて、調査考察の後、合宿の最終日前日の調査報告会において

PPT 資料などを用いた発表と質疑応答を行う。 

 「海外大学単位互換科目」は、テーマの調査研究・発表活動にとどまらず、合宿期

間中、両大学の学生は、ともに協力して食事の用意・後片付け、宿舎の掃除等を協力

して行う。「海外大学単位互換科目」は、生活全体が協働作業であり、異文化体験で

あるといえる。そのなかで、両大学の学生は、言語や文化、価値観の異なる他者とコ

ミュニケーションをとることを学ぶとともに、他者との相互行為を通して学ぶ力を身

につけるものである。 

3）「海外大学単位互換科目」の開講実績 

 「海外大学単位互換科目」は、「協定書」の締結後、本学と台湾東海大学において、

毎年各 1 回開講されている。平成 20（2008）年度から平成 30（2018）年度に開講さ

れた「海外大学単位互換科目」の開講実績を、以下「人間環境大学開講実績一覧」（表

A-2-2）、「台湾・東海大学開講実績一覧」を表 A-2-3 に示す。 

 表 A-2-2 人間環境大学開講実績 一覧 

年度 開講地 開講期間 受講者数 教員数 

2008 日本・岡崎市等 
2008 年 

9 月 4 日～9 月 10 日 
13（8） 2（2） 

2009 日本・豊橋市 
2009 年 

9 月 6 日～9 月 13 日 
14（10） 3（1） 

2010 日本・岡崎市・浜松市 
2010 年 

8 月 29 日～9 月 5 日 
7（15） 3（2） 

2011 日本・岡崎市・浜松市 
2011 年 

9 月 3 日～9 月 10 日 
7（4） 2（2） 

2012 日本・岡崎市 
2012 年 

8 月 17 日～8 月 22 日 
7（9） 2（2） 

2013 日本・岡崎市 
2013 年 

8 月 6 日～8 月 11 日 
8（14） 2（1） 

2014 日本・豊橋市 
2014 年 

9 月 2 日～9 月 7 日 
12（11） 2（1） 

2015 日本・豊橋市 
2015 年 

9 月 1 日～9 月 6 日 
14（15） 1（1） 
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2016 日本・名古屋市 
2016 年 

8 月 3 日～8 月 8 日 
6（6） 2（1） 

2017 日本・名古屋市 
2017 年 

9 月 5 日～9 月 10 日 
12（13） 2（1） 

2018 日本・伊勢市、多気町 
2018 年 

9 月 2 日～７日 
8（10） 2(1) 

2019 日本 
2019 年 

8 月 27 日～9 月 1 日 
21（14） 3（1） 

2020 

新型コロナウイルス

感染症の影響で不開

講 

   

学生数：（ ）内は、東海大学受講者数・教員数：（ ）内は、東海大学教員数 

 

 表 A-2-3 台湾・東海大学開校実績 一覧 

年度 開講地 開講期間 受講者数 教員数 

2008 台湾・台中市・花蓮市 
2009 年 

3 月 1 日～3 月 12 日 
9（21） 3（1） 

2009 台湾・台中市・花蓮市 
2010 年 

2 月 26 日～3 月 9 日 
9（33） 2（1） 

2010 台湾・台中市 
2011 年 

2 月 24 日～3 月 1 日 
6（35） 2（1） 

2011 台湾・台中市 
2012 年 

2 月 13 日～2 月 17 日 
5（15） 1（2） 

2012 台湾・台中市 
2013 年 

2 月 27 日～3 月 6 日 
9（19） 1（2） 

2013 台湾・台北市・台南市 
2014 年 

2 月 11 日～2 月 17 日 
6（20） 2（1） 

2014 台湾・宜蘭県 
2015 年 

2 月 9 日～2 月 14 日 
9（23） 2 

2015 

台湾・高雄市 

※台湾南部地震発生

（2/6）のため中止 

2016 年 

2 月 9 日～2 月 16 日 3（15） 1（1） 

2016 台湾・台南市 
2017 年 

2 月 6 日～2 月 14 日 
8（13） 2（2） 

2017 台湾・台中市 
2018 年 

2 月 5 日～2 月 10 日 
8（15） 2（2） 

2018 台湾・台南市 
2019 年 

2 月 11 日～2 月 16 日 
5（14） 2(1) 

2019 台中市近郊福興郷 2020 年 21（15） 3（1） 
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※新型コロナウイルス

感染症の影響で中止 

3 月 2 日～3 月 9 日 

2020 
新型コロナウイルス感

染症の影響で不開講 

 
  

 学生数：（ ）内は、東海大学受講者数・教員数：（ ）内は、東海大学教員数 

 

 

［基準 A の自己評価］ 

本学が持っている物的・人的資源の社会への提供については、①本学附属臨床心理相

談室における地域貢献、②公開講座による大学の地域開放および研究成果の公表に分け

られるが、いずれも上述した通り、大きな成果を上げている。特に本学大学院は、第一

種臨床心理士養成大学院の指定を受けており、臨床心理士資格を持つ教員のみならず、

大学院修了生も含めて附属臨床心理相談室を運営している。相談件数の増加からもわか

る通り、地域からの信頼を受けているといえる。 

また台湾の東海大学との国際交流は、言語や文化、価値観の異なる他者とコミュニケ

ーションをとることを学ぶとともに、他者との相互交流を通して、自ら学ぶ力を身につ

け、学生たちの自主的な活動を推進するものである。この活動を日本と台湾それぞれで

毎年継続して行っていることは、グローバルな視点を持った人材育成につながるもので

ある。これらのことから、本学の行っている国際交流は、大いに評価できるものである

と考えられる。 

これらのことから、本学は社会連携に関して、基準 A を十分満たしているといえる。 

 


